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指定管理者による公の施設の管理運営状況について 

（令和４年度総括） 
 

令 和 ６ 年 ２ 月  

  総務部行政経営課  

 

１ 指定管理者制度導入の状況 

○ 指定管理者制度を導入すべき公の施設については、概ね移行が完了して
いる。 

○ なお、東日本大震災（以下「震災」という。）により被災した施設につい
ては、既に復旧・再開した施設が多いものの、プレジャーボート用指定施設
の１施設については、復旧工事中のため指定管理が行えない状況にある。  

 

公の施設（R4.4.1 時点） １５２施設 

 うち指定管理者制度導入施設 

 

５２施設  令和４年度増減：１増 
【内訳】 

  導入１ 小名浜港マリーナ施設 
   ※１ 公の施設の数は、県立高等学校、特別支援学校、道路、河川を除いた数  

   ※２ 地区毎に複数の団地で構成されている県営住宅等は便宜上各地区単位で１とカウント  

 

 

２ 県の業務管理について 

  ○ 福島県公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例に基づき、年
度終了後に指定管理者から県へ提出される実績報告を受け、管理運営状況
の確認を行っている（詳細は、別表「令和４年度指定管理者による公の施設
の管理運営状況」のとおり）。 

 ○ また、約９割の施設で月例報告による確認を実施しているほか（それ以外
の施設においては四半期毎）、各所管部局による立ち入り調査等を実施して
いる。 

 ○ 加えて、ＰＤＣＡサイクルの更なる充実等を図るため、平成 28 年度より
「外部有識者等の視点を導入した評価（外部評価）」を実施している。 

○ 外部評価では、指定管理期間の中間年度に当たる施設を対象に、施設の管
理運営状況について、外部有識者の意見を聴取するとともに、意見等を踏ま
え「今後の管理運営の方向性」を検討している。 

○ 今年度は、14 施設を対象に外部評価を実施した（評価結果は、別紙１～
13「指定管理者管理運営状況評価表」のとおり）。  

 

 

 

 

【指定管理者制度とは】 

平成１５年６月の地方自治法の一部改正により導入された制度であり、多様化 

する住民ニーズに、より効果的・効率的に対応するため、それまで地方自治体の 

出資法人等に限定されていた「公の施設」（住民の福祉を増進する目的をもって 

その利用に供するための施設）の管理運営を広く民間にも開放し、民間の経営手 

法等により、住民サービスの向上と経費の節減等を図ることを目的とするもの。 
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３ サービスの向上について 

 ○ 基本協定に基づく業務内容を着実に履行することは勿論のこと、指定管
理者の主体的な取組により、多くの施設においてサービスの向上が図られ
たものと評価できる。 

 【主な取組】 

   ・ 営業日数、利用時間、受付時間等の拡大 

   ・ 施設機能の拡充 

   ・ 情報発信の強化 

   ・ 新規イベントの実施 

   ・ 放射線量の定期的な測定･掲示 

・ 感染症対策の継続実施 など 

 

 

４ 経費の節減等について 

○ 委託料については、前年度（令和３年度）と比較すると、ふくしま海洋科
学館及び福島県産業交流館における利用者数増に伴う利用料金収入の増加
等により委託料が減少したため、県全体で 310,801 千円の減少（前年度比
94.6%）となった。 

○ 利用料金（使用料を含む）の収入額については、前年度（令和３年度）と
比較すると、新型コロナウイルス感染症の行動制限緩和の影響等により利
用者数が増加したため、県全体で 412,301 千円の増加（同前年度比 110.4%）
となった。 

 

 

 

５ 今後の課題について 

○ 「福島県観光物産館」（売上高 956,563 千円 平成 22 年度比 389.8%）な
どは、継続して震災前以上の水準を維持している。 

○ 一方で、全体的に新型コロナウイルス感染症の行動制限の緩和の影響に
より利用者数等は増加傾向にあるが、新型コロナウイルス感染症発生以前
の数値まで戻っていない施設もあることから、施設ＰＲや様々なイベント
の実施、積極的な営業活動など指定管理者の一層の創意工夫を凝らした利
用者数増加に向けた継続的な取組が不可欠である。 



【様式2】令和４年度指定管理者による公の施設の管理運営状況

評価方法（通常・外部評価） ① ② ③ ④

※外部評価は指定期間中間年度実施

No. 所管部名 担当課名 公の施設名 指定管理者名 指定期間 （外部評価結果は別紙に記載） 管理運営実績（主なもの）及び新たに取り組んだ項目【指定管理者】 管理運営実績の評価及び新たに取り組んだ項目の評価【県】 令和５年度以降に予定する取組【指定管理者】
東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対
応方針【指定管理者】

通常評価 外部評価 ＜対象年度　令和４年度＞ ＜対象年度　令和４年度＞
（東日本大震災による大規模被災･復旧状況や利用料金収入の減少、新型
コロナウイルス感染症の影響等）

1 企画調整部 エネルギー課 Ｊヴィレッジ全天候型練習場 (株)Ｊヴィレッジ H30.8.1 ～ R5.3.31 ○ － 【管理運営実績（主なもの）】
・令和4年度の利用団体数は267団体（自主事業分を除く）と、H30.9.8の供用開始以来最多となった（これまでの最多は令和３
年度の209団体）。
・利用目的別では、サッカー大会利用が増加（R3:28団体→R4:56団体）した他、多目的利用が大きく増加（R3:52団体→R4:103
団体）した。
・音楽コンサートや復興支援イベント等のイベント利用の他、教育旅行や法人利用（研修利用）等、多目的な利用があった。
【新たに取り組んだ項目】
・令和４年度においては、ドローン利用に関して重点的な利用拡大を図り、講師養成講座の月2回定期開催につなげた。

・サッカー大会での利用増加に加え、スポーツ利用以外の利用件数が伸びており、利用団体数が供用
開始以来最多となるなど、ＰＲ活動による成果が確実に出ている。
・航空法規制（飛行許可・承認）の要らない屋内施設という利点・強みを生かし、ドローン利用拡大につ
なげている。ドローン利用は課題であった平日稼働率向上に大きく貢献したことに加え、利用料金単価
が高いため、施設利用料収入増加につながっている。なお、利用料金収入も供用開始以来最多を記録
した。
　

・ドローン研修、会議、講演、音楽コンサートなど更なる多目的利用の促進を図る。
・全天候型練習場に特化したPRチラシを広く配布、有効活用することでさらなる利用者拡大、平日利用
促進を図る。
・今後の伸び代は、夏期・冬期休業期（合宿利用が増える）以外の平日利用。引き続き企業関係を中心
に利用促進に努めていく。

・平成30年度に供用開始した施設のため、東日本大震災による被災無し。
・令和2年度は新型コロナウイルスによる緊急事態宣言により営業自粛を強いられる時期があったこと
や、各種スポーツ団体の大会、合宿、イベント等が軒並み中止となり、利用団体、利用者数ともに昨年
度に比べ大幅減となったが、令和3年度は感染対策を講じたうえでの利用が増え、利用団体数、利用
者数ともにほぼ倍増となった。さらに令和４年度には利用団体数及び利用料金収入が供用開始以来過
去最多を記録した。
引き続き、感染症対策に留意しつつ、積極的な誘致・需要の掘り起こしに注力する。

2 企画調整部 文化振興課 福島県文化センター （公財）福島県文化振興財団 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － ○利用時間の拡大やアンケートボックスの増設など、利用者の利便性の向上に取り組んでいると評価
できる。
○老朽化等による施設・設備の不具合に対して適切に修繕を行うとともに、令和4年3月の福島県沖地
震の影響による大ホールの利用休止を受け、小ホール等の館内別施設の利用を案内することなどに
より利用促進・維持に努めたことは評価できる。
○インターンシップやボランティアの受入、若手アーティストの支援活動など、文化芸術振興に関する
人材育成にも取り組んでいる。
○SNS等を積極的に活用しながら、利用促進のために効果的な情報発信を行っていると評価できる。
○行政文書の所在把握や補修など、歴史資料の適切な管理に加え、収蔵資料のデジタル化にも取り
組み、ホームページ上での公開を進めていることは評価できる。

（福島県文化会館関係）
・大ホール以外の施設の稼働率と利用料金収入の増加を図るため、施設の紹介チラシを作成し、配布
するなど、営業活動に力を入れ、利用促進に努める。
・YouTube、Facebook、Twitter、Instagramを活用して、施設紹介やイベント情報の発信を強化し、利用
者の情報収集の利便性を高めることにより利用促進につなげる。
・視覚や聴覚に障害がある方も対象にした、字幕や手話通訳付きのバリアフリー型の演劇公演を行う。
・県内のホール職員やホールボランティアを対象に、コーディネーター養成のためのアートマネジメント
研修を行う。

（福島県歴史資料館関係）
・鮫川村教育委員会と連携し、鮫川村での古文書講座（3回）に講師を派遣する。
・SNSを用いて、展示や講座などの情報を積極的に発信し、広報活動を強化する。

・東日本大震災からの復旧工事及び耐震化工事は終了したが、昭和45年の開館から既に50年以上が
経過している。県が主導する施設・設備改修工事を行っているものの、経年劣化が進んでおり、今後、
故障等による福島県文化センターの利用休止等が懸念される。とくに文化会館の冷房を行う上で必要
な設備である「蒸気式吸収冷凍機」の老朽化が著しく、腐食によって胴面及び配管に穴が開いたため
使用できなくなっていた吸収式冷凍機（No.2）の修繕を行い、適正な空調が行えるように努めるととも
に、県に早期の改修を要望した。その結果、空調設備の改修工事が実施されることとなり、令和5年度
は工事に向けた設計作業が行われている。
・令和4年3月の福島県沖地震により被害を受けた施設の早期復旧と、施設の老朽化が著しく、経年劣
化による設備の不具合が多発していることから、新たな福島県文化センターの設置に関する議論を開
始するよう、県に「福島県文化センターに関する要望・提言書」を提出した。
・令和4年度に新型コロナウイルス感染症拡大を懸念して利用を中止または延期した催事は34件に及
んだ。また、令和４年３月に福島県沖で発生した地震による被害のため、大ホールの利用休止により、
中止または会場変更した催事は107件に及んだ。新型コロナウイルス感染症拡大前の令和元年度と比
較すると、利用者数、利用料金収入ともに約6割減少した。

3 企画調整部 生涯学習課 ふくしま海洋科学館 (公財)ふくしま海洋科学館 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － ・日本産野生動物の展示とともに、動物の動きにチャレンジできる遊具のある屋外エリア「えっぐの森どうぶつごっこ」をオープ
ンした。
・環境水族館として海洋プラスチックごみ問題に取り組む「プラごみ海獣掃討大作戦」プロジェクトを立ち上げ、海岸清掃、プラ
ごみに関する展示、プラごみ削減シンポジウムの開催を行った。
・小学校の教科書で取り上げられている「スイミー」の世界を通して、海の不思議と多様性、自然環境を守る大切さを紹介する
企画展「絵本すいぞくかんかん～アクアマリンふくしま×スイミー～」をオープンした。
・日本で初めて「ザラカスベ」「ヤワラゲンゲ」「カムチャッカゲンゲ」の展示を行った。
・「バショウカジキ」の飼育日数世界最長記録を更新した。
・子どもたちの自然への興味関心を高め、自然への扉を開くことを目的として、飼育員とともに体験活動を行う新しいプログラ
ム「飼育員と学ぼう アクアマリン調査隊」を開始した。（6回開催）
・飼育員の研究成果などを紹介する新コーナー「飼育員の研究レポート」をオープンした。
・南の海にすむ生き物と触れあえる「パラオタッチコーナー」をオープンした。
・アクアマリンえっぐを、はく製タッチ、ものづくりワークショップ、生き物調査、オリジナル塗り絵など様々な体験ができるエリア
にリニューアルした。
・解説員による解説活動をスタートした。
・繁忙期に年間パスポートや前売り券保有者と当日券購入者の待ち列を別け、入館スピードの向上を図った。

○コロナ感染症による影響を受けつつも、対策をしつつ｢えっぐの森どうぶつごっこ｣等の新展示を行う
等の創意工夫について評価できる。
○小学校の教科書で取り上げられる｢スイミー｣や「飼育員と学ぼう アクアマリン調査隊」のように、子供
の目線に立った企画や展示を行い海の環境や生き物について学べる施設となっており、学習施設及び
環境水族館としてふさわしいものであったと認められる。
○解説員を設置することにより、展示内容についてより深く理解し楽しめる工夫について評価できる。
○R5.4.22（土）付日程土曜別刷｢NIKKEIプラス1｣の｢何でもランキング｣のテーマ｢大人もときめく演出光
る水族館｣において、１位と専門家にも評価されている。
○引き続き創意工夫による展示やイベント等により魅力を高め、来館者数の維持・確保に努める必要
がある。

・えっぐの森どうぶつごっこにリスの貯食行動を体験できる展示を新設し、森の保全を
考えるコーナーとしての機能の強化を図る。
・「パラオタッチコーナー」のリニューアルを行う。
・飼育員による新たな解説活動を試行する。
・飼育員がどのような道具を使い、どのように工夫して生物を収集、輸送、搬入し、健康状態を保ちな
がら飼育展示しているかを紹介する新たな企画展を開催する。
・国内の大学や研究機関と連携し、サンマの養殖技術の確立に向けた共同研究を行う。

〇入館者数について
・令和４年度は、１年のうちで最も入館者数の多い８月に医療非常事態宣言が発令されるな
ど、引き続き新型コロナウィルス感染症の影響を受けたが、国民の行動制限や経済活動の
制限の見直し、全国旅行支援といった経済政策などにより、震災後では平成25年度に次いで2番目に
多い584,564人となった。しかし、震災以前の入館者数（75万人～100万人規模で推移）には未だ大きく
及ばず、震災による影響は続いているものと思量している。
・今年度も引き続き、魅力ある展示、状況に応じたイベント・体験活動の実施、解説活動の充実などに
より、入館者数の増加を図っていく。

〇建物等の老朽化について
・建物、設備及び備品の老朽化が進んでおり、指定管理者の負担となる応急的な修繕が増加してい
る。また、開館から20年以上が経過し、大掛かりな設備・備品の更新時期を迎えている。
・他の水族館の例を見ると、開館３０年を目安に大規模修繕や建替等が必要となることから、将来のア
クアマリンふくしまの施設整備計画に資するため、開館当初から施設の管理運営に携わってきた指定
管理者としての経験を踏まえ、県に対し意見していくこととしている。

〇光熱水費及び燃料費の高騰について
・令和4年度の光熱水費及び燃料費は、前年比＋43,231,499円（26%増）となり、施設の運営ができなく
なるおそれがあった。県により補填していただけたが、高騰は今後も続くことが予想される。

4 企画調整部 生涯学習課 東日本大震災・原子力災害伝承館 （公財）福島イノベーション・コースト構想推
進機構

R2.4.1 ～ R7.3.31 ○ － １　複合災害に関する資料（以下「資料」という。）の収集、保存、展示及び利用に関する業務
　(1)資料の収集
　　　震災関連資料の収集、保存業務について、自治体や学校、企業、個人等から12,809点の資料を収集し、収蔵数は累計
約28万点となった。
　(2)資料の展示
　　　プロローグシアター及びシアタースロープ壁面年表のモノクロ写真をカラーに変更したほか、情報の更新、実物資料・パ
ネルの追加、一部資料入れ替えを実施した。
　(3)企画展示
　　　ア　パネル展開催：令和4年度に避難指示解除された葛尾村、大熊町、双葉町について各自治体の協力を得てパネル展
をエントランスホールにて開催した。
　　　イ　企画展・出張展の開催：企画展示室において企画展を2回実施し、初の首都圏での出張展示を東京・文京区役所で
開催し、羽田空港でも特別展を開催した。
２　語り部講演の実施
　　当館語り部として32名を登録し、各開館日に4回、令和4年度合計1,212回の語り部講演を開催し、約10,400人が聴講した。
（令和3年度の聴講者総数は約5,500人）
３　複合災害に関する専門的な調査研究に関する業務・経験及び教訓を学習する機会の提供に関する業務
　(1)調査研究事業
　　ア　館長及び上級研究員の研究活動に加え、令和4年4月より常任研究員4名が活動を開始し、学術論文8件の発表、講
演・講義15回、口頭・ポスター発表15件、その他取材など24件を実施した。
　　イ　「東日本大震災・原子力災害学術研究集会」を初開催し、研究発表では166名が参加し、73件の発表が行われた。他
に、「伝承館調査・研究部門活動報告会」を開催した。
　(2)一般研修
　　　展示見学に加えて、フィールドワークや研修語り部講話などをオプションとして組み合わせる研修事業を実施した。4年度
は280団体11,475人が参加した。
　(3)専門研修
　　　館長及び上級研究員は、講義形式で行う専門講座の他、中高生が対象の「ふくしま学カレッジ」、自治体防災担当職員を
対象とした研修を実施した。４年度は13組209人が参加した。
４　周辺市町村や関係機関、団体、企業等と連携したイベントの実施
　　福島県と連携した取組を行った：①双葉町で開催「ふたばワールド2022」において県内の伝承施設のパネル展示、ワーク
ショップの実施　②「3.11メモリアルイベント」の開催。③「KidZania in ふくしま相双」に対しサブ会場として協力

〇来館者アンケート等の結果を踏まえた展示の更新を行うなど、来館者に寄り添った対応に努めた点
が評価できる。
〇来館者数の伸びが見られ、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限の解除もあったが、初めて首
都圏で展示を実施したことや誘客活動などの成果といえる。今後も震災・原子力災害の記録と教訓を
広く発信しながら、伝承館への誘客に取り組んでいく必要がある。
〇研修を活用した学びの場の提供だけでなく、国内の研究者を集めた研究集会を開催するなど、伝承
館をハブとした研究体制の構築を検討した点は評価できる。引き続き研究集会や研修を通じて研究の
成果を伝承館外へ発信していく取組が必要。
〇周辺自治体と協力して展示やイベントを行うなど、被災地の交流人口拡大に取り組んでおり、引き続
き情報発信・交流拠点として主体的な取組を期待する。

１　資料の収集、保存、展示及び利用
(1) 資料の収集と保存
・中通りや会津等の市町村等との連携。閲覧室と収蔵庫間の統合的保管や資料を劣化させないため
の個別の保存方法の検討
・震災体験手記の収集、公開の検討
(2) 資料の展示及び利用
・常設展示及び資料閲覧室の充実を図る。海外からの来館者への対応の充実（多言語対応）を図る
・企画展示室を活用した企画展の開催や海外を含めた移動展示の検討・実施
２　語り部講演
・語り部の技術向上と交流（研修会の開催、アンケート結果のフィードバック）
３　複合災害に関する専門的な調査研究に関する業務・経験及び教訓を学習する機会の提供に関す
る業務
ア）調査研究事業
・館長、上級研究員及び客員研究員からなる研究班による研究活動と、常任研究員が館長及び上級
研究員の指導の下で行う研究活動をそれぞれ継続
・学術研究集会、研究活動報告会にて、研究の成果を報告するとともに、展示等に研究成果を反映さ
せる
・福島国際研究教育機構（F-REI）との連携体制を構築
イ）研修
・一般研修は、引き続き関係団体と連携して継続実施するとともに、プログラム内容の見直しを行う
・専門研修は、引き続き専門講座や研修パッケージを継続実施するとともに、震災を包括的に学べるプ
ログラムの構築を検討する
４ イベントの実施
・県や地元自治体、関連施設と連携し、地域の魅力や復興状況を発信するイベントを実施
・メモリアルイベントにて、収集資料や研究成果等を生かした複合災害の教訓を広域的に伝える
５　その他
・来館者増加に繋がるよう、SNSを利用する他、県内外のイベントに出店するなど積極的に広報活動を
行うほか、県内の他施設や競技団体と連携することで地域を応援する体制を整える。

新型コロナ禍の令和２年９月に開館して以降、安全・安心の確保はもとよりシアターへの入館者制限な
ど感染対策を十分に講じつつ施設の運営を実施してきた。令和４年度の入館者数は目標を上回る８万
人に達した。今後も効果的広報活動、施設間の連携、企画展や地域交流イベントなどで施設の魅力を
高め誘客を図っていく。

5 企画調整部 スポーツ課 クライミングウォール
（あづま総合運動公園内）

(公財)福島県都市公園・緑化協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － １.サービスの向上
　クライミング施設の毎月の定期点検と巡視等による日常管理、利用希望者の受付や利用説明等の対応業務の他、体験利
用に備えクッションとなる木チップ材の補充、高圧洗浄機による施設のクリーニング、サブウォール注意看板の再整備を実施
し、利用者が安全安心で快適に利用できる施設の機能保持に努めた。

２.普及指導
　クライミングの普及や競技愛好者の拡大を目的に、福島県山岳スポーツクライミング連盟と連携し、春（５月）と秋（１０月）の
年２回クライミング体験会を開催した。体験会の参加者数は、春５月が１１２名、秋１０月が６８名であった。年間利用者数は体
験会を含め２４４名で、令和３年度と比較すると１９％増加している。

1　サービスの向上
　日常管理をはじめ、業務仕様書に基づく定期点検等を適切に実施しており、施設の機能保持と利用
者の安全・安心に努めており評価できる。

2　普及指導
　令和３年度については、東京２０２０オリンピック会場地として利用制限されていたことから、令和３年
度から令和４年度の利用者数の増を評価するには、定量的な比較は難しいが、定期的に体験会を実
施するなど、機会をとらえたクライミングウォールの普及促進に努めているものと評価できる。

利用者数の目標については、令和５年度の目標を２５０人とし、その後も１０％増を目標に進める。その
他、クライミング施設本体の経年劣化による修繕内容等の提案を行うとともに、今後も引き続き、クライ
ミング施設の定期点検、巡視等による日常管理、利用希望者の受付や対応業務を適宜に実施してい
く。また、春と秋の公園イベントに合わせ、県山岳スポーツクライミング連盟と連携し、クライミング体験
会を開催するとともに、県山岳スポーツクライミング連盟主催の認定講習会を支援し、クライミング施設
の利用促進と競技の普及振興を図っていく。

新型コロナウイルス５類への移行を踏まえ、今後もクライミング施設は通常利用とするが、引き続きクラ
イミング施設利用者に対し、基本的な感染予防対策を講じるよう啓発していく。

6 生活環境部 男女共生課 福島県男女共生センター (公財)福島県青少年育成・男女共生推進機
構

H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － １　管理運営実績（主なもの）
 (1)施設（研修室・宿泊室等）の適切かつ効果的・効率的な管理運営を行った。
 (2)男女共同参画社会の形成を推進するため、情報関連事業、自立促進事業、交流事業を実施した。事業の実施にあたって
は、参加者のアンケートや利用動向を分析するなどして、利用者のニーズの把握に努め、参加者の増や満足度の向上に努
めた。また、外部有識者をアドバイザーに選任し、センター事業全般への助言等を頂いた。
 (3)避難している被災地域の住民が、地域コミュニティの維持や家族・親族等との交流を目的として宿泊する場合に、宿泊料
の一部（１人１，３００円）を助成する事業を継続して実施した。
 (4)企業、介護等の研修利用等、様々な広報・PR活動等により、利用者の増に努めた。
 (5) 広報誌「未来館ニュース」を引き続き、県内の市町村等の関係機関、県内外の男女共同参画施設等に送付し情報提供し
た。
 (6)新型コロナウイルス感染症の影響により利用者が減少した状況が続いているが、引き続き、研修室及び宿泊室の利用促
進に努めた。
 (7)センター開館から２０年以上が経過し施設の維持管理面での問題も出てきており、令和４年度は、機械設備（給水ポンプユ
ニット更新、空調設備用ポンプ修繕等）の修繕工事や、施設の維持管理に必要な様々な修繕を行った。

２　新たに取り組んだ項目
 (1)施設の利用促進のため、宿泊施設案内のリーフレットを作成し関係機関に配付して、利用拡大に努めた。

１　管理運営実績
 (1)各種事業の参加者アンケートや外部有識者を通じて意見の把握に努め、要望に柔軟に対応するこ
とで、参加者から一定の満足度を得ることができていると評価できる。
 (2)施設の利用促進については、研修室、宿泊室ともに前年度の利用実績を上回ったものの、当面は
ウィズコロナでの施設運営を行っていき、そこから得られた知見をもとにポストコロナの経営方針を定
めていく必要がある。
 (3)施設の安全性向上や老朽化対応の工事を生活環境部個別施設計画等に基づき、今後も指定管理
者と連携して計画的に施設の維持管理を行っていく必要がある。

２　新たに取り組んだ項目
 (1)施設の利用促進のための取組として評価できる。

１　管理運営事業
 (1)施設管理運営事業
　①研修室、宿泊室について、利用者増加のため必要な修繕を随時行うとともに、今後とも利用者増加
のためのPR活動を継続していく。
　②利用者の安全の確保及び施設の継続的な運営のために、研修室、宿泊室以外の部分についても
必要な修繕を行うとともに、光熱水費等の諸経費の縮減についても引き続き努めていく。

２ 　情報事業、自立促進事業、交流関連事業
 (1)事業全般
　 　「ふくしま男女共同参画プラン」を踏まえ、男女共同参画社会実現のための実践的活動拠点とし
て、 様々な事業･活動を実施していく。
 (2)事業評価
　　男女共生センターでは、施設利用者や事業参加者へのアンケート調査を実施し、サービスや事業
の充実のための検討資料としてきたところであり、令和４年度においてもこの資料を踏まえてセンター
の実施事業について事業評価（自己評価）を行い、令和５年度度事業に反映させている。
     引き続き、事業評価による検証を踏まえ、男女共同参画推進を図る拠点施設として、女性活躍や復
興・防災等のテーマなど、各般にわたる事業を展開していく。

１　管理運営事業
 (1)施設稼働率
　　復興事業の縮小に伴い震災復興関連の利用者が減少、さらに、新型コロナウイルス感染症の影響
により利用者が減少しており、研修室及び宿泊室の利用料収入が減少している。このためポストコロナ
を見据えて、引き続き、Wi－Fi環境が完備していることも含めてPR活動を行うとともに、感染症対策に
万全を期し、オンラインも活用しながら利用促進に努めていく。

２ 情報事業、自立促進事業、交流関連事業
 (1)女性活躍に対する世間の注目が集まっている中、女性活躍や防災・震災復興等に関する事業につ
いて、新たな取組を積極的に取り入れ事業を充実させていく必要があることから、経済団体等と、より
一層連携を深めていく。
 (2)新型コロナウイルス感染症の影響により、生活に困難や不安を抱える女性が社会との絆やつなが
りを回復できるよう、NPO等の関係団体とも連携しながら、相互支援体制の充実・強化を図っていく。
 (3)集合研修方式によるリアルの講座と併せて、センターで実施している各種事業についてWEB会議シ
ステムZoomやYouTubeなどオンラインも活用しながら各種講座を実施し、効果的に事業を展開する。

7 保健福祉部 保健福祉総務課 太陽の国交流センター (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○ １　令和３年度の管理運営実績（主なもの）
（１）新型コロナウイルス感染症対策を講じつつ、太陽の国利用者とご家族との面会交流、職員や学生等の施設実習、研修、
視察に対して宿泊を提供するとともに、会場の利用促進に努めた。
（２）消防設備・機器の点検等を図り、消防計画に基づく消火・通報・避難の訓練を実施した。
（３）ロビ－を活用した施設の活動紹介や製品紹介、施設のギャラリ－、展示室としての利活用の推進については、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により十分な取組ができなかった。

２　令和３年度に新たに取り組んだ項目
特になし

○地元のイベントへの協力を行うなど、施設の地域開放に取り組む姿勢は評価できる。
○入所者家族の高齢化等により施設利用者数は、決して多いとは言えない状況にあることは課題。

※　交流センター「宿泊機能」については、ゲストルームが新設される「けやき荘」・「かしわ荘」建て替え
時期に連動する形で機能廃止とする方向。

（1）以下の取組を継続的に実施する。
　・研修・宿泊事業：太陽の国利用者やご家族、職員、地域住民等による研修や会議、学生の施設実
習時の宿泊を提供するなどの利用促進に努める。
　・地域福祉推進事業：地域関係機関や地域住民との連携を図り、地域福祉の推進に資する活動等に
積極的に協力し、地域に開かれた利活用を推進する。
　・食堂事業：太陽の国利用者や職員、宿泊者、地域住民等が気軽に食事できるよう配慮する。
　・災害時には避難施設として活用する。
　・国政選挙等、西郷村内の地域投票所として活用する
　・「（生活困窮者）福島県一時生活支援事業」に係る宿泊施設として協力する。
(２)地域交流の一拠点として西郷村や地域のサークル団体等と連携した様々な交流イベント等の開催
を推進する。
(３)新型コロナウイルスの感染予防対策を徹底する。

・地震発生後速やかに応急処置すべき補修等については事業団の自己資金及び指定管理委託料の
修繕費等を活用し適切に対応している。
・太陽の国全体の除染作業は、平成２８年度で終了している。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、外出等の自粛が求められたため、利用者数が減少してい
る。

（福島県文化会館関係）
(1)主な管理実績
・令和4年度の文化会館の利用者総数は107,361名、利用料金収入は、21,249千円となった。
・学校教育による施設利用は36件で、入場者数は7,922名となった。
・施設・設備の日常点検及び専門業者による定期点検を実施し、不具合報告等があった52件(内訳は建築関係９件、設備関
係43件（空調設備24件、その他の設備19件）)の修繕を行い、事故防止に努めた。
・令和4年3月の福島県沖地震により被害を受けた施設の早期復旧と、施設の老朽化が著しく、経年劣化による設備の不具合
が多発していることから、新たな福島県文化センターの設置に関する議論を開始するよう、県に「福島県文化センターに関す
る要望・提言書」を提出した。
・条例で午前9時から午後9時30分までと定められている開館時間を午前8時30分から午後10時までに拡大し、全日の利用区
分で１時間、利用時間枠を拡大した。また、午前8時30分以前に開館希望があった26件については、早朝オプションとして対
応した。
・地震の影響により利用休止になった大ホールの代替えとして、小ホールや会議室の利用を提案するなど、複合施設としての
特徴を活かした利用促進を図り、利用者の増加を目指した。
・一般来館者や催事主催者を対象にアンケートを実施した。アンケートの回収率を上げるため、館内のアンケートボックスの
増設や、共催事業の開催時に主催者に協力を依頼して会場受付等にアンケートの記入所を設けるなど、より多くの来館者か
ら回答をいただけるよう努めた。要望のあった事項には、可能な限り迅速に対応した。
・県内外の大学からインターンシップの学生3名を受け入れた。受け入れ期間中、主催事業の公演準備や受付等の体験のほ
か、防災教育の人形劇を制作し、撮影した動画を文化センターYouTubeチャンネルで公開した。
・新型コロナウイルス感染症の影響により中止していたボランティアを3年ぶりに募集し、17名を登録した。登録者は、自主事
業の入場受付、会場アナウンス、客席案内等の活動を行った。
⑵新たな取り組み
・YouTube、Facebook、Twitter、Instagramを活用して、施設紹介やイベント情報の発信を強化し、利用者の情報収集の利便
性を高めることにより利用促進につなげた。また、県内のホールや博物館、美術館などの公立文化施設との相互フォローを
行い、新規フォロワーの獲得や、より幅広い利用者へのPRに努めた。
・震災を乗り越え、県内外で活動する福島県出身の若手アーティストらに、舞台で披露する機会を提供して県民に広く公開し、
その活動を支援する「ふくしま出身の若手アーティスト 発掘・応援コンサート」を開催した。
（福島県歴史資料館関係）
○主な管理実績
・令和4年度の歴史資料館の利用者数は16,564名となった。
・市町村が新たに刊行した自治体史や資料目録などから資料所在情報の把握に努めた。追加寄託・返却はなかったため、収
蔵総数は行政文書の簿冊48,876冊を含めて254,646点（令和5年3月末現在）のままである。
・福島県の歴史に関係する行政文書・古文書などの資料のクリーニング、補修、一覧作成など、約3,000点の歴史資料を整理
した。
・未公開であった収蔵資料を整理し、その目録を作成し、『福島県歴史資料館収蔵資料目録』第54集として公開した。
・収蔵資料目録デジタル化の一環として、新たに『福島県歴史資料館収蔵資料目録』第46集（「旧湯野村文書（その一）」「大
槻豈氏寄贈文書」「菅野宏家寄贈文書（その二）」「郡司大助家文書（その二）」「我妻家文書（その二）」「松本喜輝家文書（そ
の二）」）・第53集（「河越卿家文書（その三）」）・第54集（「菊池田夫家文書（その二）」「白石禎彦家文書（その一）」「秦太一郎
家文書（その二）」「藤井二郎家文書（その二）」）を、ホームページ上で公開した。
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【様式2】令和４年度指定管理者による公の施設の管理運営状況

評価方法（通常・外部評価）

※外部評価は指定期間中間年度実施

No. 所管部名 担当課名 公の施設名 指定管理者名 指定期間 （外部評価結果は別紙に記載）

通常評価 外部評価

1 企画調整部 エネルギー課 Ｊヴィレッジ全天候型練習場 (株)Ｊヴィレッジ H30.8.1 ～ R5.3.31 ○ －

2 企画調整部 文化振興課 福島県文化センター （公財）福島県文化振興財団 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

3 企画調整部 生涯学習課 ふくしま海洋科学館 (公財)ふくしま海洋科学館 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

4 企画調整部 生涯学習課 東日本大震災・原子力災害伝承館 （公財）福島イノベーション・コースト構想推
進機構

R2.4.1 ～ R7.3.31 ○ －

5 企画調整部 スポーツ課 クライミングウォール
（あづま総合運動公園内）

(公財)福島県都市公園・緑化協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

6 生活環境部 男女共生課 福島県男女共生センター (公財)福島県青少年育成・男女共生推進機
構

H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

7 保健福祉部 保健福祉総務課 太陽の国交流センター (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 参考 主な指標の推移

管理運営のモニタリング【県】 委託料の推移　(千円） 直接支給人件費 （千円）

＜対象年度　令和４年度＞ ※委託料の外に支給している人件費 利用料金、使用料収入額（千円） 主な指標の推移 （H22と R4 の比較）

モニタリングの内容
（報告・立入検査等の実施状況）

主な改善指示事項
及びその対応状況

R3 R4 増減①
(R4-R3)

R3 R4 増減②
(R4-R3)

R3 R4 増減
(R4-R3)

利用料金、使用料等の別
増減の理由

指標名 H17 R3 R4 増減①
(R4-R3)

増減率②
(R4/R3）

H22 R4 増減①
(R4-H22)

増減率②
(R4/H22）

毎月、前月実績の報告を受けている。
【報告事項】
利用団体数、利用者数、利用団体名。利用料金収入、当月及び次月の
施設予約状況、利用者からの苦情やその対応状況、施設の点検実施
状況
・駐在職員による不定期の立入検査（安全な利用に供しているのか等）

特になし 7,973 11,663 3,690 0 0 0 8,909 11,541 2,632 利用料金収入
（増減の理由）
・着実に利用者増のための取
組みを行ったため。

利用者数(人） － 22,385 28,340 5,955 126.6% － 28,340 － －

・年度事業計画
・月例報告
・事業報告書

なし 271,836 299,068 27,232 0 0 0 33,696 21,250 ▲ 12,446 令和4年度は利用料収入の大
きな柱である大ホールが地震
の影響により利用ができな
かったため。館内別施設の利
用増に努めたが、全体では利
用料の減となった。

入館者数(人） 257,225 166,263 123,925 ▲ 42,338 74.5% 314,413 123,925 ▲ 190,488 39.4%

・年次事業計画
・月例報告
・四半期報告
・事業報告書

なし 715,086 416,120 ▲ 298,966 0 0 0 319,654 601,796 282,142 全国旅行支援等の経済政策
や新型コロナによる行動制限
緩和の影響により、大きく入館
者数が伸びたため。また、
えっぐの森どうぶつごっこなど
の新展示、企画展｢絵本すい
ぞくかん｣の開催、新イベント｢
飼育員と学ぼう　アクアマリン
調査隊｣などの各種イベントが
好評を博したため。

入館者数(人） 815,984 335,538 584,564 249,026 174.2% 861,326 584,564 ▲ 276,762 67.9%

・年次事業計画
・月例報告
・四半期報告
・事業報告書

なし 381,021 333,209 ▲ 47,812 0 0 32,625 48,432 15,807 全国旅行支援等の経済政策
や新型コロナによる制限行動
の緩和の影響により、大きく入
館者数が伸びたため。
また、ホープツーリズム等、地
域交流の活性化や避難指示
解除の自治体との連携パネ
ル展や企画展実施の影響に
よるもの。

入館者数(人） - 58,271 80,119 21,848 137.5% － 80,119 － －

・年度事業計画
・月例報告
・年度事業報告

なし 411 411 0 0 0 0 0 0 0 - 利用者数(人） 403 108 390 282 361.1% 363 390 27 107.4%

・年度事業計画
・月例報告
・四半期報告
・立入検査（定期、随時）
・事業報告書

特になし 212,144 216,935 4,791 0 0 0 11,622 12,430 808 新型コロナウイルス感染症の
影響により減少した利用者数
が一部回復したため。

研修施設利用率
(%)

52.4 40.8 42.1 1 103.2% 57.5 42.1 ▲ 15 73.2%

「年度事業計画」の提出を求め、その内容を確認しており、また、「月例
報告」、「四半期報告」も定期的に提出されており、必要に応じ立ち入り
検査（連携会議等の開催も含む）を実施している。
なお、毎年度、「事業報告書」の提出も受けており、指定管理の状況等
を確認している。

なし 5,098 5,098 0 0 0 0 409 746 337 使用料
（主な内訳）
・大人宿泊
R３　　５４人
Ｒ４　　３１人
・事業団職員宿泊
R３　　　０人
Ｒ４　１１４人
１件あたりの宿泊者が減少
事業団施設における新型コロ
ナクラスター発生による職員
宿泊増

宿泊室使用許可
件数

186 25 53 28 212.0% 81 53 ▲ 28 65.4%
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【様式2】令和４年度指定管理者による公の施設の管理運営状況

評価方法（通常・外部評価） ① ② ③ ④

※外部評価は指定期間中間年度実施

No. 所管部名 担当課名 公の施設名 指定管理者名 指定期間 （外部評価結果は別紙に記載） 管理運営実績（主なもの）及び新たに取り組んだ項目【指定管理者】 管理運営実績の評価及び新たに取り組んだ項目の評価【県】 令和５年度以降に予定する取組【指定管理者】
東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対
応方針【指定管理者】

通常評価 外部評価 ＜対象年度　令和４年度＞ ＜対象年度　令和４年度＞
（東日本大震災による大規模被災･復旧状況や利用料金収入の減少、新型
コロナウイルス感染症の影響等）

8 保健福祉部 保健福祉総務課 太陽の国クリニック (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○ １　令和３年度の管理運営実績（主なもの）
（１）福祉　医療の推進と地域医療への貢献
・太陽の国各施設を利用する患者に対する定期的・継続的な健康管理を行い、疾病の予防を図ると
同時に、疾病の早期発見・早期治療に努めた。
・東京電力福島第１原子力発電所の事故により、プレハブ仮設での避難生活を余儀なくされた「福島
県浪江ひまわり荘」の患者等に継続して医療支援を行った。
・地域の障がい者が生活しているグループホーム入居者のバックアップ医療機関として健康管理に努めた。
・福祉関係法等に基づき各種診断書及び医師意見書を作成した。
・内科・精神科・整形外科・皮膚科・ペインクリニック内科・外科・歯科の診療を行った。
・福祉医療、地域医療を推進するために県内はもとより広く県外にも医師確保に努めた 。
（２）医療に従事する職員としての倫理の確立と徹底
・職員を各種研修会に積極的に参加させ、専門性の向上と知識の修得を図った。
（３）医療サービスの充実・確保
・医療安全管理体制及び院内感染予防、褥瘡対策の徹底並びに医療サービスの確保・充実を図るため各種管理委員会等を
開催した。
（４）コスト意識の高揚と経費の削減
・院外処方を引き続き推進し、医薬品の在庫量を抑えるとともに院外処方箋料を獲得し、経営の効率化
を図った。

２　令和３年度に新たに取り組んだ項目
・令和３年４月より有床診療所へ移行し、太陽の国クリニックとして運営を行った。

○総合社会福祉施設太陽の国各施設の利用者等の健康を見守る政策医療機関として、常勤医師２名
（内科１名、精神科１名）及び非常勤医師による診療体制の下、８００名を超える施設利用者の健康管
理と疾病予防等に取り組んでいる。
○近年、患者・家族の意見を尊重した看取りの推進等により、入院稼働が減少していることは課題。
○院外処方の推進や電子カルテの導入など近年の取組により、病院業務の効率化が進められてい
る。

（１）福祉施設利用者及び地域の障がい者を対象とした、福祉医療の推進と地域医療への貢献
・引き続き、内科・精神科・整形外科・皮膚科・ペインクリニック内科・外科・歯科の診療を行う。
・太陽の国各施設利用者、「福島県浪江ひまわり荘」の利用者に対する定期的・継続的な健康管理を行い、疾病
の予防を図るとともに、疾病の早期発見・早期治療に努める。
・地域の障がい者が生活しているグループホーム入居者のバックアップ医療機関として健康管理及び
疾病の予防治療に努める。
・高齢者(認知症)、知的障がい、身体障がいを持つ方の診療に習熟した医師が診察にあたり、発語がない方も自
覚症状を訴えられない方も、安心して検査、治療ができるように努める。
・福祉関係法等に基づき各種診断書及び医師意見書を作成する。
・福祉医療等を推進するため福島県保健福祉部及び県立医科大学等と連携し医師確保に努める。
・法人看護部と協力し、太陽の国における福祉と医療の連携に関する質の維持向上に努める。
（２）医療に従事する職員としての倫理の確立と徹底
・全スタッフが患者に十分な医療情報を提供し、納得した受診と信頼感、安心感の醸成に努める。
・事業団スローガンの徹底、職員倫理綱領遵守状況を定期的に確認するなど、患者様の人権の尊重と権利擁護
を推進する。併せて、苦情解決制度の更なる充実を図る。
・職員の各種研修会への積極的な参加により、専門性の向上を図る。
・「社会的入院」の漫然たる継続や「過剰医療」とならぬよう、特に「人生最終段階における医療」について、患者様
の尊厳を重視した「平穏死」を選択できるよう、福祉施設とも協力し、患者や家族の意向確認を推進する。
・職員への情報共有や知識習得のため、毎月勉強会を開催する。
（３）医療安全管理体制等の確保
・医療安全管理体制及び院内感染防止、褥瘡予防の徹底並びに医療サービスの確保・充実を図るため、各種管
理委員会等を開催する。
・電子カルテのネットワークを積極的に活用し、施設医務との情報共有を図る。
（４）コスト意識の高揚と経費の節減
・院外処方を推進し、医薬品在庫量の抑制と、処方箋料の増収により経営の効率化を図る。
・太陽光発電設備によりエネルギーの省力化を推進する。
（５）災害時安全管理体制の確立
・停電時対応として、非常発電機及び充電式の蓄電池設置により医療救護体制を確保する。
・災害時の通信体制の充実・強化を図るために、衛星携帯電話による災害時医療連絡体制の整備を図る。

・地震発生後速やかに応急処置すべき補修等については事業団の自己資金及び指定管理委託料の
修繕費等を活用し適切に対応している。
・太陽の国全体の除染作業は、平成２８年度で終了している。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、歯科診療を休診としたため、外来患者数が減少した。
また施設の往診を見合わせ、処方対応に変更するなどの影響が出ている。

9 保健福祉部 保健福祉総務課 勤労身体障がい者体育館 (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○ １　令和３年度の管理運営実績（主なもの）
・新型コロナウイルス感染症対策を講じつつ、地域住民等の積極的な利用促進に努めた。
・消防設備等の保守点検を実施するとともに、日常的に安全確保に努めた。
２　令和３年度に新たに取り組んだ項目
特になし

(１)体育等を通して、健康の維持、増進が図れるよう、太陽の国利用者や地域住民等の利用促進に努
め、効率的な運営を目指す。
　・太陽の国各施設の運動やレクリエーション等を実施するため、設備を開放する。
　・地域の障がい児者やスポーツ団体等に設備等を提供する。

(１)体育等を通して、健康の維持・増進が図られるよう、太陽の国利用者や地域住民等の利用促進に
努め、効率的な運営を目指す。
　・太陽の国各施設の運動やレクリエーション等を実施するため、設備を開放する。
　・地域の障がい児者やスポーツ団体等に設備等を提供する。
　・施設、設備及び備品の保守点検を実施し、日頃の維持管理に努め、適宜必要な補修等を行うことで
安全確保に努める。また周辺の草刈り等、環境整備に努める。
(２)消防計画に基づく防災設備の点検を実施するとともに、災害時等における避難場所として適宜活用
する。
(３)新型コロナウイルスの感染予防対策を徹底する。

・地震発生後速やかに応急処置すべき補修等については事業団の自己資金及び指定管理委託料の
修繕費等を活用し適切に対応している。
・太陽の国全体の除染作業は、平成２８年度で終了している。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、外出等の自粛が求められたため、利用者数が減少してい
る。

10 保健福祉部 障がい福祉課 ばんだい荘わかば (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○ １　令和3年度の管理運営実績（主なもの）
(1)利用者主体のサービス提供と権利擁護の推進
　・サービスの質及び支援の専門性の向上
　・利用者の権利擁護の推進及び障害者虐待防止法に基づく防止策の徹底
(2)利用者の自立支援と地域生活移行の推進
　・利用者の意向を尊重し、家族の理解を得た上での地域生活移行の推進
　・地域行事や文化活動への積極的参加
(3)地域に住む知的障がい時等の支援の拡充
　・短期入所者及び日中一時支援の利用促進

 ＜全般＞
・施設利用率は、減少傾向にある。
・各取組は、利用者満足度の向上や地域福祉などの、障がい者支援の目的に沿った内容である。
・基本協定等を遵守し、誠実に業務を実施している。

＜個別＞
(1)利用者主体のサービス提供と権利擁護の推進
・利用者の意向を尊重した地域生活移行など、利用者の満足度の向上を図る取組みがされてい
　る

(1)意思決定支援の充実
　・意思形成及び意思表出支援の充実
　・自己決定の尊重
(2)権利擁護を推進する充実した組織づくり
(3)利用者本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上
　・個別支援の充実と満足度の向上
　・発達段階に応じた自立支援、社会参加、地域生活移行の推進
　・専門的サービスを提供できる人材育成の推進
(4)安全、安心な支援と快適な居住環境の提供

地震発生後速やかに応急処置すべき補修等については事業団の自己資金及び指定管理委託料の修
繕費等を活用し適切に対応している。

11 保健福祉部 障がい福祉課 ばんだい荘あおば (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○ １　令和3年度の管理運営実績（主なもの）
(1)利用者主体のサービス提供と権利擁護の推進
　・サービスの質及び支援の専門性の向上
　・利用者の権利擁護の推進及び障害者虐待防止法に基づく防止策の徹底
(2)利用者の自立支援と地域生活移行の推進
　・利用者の意向を尊重し、家族の理解を得た上での地域生活移行の推進
　・地域行事や文化活動への積極的参加
(3)地域に住む知的障がい者の支援の拡充
　・短期入所者及び通所者、日中一時支援の利用促進

 ＜全般＞
・施設利用率は高く、常に満床に近い状況である。
・各取組は、利用者満足度の向上や地域福祉などの、障がい者支援の目的に沿った内容である。
・基本協定等を遵守し、誠実に業務を実施している。

＜個別＞
(1)利用者主体のサービス提供と権利擁護の推進
　・利用者の意向を尊重した地域生活移行など、利用者の満足度の向上を図る取組みがされてい
　る。

(1)意思決定支援の充実
　・意思形成及び意思表出支援の充実
　・自己決定の尊重
(2)権利擁護を推進する充実した組織づくり
(3)利用者本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上
　・個別支援の充実と満足度の向上
　・地域生活移行の推進
　・専門性を発揮する人材育成の推進
(4)安全、安心な支援と快適な居住環境の提供

・地震発生後速やかに応急処置すべき補修等については事業団の自己資金及び指定管理委託料の
修繕費等を活用し適切に対応している。
・太陽の国全体の除染作業は、平成２８年度で終了している。

12 保健福祉部 障がい福祉課 太陽の国（ひばり寮） (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○ １　令和3年度の管理運営実績（主なもの）
(1)利用者の意向を尊重した、尊厳を保つサービスの提供
　・虐待防止体制の整備
　・権利擁護推進委員会の開催
(2)職員の資質向上と利用者の安心と満足の追求
　・各種専門研修への職員の派遣
　・選択食の充実
　・利用者一人一人の声を大切にし、潤いと楽しみのある生活環境づくり
(3)必要・即応・効果の三原則による効率的な運営

 ＜全般＞
・施設利用率は高い数値を維持している。
・各取組は、利用者満足度の向上や地域福祉などの、障がい者支援の目的に沿った内容である。
・基本協定等を遵守し、誠実に業務を実施している。

＜個別＞
(1)利用者の意向を尊重した、尊厳を保つサービスの提供
　・利用者参加のもと権利擁護推進員会を毎月開催するなど、権利擁護の推進が図られている。
(2)職員の資質向上と利用者の安心と満足の追求

(1)権利擁護を推進する充実した組織づくり
(2)より質の高い専門的支援の推進
　・個別支援の充実と自立支援の提供
　・社会活動、地域生活移行、ふるさと移行の推進
　・各種訓練の充実と専門的支援の強化
(3)安心、安全な支援の提供
　・リスクマネジメントにおける組織的対応の推進
　・感染症対策、対応の実践
　・太陽の国クリニックとの連携による医療的ケアの実践

・地震発生後速やかに応急処置すべき補修等については事業団の自己資金及び指定管理委託料の
修繕費等を活用し適切に対応している。
・太陽の国全体の除染作業は、平成２８年度で終了している。
・令和４年３月１６日に福島県沖で発生した地震の影響により、浴室のタイルに一部剥がれ欠落及び広
範囲にわたり浮きが発生したため、災害復旧費国庫補助金を申請予定。

13 保健福祉部 障がい福祉課 太陽の国（かしわ荘） (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○ １　令和3年度の管理運営実績（主なもの）
(1)利用者本位サービスの提供
　・サービスの質及び専門性の向上
　・利用者の権利擁護の推進
(2)利用者の自立支援と地域生活移行の推進
　・利用者の意向尊重と家族の理解を得ての地域生活移行の推進
　・地域でのイベントや文化活動への積極的参加
(3)経営改革の推進

  ＜全般＞
・施設利用率は、高い数値を維持している。
・各取組は、利用者満足度の向上や地域福祉などの、障がい者支援の目的に沿った内容である。
・基本協定等を遵守し、誠実に業務を実施している。

＜個別＞
(1)利用者本位サービスの提供
・満足度調査を行い目標値を設定することで、利用者の満足度の向上が図られている。
(2)利用者の自立支援と地域生活移行の推進

(1)意思決定支援の充実
　・意思形成及び意思表出支援の充実
　・自己決定の尊重
(2)権利擁護を推進する充実した組織づくり
(3)利用者本位のサービスの提供と一人一人の満足の向上
　・個別支援の充実と満足度の向上
　・住み慣れた地域での地域生活移行の推進
　・専門性を発揮する人材育成の推進
(4)安全、安心な支援と快適な居住環境の提供

・地震発生後速やかに応急処置すべき補修等については事業団の自己資金及び指定管理委託料の
修繕費等を活用し適切に対応している。
・太陽の国全体の除染作業は、平成２８年度で終了している。

14 保健福祉部 障がい福祉課 太陽の国（けやき荘） (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○ １　令和3年度の管理運営実績（主なもの）
(1)意思決定支援の充実
　・意思形成及び意思表出支援の充実
　・自己決定の尊重
(2)権利擁護を推進する充実した組織づくり
(3)利用者本位のサービスの提供と一人一人の満足の向上
　・個別支援の充実と満足度の向上
　・住み慣れた地域での地域生活移行の推進
　・専門性を発揮する人材育成の推進

 ＜全般＞
・施設利用率は高い数値を維持している。
・各取組は、利用者満足度の向上や地域福祉などの、障がい者支援の目的に沿った内容である。
・基本協定等を遵守し、誠実に業務を実施している。

＜個別＞
(1)意思決定支援の充実
・利用者への情報提供や意思の丁寧なくみ取りに努め、利用者の意思決定の充実が図られている。
(2)権利擁護を推進する充実した組織づくり

(1)意思決定支援の充実
　・意思形成及び意思表出支援の充実
　・自己決定の尊重
(2)権利擁護を推進する充実した組織づくり
(3)利用者本位のサービスの提供と一人一人の満足の向上
　・個別支援の充実と満足度の向上
　・住み慣れた地域での地域生活移行の推進
　・専門性を発揮する人材育成の推進
(4)安全、安心な支援と快適な居住環境の提供

・地震発生後速やかに応急処置すべき補修等については事業団の自己資金及び指定管理委託料の
修繕費等を活用し適切に対応している。
・太陽の国全体の除染作業は、平成２８年度で終了している。

15 保健福祉部 障がい福祉課 太陽の国（かえで荘） (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○ １　令和3年度の管理運営実績（主なもの）
(1)意思決定支援の充実
　・意思形成及び意思表出支援の充実
　・自己決定の尊重
(2)権利擁護を推進する充実した組織づくり
(3)利用者本位のサービスの提供と一人一人の満足の向上
　・個別支援の充実と満足度の向上
　・住み慣れた地域での地域生活移行の推進
　・専門性を発揮する人材育成の推進

 ＜全般＞
・施設利用率は、高い数値を維持している。
・各取組は、利用者満足度の向上や地域福祉などの、障がい者支援の目的に沿った内容である。
・基本協定等を遵守し、誠実に業務を実施している。

＜個別＞
(1)意思決定支援の充実
・利用者への情報提供や意思の丁寧なくみ取りに努め、利用者の意思決定の充実が図られている。
(2)権利擁護を推進する充実した組織づくり

(1)意思決定支援の充実
　・意思形成及び意思表出支援の充実
　・自己決定の尊重
(2)権利擁護を推進する充実した組織づくり
(3)利用者本位のサービスの提供と一人一人の満足の向上
　・個別支援の充実と満足度の向上
　・住み慣れた地域での地域生活移行の推進
　・専門性を発揮する人材育成の推進
(4)安全、安心な支援と快適な居住環境の提供

・地震発生後速やかに応急処置すべき補修等については事業団の自己資金及び指定管理委託料の
修繕費等を活用し適切に対応している。
・太陽の国全体の除染作業は、平成２８年度で終了している。

16 保健福祉部 障がい福祉課 福島県点字図書館 (公社)福島県視覚障がい者福祉協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － 管理運営実績及び新たに取組んだ項目
令和4年度の管理運営実績（主なもの）
・施設の利用状況　来館者（利用者）数　117名、見学者数　32名
・点字刊行物等の利用登録者数の状況　令和5.3.31現在　852名 （内4年度新規登録者数28名）
・点字刊行物等の貸出状況　23,065タイトル　26,670巻
・点字刊行物等の製作状況　349タイトル　　746巻
・点字刊行物等のダウンロード等によるデータ利用状況　27,630タイトル　31,350巻
　
令和４年度に新たに取り組んだ項目
1.施設管理のための環境整備を図るとともに、必要に応じ施設修繕等を実施した
・玄関柱外装修繕及び廊下壁ひび割れ修繕（3/16の地震被害）
・2階研修室空調設備交換　　・資材室照明交換
・生活支援センターのコンセント増設　　　・雨樋清掃
・製本室及びデイジー室内線電話増設　　・センター情報提供室エアコン入替
・網戸の設置（物置・トイレ）　　・天井埋め込み式空気調整機洗浄
・研修室のパーテーション設置　・中庭雨水排水設備修繕
・スタジオＡガラス窓修繕　　・男子便所小便器撤去
2.視覚に疾患があるが身体障害者手帳を持っていないロービジョン者の登録があり、郵便法第４種郵便の適用に当てはまら
ないため、デイジー図書を簡単に操作でき、郵送費も安価な「エンヴォイコネクト」を使用し、1回に約20タイトルずつ録音し貸
出しをした。
3.「月刊タウン誌　街の灯こおりやま」の音声版を作成している郡山市の音訳グループ「くるみ会」の「デイジー編集研修会」に
講師を派遣した。
4.希望者へ「点字広報ふくしま」（隔月発行）のメール配信を開始した。

・利用者登録について、新規に２８名の登録があった。
・指標にもなっている点字刊行物等の貸出については、昨年度実績を下回る結果となっているが、これ
は、郵便法の改正により、郵便物の土曜日の集配や翌日配達がなくなったことも影響していると考えら
れる。
・点字刊行物等のダウンロード等によるデータ利用については、前年度実績を上回っている。
・計画的に施設の修繕を実施する等、適切に施設管理が行われている。
・ロービジョン者への録音図書の貸出しについては、読書バリアフリー法に基づき柔軟かつ適切に対応
を行ったものであり、高く評価できる。

・集合研修などコロナ禍以前の方式でのイベントの開催
・スマートフォンアプリ「UDCast」による映画の音声ガイド体験
・点字製本のバインダー化

東日本大震災等地震による建物修繕は終了しているものの、建物の経年劣化による修繕箇所が増加
している。
新型コロナウィルス感染症に関する行動制限の影響で、研修会、イベント等は、Zoomなどのオンライン
との会場開催のハイブリッド方式が多くなった。行動制限が解除されても集客はコロナ前のレベルまで
は回復できないかもしれないとの懸念がある。

17 商工労働部 経営金融課 福島県中小企業振興館（起業支援室を除く） (公財)福島県産業振興センター H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － 〇中小企業者等支援に関する取組
【実績】
・県内中小・小規模事業者の総合支援拠点となる経営支援プラザは、ワンストップ窓口として７００件を
超える相談対応を行っている。新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響で、事業者の抱える経営
課題がより多様化・複雑化しているが、必要に応じて、県事業県専門家活用経営支援事業等の各種支
援施策を円滑かつ効果的に実施し総合的な支援を行っており、経営に苦しむ事業者の支えになってい
ると評価できる。

○会議室管理運営業務に関する取組
【実績】
・令和４年３月に発生した福島県沖地震によりコラッセふくしまも被災し、一部会議室が一時的に使用
不可に陥ったが、コロナ禍における新たな生活様式の定着などもあり会議室の稼働率は回復傾向にあ
る。また、会議室利用者アンケートにおける「満足」、「やや満足」の割合は９割以上と非常に高い水準
を維持しており、他施設の職員との情報交換を実施等で職員のスキルアップを図るなど、利用者の利
便性向上を図っていると評価できる。
・新型コロナウイルス感染症の感染防止策としては、非接触型温度計や講演者等用飛沫防止パネル、
サーキュレーターの設置による換気を徹底するなど、施設利用者が安心・安全に施設を利用できる環
境を整備していると評価できる。
・引き続き、ウィズ・コロナの状況でも、来館者がより安全して施設を利用できるよう、感染防止対策の
徹底等に努める必要がある。

〇中小企業者等支援に関する取組
・引き続き、県内の中小企業の経営課題解決のために相談窓口を設置し、国・県の施策を活用して中
小企業を支援していく。
・メルマガ等の情報配信については、引き続き有効性のある情報を発信していく。
○会議室管理運営業務に関する取組
・安定した会議室稼働率の維持及び利用者の満足度維持のため利用者からの意見・苦情・アンケート
調査を業務に反映させるとともに、毎日のスタッフミーティングや毎月の定例会を実施して、情報の共
有化を図り、サービス向上に努める。
・職員のスキルアップのため、全国展示場連絡協議会主催の実務担当者研修等に出席し、他施設の
職員と情報交換を行う。
・職員の資質、能力の向上を図るため、継続して課内研修を実施する。
・当施設の利用促進に向けたPRや管理運営方法の検討に資するための情報収集、職員のスキルアッ
プなどを図る目的で、県内にある同類施設見学や情報交換を実施する。
・利用者の安全確保のため、年２回コラッセふくしま管理組合と連携し防災訓練を実施する。また、定
期的に管理区域を巡回するとともに防災センターとの情報交換を行う。
・福島市コンベンション施設整備課を中心に進めている、福島市内の民間施設や公の施設等をメン
バーとした新たな会議体に参画し、福島駅前の主要施設として役割を果たしていく。
・災害時等における防災対策の観点から、担当職員に防火管理研修・普通救命講習を受講させ、利用
者の安全確保に係る技術の取得に取り組む。

○東日本大震災関連
　震災からの復旧工事は終了しているが、経年劣化による修繕費が増加しており、その箇所が多くなっ
ている。
○新型コロナウイルス感染症
「緊急事態宣言」「まん延防止等重点措置」等が発令される際に、制限内容確定の所管課からの連絡
が期限開始直前のため、利用者への連絡が更に直前になりクレームに繋がる恐れが生じている。確定
情報の速やかな通知をお願いしたい。
○福島県沖地震
令和４年３月１６日に発生した福島県沖地震で被害を受けた「４階多目的ホールスライディングウォー
ル（会場間間仕切り」について、県で修繕しないことが決定されたが、撤去又は固定する予算が確保さ
れておらず、応急的対応を施し保管している状況が続いているため、予算措置及び速やかな対応をお
願いしたい。
○防火・防災関連
防災及び避難経路確保の観点から、４階ホワイエに備品倉庫の追加設置を協議している件について、
予算の確保と実施をお願いしたい。

〇中小企業者等支援に関する取り組み
・補助事業として実施している中小企業支援センター業務では、常設の相談窓口を設置し、中小企業者等からの経営上の相
談に対して助言を行うとともに、必要に応じて専門家派遣制度を利用して経営課題の解決を支援した。
【実績】
・窓口相談・現場相談件数　734件、経営課題の解決件数70件 電話や面談等による窓口相談又は相談希望者の事業所にお
いて行う現場相談により、経営課題を把握し、適切な支援を行った。
・福島県専門家活用経営支援事業及び、国の事業である中小企業119を活用した専門家派遣　176回（延べ48企業）
・創業や経営の向上等を図る中小企業者等が抱える経営上の様々な課題に対し、高度な専門的知識を有する専門家による
診断・助言を通じて迅速な解決を図り、地域経済の活性化を担う中小企業等の順調な成長・発展を支援した。また、新型コロ
ナウイルス感染症関連の特別経営相談対応を行った。
・新たに自主事業として、県内中小企業における税務面での課題を解決するため、税理士による専門家派遣を行い、親族内
承継が円滑に進むよう支援した。事業承継（親族内承継）税理士専門家派遣　8回（4企業）
・情報の配信　　年26回発行（配信先数1,114先　延べ11,414件） 中小企業者等の経営に有用な情報をホームページ及びメー
ルマガジンにて広く提供した。
・県内中小企業景気動向調査（DI調査）　　年4回
○会議室管理運営業務に関する取り組み
【実績】
・会議室稼働率については、４７.３％の稼働率となった。（多目的ホール工事期間を除く４９.６％）
・利用者の満足度の維持・向上のため、アンケート調査を実施し、「満足」「やや満足」が９６.６％と高い評価を得た。
・職員を全国展示場連絡協議会が主催する研修会に派遣し、同業者との情報交換を図ったり、課内研修会を開催したりする
など、職員の資質、能力向上に取り組んだ。
・福島駅東口開発が予定されていることから、福島市コンベンション施設整備課と今後のコンベンション等誘致にかかる意見
交換を行った。
・会議室設営や音響業者等とのミーティングを毎日実施するとともに、毎月１回定例会を行い、関係者の意思疎通を図るとと
もに課題改善のための協議を行った。
・利用者の安全確保のため、年２回コラッセふくしま管理組合と連携し防災訓練を実施した。また、定期的に管理区域を巡回
するとともに防災センターとの情報交換を密に行った。
■コロナウイルス感染症拡大防止策として以下の対応を継続実施した。
・国、県等の指針を踏まえた施設利用にかかるガイドラインの作成や見直しを行い、利用者に内容の徹底を促した。
・感染症予防の観点から施設内備品を整備し、安心・安全に利用いただく環境を整備した（館内各フロアにアルコール消毒
液、非接触型温度計、講演者等用飛沫防止パネル、受付及び打合せスペースへの飛沫防止パネルの設置、サーキュレー
ターの設置による換気）
・利用後の清掃及び除菌作業を徹底した。（テーブル、椅子、マイク、ドアノブ、電気スイッチ、手すり等）
・主催者向け「Free Wi-Fi」環境を整備し、コロナ禍での「オンライン会議」の活用を促進した。
　【新たに取り組んだ項目】
・クレーム対応や防災意識の向上に関する研修を課内研修として自主的に実施し、職員の資質、能力向上に取り組んだ。
・福島市コンベンション施設整備課等との連携により、シンポジウムや研究会など大規模催事の福島市誘致を実現した。
・Googleビジネスプロフィールへの登録(アクセス・営業時間・会議室の写真などを掲載)や、HPにレイアウト図や備品等の写真
をアップするなど、利用者がより利用しやすい環境を整備した。
・予約管理システムの機能追加等を行い、案件処理にかかる作業効率の向上を図った。
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【様式2】令和４年度指定管理者による公の施設の管理運営状況

評価方法（通常・外部評価）

※外部評価は指定期間中間年度実施

No. 所管部名 担当課名 公の施設名 指定管理者名 指定期間 （外部評価結果は別紙に記載）

通常評価 外部評価

8 保健福祉部 保健福祉総務課 太陽の国クリニック (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○

9 保健福祉部 保健福祉総務課 勤労身体障がい者体育館 (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○

10 保健福祉部 障がい福祉課 ばんだい荘わかば (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○

11 保健福祉部 障がい福祉課 ばんだい荘あおば (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○

12 保健福祉部 障がい福祉課 太陽の国（ひばり寮） (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○

13 保健福祉部 障がい福祉課 太陽の国（かしわ荘） (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○

14 保健福祉部 障がい福祉課 太陽の国（けやき荘） (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○

15 保健福祉部 障がい福祉課 太陽の国（かえで荘） (社福)福島県社会福祉事業団 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○

16 保健福祉部 障がい福祉課 福島県点字図書館 (公社)福島県視覚障がい者福祉協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

17 商工労働部 経営金融課 福島県中小企業振興館（起業支援室を除く） (公財)福島県産業振興センター H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 参考 主な指標の推移

管理運営のモニタリング【県】 委託料の推移　(千円） 直接支給人件費 （千円）

＜対象年度　令和４年度＞ ※委託料の外に支給している人件費 利用料金、使用料収入額（千円） 主な指標の推移 （H22と R4 の比較）

モニタリングの内容
（報告・立入検査等の実施状況）

主な改善指示事項
及びその対応状況

R3 R4 増減①
(R4-R3)

R3 R4 増減②
(R4-R3)

R3 R4 増減
(R4-R3)

利用料金、使用料等の別
増減の理由

指標名 H17 R3 R4 増減①
(R4-R3)

増減率②
(R4/R3）

H22 R4 増減①
(R4-H22)

増減率②
(R4/H22）

「年度事業計画」の提出を求め、その内容を確認しており、また、「月例
報告」、「四半期報告」も定期的に提出されており、必要に応じ立ち入り
検査（連携会議等の開催も含む）を実施している。
なお、毎年度、「事業報告書」の提出も受けており、指定管理の状況等
を確認している。

なし 186,945 187,708 763 0 0 0 1,951 1,885 ▲ 66 文書手数料
R３　５６３件
R４　５５６件
利用料金の増減理由は特に
なし

外来患者数（人） 27,581 19,061 19,473 412 102.2% 25,011 19,473 ▲ 5,538 77.9%

「年度事業計画」の提出を求め、その内容を確認しており、また、「月例
報告」、「四半期報告」も定期的に提出されており、必要に応じ立ち入り
検査（連携会議等の開催も含む）を実施している。
なお、毎年度、「事業報告書」の提出も受けており、指定管理の状況等
を確認している。

なし 2,840 2,840 0 0 0 0 50 103 53 使用料金
R３　６４６人
R４　７３１人
R３年度中に３か月間雨漏り修
繕での休館による実績差
新型コロナの影響により、令
和元年度後半以降、利用者数
が減少傾向である。

使用許可件数 93 65 79 14 121.5% 274 79 ▲ 195 28.8%

「年度事業計画」の提出を求めその内容を確認しており、また、「四半期
報告」も定期的に提出されており、必要に応じ立ち入り検査を実施して
いる。
なお、毎年度、「事業報告書」の提出も受けており、指定管理の状況等
を確認している。

なし 38,478 40,186 1,708 0 0 0 4,285 3,190 ▲ 1,095 利用者負担金収入
利用料金の増減理由は特に
なし
※前年度の所得により利用料
金（利用者負担額）が決定す
るため、利用率の変動との関
係は低い。

施設利用率(%) 89.9 69.2 64.7 ▲ 4.5 93.5% 87.4 64.7 ▲ 22.7 74.0%

「年度事業計画」の提出を求めその内容を確認しており、また、「四半期
報告」も定期的に提出されており、必要に応じ立ち入り検査を実施して
いる。
なお、毎年度、「事業報告書」の提出も受けており、指定管理の状況等
を確認している。

なし 39,330 39,138 ▲ 192 0 0 0 33,193 34,169 976 利用者負担金収入
利用料金の増減理由は特に
なし
※前年度の所得により利用料
金（利用者負担額）が決定す
るため、利用率の変動との関
係は低い。

施設利用率(%) 94.3 97.0 98.5 1.5 101.5% 94.8 98.5 3.7 103.9%

「年度事業計画」の提出を求めその内容を確認しており、また、「四半期
報告」も定期的に提出されており、必要に応じ立ち入り検査（連携会議
等の開催も含む）を実施している。
なお、毎年度、「事業報告書」の提出も受けており、指定管理の状況等
を確認している。

なし 52,198 54,905 2,707 0 0 0 37,441 36,819 ▲ 622 利用者負担金収入
利用料金の増減理由は特に
なし
※前年度の所得により利用料
金（利用者負担額）が決定す
るため、利用率の変動との関
係は低い。

施設利用率(%) 88.3 88.5 86.6 ▲ 1.9 97.9% 90.5 86.6 ▲ 3.9 95.7%

「年度事業計画」の提出を求めその内容を確認しており、また、「四半期
報告」も定期的に提出されており、必要に応じ立ち入り検査（連携会議
等の開催も含む）を実施している。
なお、毎年度、「事業報告書」の提出も受けており、指定管理の状況等
を確認している。

なし 30,320 30,414 94 0 0 0 42,642 42,309 ▲ 333 利用者負担金収入
利用料金の増減理由は特に
なし
※前年度の所得により利用料
金（利用者負担額）が決定す
るため、利用率の変動との関
係は低い。

施設利用率(%) 92.9 95.5 95.2 ▲ 0.3 99.7% 93.3 95.2 1.9 102.0%

「年度事業計画」の提出を求めその内容を確認しており、また、「四半期
報告」も定期的に提出されており、必要に応じ立ち入り検査（連携会議
等の開催も含む）を実施している。
なお、毎年度、「事業報告書」の提出も受けており、指定管理の状況等
を確認している。

なし 28,567 29,750 1,183 0 0 0 41,818 41,551 ▲ 267 利用者負担金収入
利用料金の増減理由は特に
なし
※前年度の所得により利用料
金（利用者負担額）が決定す
るため、利用率の変動との関
係は低い。

施設利用率(%) 92.4 98.4 94.4 ▲ 4.0 95.9% 91.0 94.4 3.4 103.7%

「年度事業計画」の提出を求めその内容を確認しており、また、「四半期
報告」も定期的に提出されており、必要に応じ立ち入り検査（連携会議
等の開催も含む）を実施している。
なお、毎年度、「事業報告書」の提出も受けており、指定管理の状況等
を確認している。

なし 35,768 38,423 2,655 0 0 0 51,685 52,527 842 利用者負担金収入
利用料金の増減理由は特に
なし
※前年度の所得により利用料
金（利用者負担額）が決定す
るため、利用率の変動との関
係は低い。

施設利用率(%) 93.2 93.1 91.8 ▲ 1.3 98.6% 93.7 91.8 ▲ 1.9 98.0%

「年度事業計画」の提出を求めその内容を確認している。
また、「四半期報告」も定期的に提出されており、必要に応じ立ち入り検
査を実施している。
なお、毎年度、「事業報告書」の提出も受けており、指定管理の状況等
を確認している。

なし 43,500 43,500 0 0 0 0 0 0 0 - 図書貸出数(タイ
トル)

18,928 25,191 23,065 ▲ 2,126 91.6% 27,167 23,065 ▲ 4,102 84.9%

・年度事業計画（１回）
・報告（月例）
・事業報告書（１回）
・情報交換会（月１回：８月は除く）

特になし 86,878 95,915 9,037 0 0 0 24,310 32,504 8,194 感染防止対策と社会経済活
動の両立が進み、企業や各種
団体、個人の催事が増加した
ことや、コロナ以降中止となっ
ていた学会や大会等が開催
（リアル、ハイブリッド、オンラ
インなど）されてきたため。

会議室稼働率(%) 51.0 32.3 47.3 15.0 146.4% 55.9 47.3 ▲ 8.6 84.6%
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【様式2】令和４年度指定管理者による公の施設の管理運営状況

評価方法（通常・外部評価） ① ② ③ ④

※外部評価は指定期間中間年度実施

No. 所管部名 担当課名 公の施設名 指定管理者名 指定期間 （外部評価結果は別紙に記載） 管理運営実績（主なもの）及び新たに取り組んだ項目【指定管理者】 管理運営実績の評価及び新たに取り組んだ項目の評価【県】 令和５年度以降に予定する取組【指定管理者】
東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対
応方針【指定管理者】

通常評価 外部評価 ＜対象年度　令和４年度＞ ＜対象年度　令和４年度＞
（東日本大震災による大規模被災･復旧状況や利用料金収入の減少、新型
コロナウイルス感染症の影響等）

18 商工労働部 産業振興課 福島県ハイテクプラザ（一部） (公財)福島県産業振興センター R4.4.1 ～ R9.3.31 ○ － 【管理運営実績】
○施設及び設備の維持管理
○施設及び設備の使用承認
　多目的ホール59件（前年度39件）、テクノホール0件（0件）、研修室84件（68件）、技術開発室112件（113件）
○施設及び設備のPR、予約状況のHP掲載、技術セミナー（自主企画）の実施等
〇昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染防止に係るガイドラインの策定及びそれに基づく検温・アルコール消毒等の対
策実施
【新たに取り組んだこと】
〇担当者に防火管理者講習を受講させ、非常時の体制を強化した。

○施設及び設備の維持管理については、ハイテクプラザとの連携を図りながら、施設及び設備の点検
や防火・安全確保の取組、施錠・開錠等を適切に行っている。
○施設及び設備の使用承認については、新型コロナウイルス感染症の中、昨年度より増加しており、
施設及び設備のPRや自主企画の実施等、活用の促進に努めている。
○防火管理者講習を受講するなど、非常時に備えた対応が適切にとられている。

○施設及び設備の維持管理
　ハイテクプラザや県担当課と随時情報共有しながら、円滑な施設及び設備の管理に努める。特に竣
工から30年以上が経過し経年劣化が進んでいる箇所もあることから、日頃の保守点検をしっかりと実
施する。
○施設及び設備の使用承認
　利用者アンケートの実施(平成27年度から実施)などにより、利用者の要望や利用動機などを把握し、
利便性の向上に努めるとともに、様々な広報手段を用いて積極的に施設をＰＲし、利用促進に努める。
〇今年度は多目的ホールの照明工事が長期間に渡って行われることから、利用者に対して情報提供
するとともに、ハイテクプラザ等と調整を行う。

〇新型コロナウイルスが５類移行されたことで、収容人数の制限を緩和するが、感染防止のため、アル
コール消毒液の設置や十分な換気の対策は引き続き実施する。

〇新型コロナウイルスの影響により、３年間、利用者は低迷した。かつて定期的な利用をしていた主催
者も数年間、催事開催に非常に慎重な姿勢をとったこと、Ｗｅｂ会議が大幅に増加したことからコロナ以
前のように戻ることは難しいと予想される。

〇収容人数の制限を撤廃することから、各関係機関へ働きかけ利用促進に努めたい。

19 商工労働部 産業振興課 福島県中小企業振興館（起業支援室） (特非)福島県ベンチャー・ＳＯＨＯ・テレワー
カー共働機構

H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － 【管理運営実績】
○インキュべーションマネージャーを全ての平日に配置し、入居者や相談に訪れた県民等に対し、経営に関する助言やマッチ
ングなどの支援を実施した。またインキュベーションマネージャーは当番日でなくてもメール、オンライン、電話等での相談を
行って県民へのサービス向上に努めた。
○年４回の入居者募集を始め、入退去者の管理運営を行った。
○入居起業者や起業に関心のある方等を対象に、講演会や勉強会を計４回開催した。
○相談等においてはオンライン対応を可能とし、新型コロナウイルス感染症への対策並びに遠隔地からの起業相談や移住を
想定した起業相談を可能にした。
○講演会や勉強会は入場者を制限して三密を回避すると同時に、オンライン配信を同時に行って県民の利便性に配慮した。
【新たに取り組んだ項目】
〇コンビニインキュベーションを標榜して、メール、電話、Zoomなどで休日や夜間の起業相談を行った。
〇月に一度東京で移住希望者を対象に起業相談会を行った。

○起業相談、施設広報・管理等、適切に運営が行われたと認められる。
○卒業企業８８社のうち７5社（８5％）は事業を継続しているとともに、そのうち７４社は県内に定着して
いることから、県内産業の振興への貢献が認められる。
○講演会や勉強会には、毎回２０名程（感染防止のため定員を設定し開催）の参加があり、起業家なら
びにこれから起業しようとする方等のニーズに合致した企画であったと認められる。
【新たに取り組んだ項目】
○オンライン対応を柔軟に活用し、日頃の相談業務や会議等を実施した。
○講演会や勉強会についても、リアル会場は密を避けるかたちで実施し、ハイブリット開催にすること
で、広く県民に参加しやすい企画内容とした。

・広く県内を視野に入れた創業支援活動を行う。具体的には創業支援機関や施設の存在しない地域か
らの相談についてもオンライン等を活用し、積極的に応じていく。
・県内外の他の創業支援機関と連携し研究することで、広く世の中の知見や経験を自施設に取り込ん
でより良い施設運営に寄与する。

・新型コロナウイルス感染症によって対面での相談支援ができにくいことによるオンライン相談の充実
を図る。広角カメラや集音スピーカーの導入を行って効果的なオンライン相談が可能な体制を構築す
る。
・新型コロナウイルス感染症予防のため、アクリルパーテーションを多数常備し、審査会等で多人数が
集合する際は各人の前面に１人１枚パーテーションを設置する。
・アフターコロナに向けた「ピンチをチャンスに切り替えるビジネスモデル」事例の収集、研究を行ってい
く。

20 商工労働部 医療関連産業集積推
進室

ふくしま医療機器開発支援センター （一財）ふくしま医療機器産業推進機構 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○ 第2期目の指定管理者のスタートに合わせて、常勤の副理事長職を新設して、きめ細やかな組織マネージメントができる体制
を整えるとともに、４つの事業方針を掲げて、県内の医療機器メーカーや医療機関等に対し付加価値の高いサービスを提供
した。
①センターの認知度向上
県内報道機関向けのメディア戦略を積極的に実施し、テレビ・新聞など様々な媒体による報道が大幅に増加した。また、学生
向けの見学会や一般市民向けイベントを開催し、認知度向上に努めた。
②センター運営に不可欠な各認証の維持更新
ISO／IEC17025、AAALACの認証の更新審査を受審し、年度内に更新が完了した。また、医療機器GLPの認証については、
適合試験区分を全身毒性試験、血液適合性試験に拡大して、2022年5月19日付で更新となった。
③プロ意識の醸成
イベントには全職員が参加したこととで、職員間の理解と連携深化が図られた。
④新たなニーズを獲得
医師や看護師などの医療従事者に対する医療トレーニング需要の高まりを的確に捉え、新たにトレーニンググループを設置
した。この結果、2020年度と比較して2倍を超える医療・看護トレーニングの受注が実現した。

また、売上に関しては緊急事態宣言により生物試験での県外企業の往来ができず、大型試験を含めた試験実施件数の大幅
な減少し、令和3年度目標に対して48％に留まった。
一方、EMC試験は営業強化に加え、コロナ禍の環境から県内主要メーカーは県外から県内に委託発注を切り替え、試験数が
増加したことで売上目標を達成。

センターの運営については、「センターの認知度向上」、「各認証の維持更新」、「プロ意識の醸成」、
「新たなニーズを獲得」の4つの事業方針を掲げて取り組んでおり、交流促進や取引支援、コンサルティ
ング、人材育成、事業化支援などを受託し、医療関連産業の集積、振興につながる多くの事業を実施
している。新型コロナウイルスの環境下で、医療従事者に対する医療トレーニングの需要に対する受
入れ体制を整備し、前年度と比較して2倍を超える医療・看護トレーニングの受注を実現している。
また、売上については、緊急事態宣言により生物試験での県外企業の往来ができず試験数が大幅に
減少した一方で、新型コロナウイルスの環境下により、EMC試験は県内主要メーカーが県外から県内
に委託発注を切り替えたことで試験数が大幅に増加し、令和3年度売上目標を達成した。

〇売上目標達成へチャレンジ
生物試験は、市場調査を実施してそれに基づく試験獲得の戦略を立案することで徹底的な営業活動を
実施する。
電気・物性・分析試験グループは、ニーズ調査を実施しながら、医療機器分野以外の企業の利用促
進、関係機関との連携の可能性を追求する。
また、類似施設の利用料金を調査し、適正かつ安定的な料金体系を作り上げる。
〇マッチング機能の強化
AMED事業やメディカルクリエーションふくしまを通じたマッチング機会を増加する。
〇コンサルティング機能の強化
AMED事業の活用等により、医療機器の開発に関連するデータベースを拡充し、県内外の企業が有す
る技術情報を集約する。
〇情報発信機能の強化
対象者に合わせた広報ツールを制作するとともに、学生や一般市民の医療及び医療機器に対する理
解を深めるための事業を企画推進し、センターの認知度を向上させる。
〇人財育成・トレーニング機能の強化
臨床従事者のトレーニングニーズに対応する受入れ態勢と柔軟なプログラムを実施する。
〇人事制度の構築
目標管理システムの導入とこれにマッチした人事制度の構築を進め、業務の適正な管理、業績の公正
な評価を実施する。

〇東日本大震災については、震災後に開所した施設であるため、特になし。
〇 新型コロナウイルス感染症の影響について、生物試験では術者の往来ができなくなり、大型試験を
含めた試験実施件数の大幅な減少。生物試験の売上は約6100万円に留まるなど、センターの収入実
績は令和3年度目標に対して66.3％に留まった。生物試験、電気物性分析試験ともに売上目標達成の
ために積極的な営業活動を実施するとともに、利用料金の適正化を図っていく。
一方、コロナ禍においてトレーニング機会を失った医師や看護師などの医療従事者に対する医療ト
レーニング需要の高まりを的確に捉たことで、対前年度と比較して2倍を超える医療・看護トレーニング
の受注が実現した。
〇来場者の体調管理や動線の確保に努め、感染予防対策を徹底していく。

21 商工労働部 次世代産業課 福島ロボットテストフィールド （公財）福島イノベーション・コースト構想推
進機構

H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － 【管理運営実績】
・施設の警備、清掃、保守管理業務など実施し、適正な維持管理を行った。
・施設使用の受付、試験実施にあたっての助言等を行い、ロボットの研究開発に係る支援を行った。
・各種展示会へ出展し、施設のPRを行った。
・研究室入居者の退去に伴い、新規募集を行ったほか、入居者への個別支援等を行い、研究室の管理運営を行った。
・新型コロナウイルス感染症対策として、入館者の記録、体温測定などにより、感染の防止・管理を行った。
・令和４年２月に取得した「ISO9001:2015」の維持により、サービス、品質、顧客満足度の向上に務めた。
【新たに取り組んだ項目】
・研究棟内にフリーWi-Fiや無人販売ストアを設置し、使用者や研究室入居者の利便性向上に寄与した。
・福島ロボットテストフィールドの公式キャラクターを設定し、その名称を一般公募により決定した。
・南相馬～浪江間の広域飛行区域の開拓に向け、飛行計画の策定や飛行実績のHP公開を行った。
・空飛ぶクルマの拠点化に向け、使用者からの要望に応じた環境整備やNEDO事業（ReAMo）との連携を行った。

・「ISO9001:2015」取得以降、サービス、品質、顧客満足度の向上に務めた結果、実績報告のアンケー
ト結果においても施設設備への満足度・職員の対応についての満足度については、いずれも90％以上
が満足しているとの評価を得ており、施設の運営体制について高く評価できる。
・フリーWi-Fiや無人販売ストアの導入により利用者・入居者の利便性向上に取り組んだほか、公式
キャラクターの設定により施設のPRに活用するなど、利活用拡大に向けた取り組みによる成果が期待
できる。

・引き続き、入居管理（募集、入退去、家賃等収納業務等）及び施設の保守・修繕を適切に実施する。
・施設・設備の管理システムや定期メンテナンスを導入するなどして、損傷・故障の未然防止体制を構
築する。
・「予約システム」の導入により、施設の空き状況をリアルタイムで公開するとともにＷｅｂによる予約受
付を可能とすることで利用者の利便性向上を図る。
・令和６年度の予約受付開始日を令和６年１月の最初の開館日とするとともに、有人ヘリコプターの飛
行を伴う試験・訓練の受入日を１ヶ月当たり２～３日に限定することにより、施設の効率的な運用を図
る。
・ 敷地内の気象状況や施設の基準点、電波環境など、効果的な施設使用に資する各種データを調査・
提供するとともに、施設等の仕様に係る情報（図面やデータ等）等を提供し、使用者の円滑なロボット
試験を支援する。
・海外の連携協定先やRTFグローバルアドバイザ―との連携により、グローバルな観点での情報収集
を行うとともに、情報提供の多言語化に努める。
・海洋産業用ROVの技術標準化に向けた具体的取組を企画する。

＜東日本大震災＞
平成30年に開所した施設であるため、特になし。

＜新型コロナウイルス感染症＞
国・県の対策方針に基づき、入館者の記録、体温測定などを行い、適切な感染の防止・管理を行って
いる。

22 商工労働部 観光交流課 天鏡閣 (公財)福島県観光物産交流協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －
【管理運営実績】
・国指定重要文化財としての価値を損なうことのないよう、適正な保守管理に努める一方、効率的な職員の配置や事業運営
による経費削減に努めた。
・地域団体、県内の市町村及び関連団体と連携し、イベントの実施、積極的な広報宣伝及び誘客を行った。
・新型コロナウィルスの感染防止対策として特別公開プログラムの人数を制限するなど規模を縮小しながらもイベントを開催し
た結果、個人客の来館者数は令和元年度並みの１０７．７％まで回復した。
・ツアー等の団体利用は激減から回復しておらず、令和元年度の３０．２％までしか回復していない。（全体の来館者数は令和
元年度の８６．３％まで回復。）

【新たな取り組み】
・県産米「福、笑い」や会津産リンゴや山ぶどうのジュース、三島麩の牛メンチの販売を開始した。
・館内ティールームで、会津産果物を使用したタルトなど、季節に合わせたスイーツを提供した。
・試着体験用のドレスを追加新調し、利用者の満足度向上とリピーター増を図った。
・磐梯東都バスの観光周遊バス「ひでよくん号」の実証運行においては駐車場に停留所を設置するなどの協力を行い利用者
増を図った。（令和4年7月16日～令和4年11月13日まで運行）

【管理運営実績】
依然としてコロナ禍前の利用者数に回復しておらず、文化財としての特徴を活かした広報や利活用が
求められる。

【新たな取り組み】
天鏡閣内における季節に合わせたスイーツの提供等、文化財としての特徴的な内装を活かしたサービ
ス提供は評価できる。

・管理業務に関連する点検等の業務を行い、施設及び機能を適切に維持管理する。
・公的施設であることを踏まえ、利用者に対しては公平・平等に応接するとともに、満足いただけるよう
利用者本位のサービスの提供に努める。
・新型コロナウィルス感染状況に基づき、安心・安全な管理運営を行う。
・天鏡閣イベントを実施（春まつり、福島県民の日記念イベント、天鏡閣Halloweenと貴婦人体験イベン
ト、文化の日記念イベント等）。
・天鏡閣のオリジナル商品の知名度の向上を目指すとともに、食堂を利用した喫茶提供、ドレス試着体
験のリピーター増により売上増を図る。
・近隣地域の各種関係団体等との連携・協力体制を築き、誘客の促進に取り組む。
・ホームページ及びSNSを活用し積極的な情報発信を行い、新規顧客の確保を図る。

【東日本大震災による影響】
・天鏡閣本館の東日本大震災に係る破損箇所の修復工事は平成２４年度に完了した。
・本館の塔屋及び別館の修復工事は未着手であり、修復工事が必要である。
・平成２３年４月から令和２年７月の逸失利益について、原子力賠償金を受領した。
・線量は低く、周辺地区が猪苗代町の除染対象となっていないため、除染の必要はないと平成２４年度
に県が判断した。平成２４年度に線量計が届いて以降、本館受付前の地上２m地点を毎朝９時前後に
空間放射線測定をしていたが、令和４年１２月に線量計を県に返却して以降は測定を行っていない。
（測定が不要であることは、県観光交流課に確認済。）
・利用料金収入は、震災後に半減し、平成３０年度には震災前の９割まで回復していた。

【新型コロナウィルス感染症の影響】
・令和３年度はティールームの利用を８席に制限していたが、令和４年度は、新型コロナウィルス感染
防止対策を講じながら、まん延する前と同じ１４席で開催を行った。
・特別公開プログラムの人数について、令和３年度は８名に制限していたが、令和４年度は新型コロナ
ウィルス感染防止対策を講じながら、ティールームの利用者数に合わせて１４名を定員とした。（新型コ
ロナウィルス感染症のまん延前は定員を３０名で設定していた。）
・情報発信やイベントの開催などで個人利用者は回復傾向にあるものの、ツアー等の団体利用は激減
しており、団体の来館者数は令和元年度の３０．２％までしか回復していない。（全体の来館者数は、８
６．３％まで回復した。）

23 商工労働部 観光交流課 福島県産業交流館 （公財）福島県産業振興センター H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － １．管理運営実績
・駐車場内の看板等の更新や展示ホールの黒ずみ除去など、施設のリニューアルを行い、施設の利便性向上に努めた。
・郡山コンベンションビューローに参画し、首都圏の学会や協会等の事務局を訪問し、誘致活動を行った。
２．新たに取り組んだ項目
・施設の利便性向上策として、「Free Wi-Fi」や有線LANの導入など、館内のネット環境を整備した。
・福島県のＰＲを行うため、７～８月のバンクシー展開催に併せて、福島県観光物産コーナーを設置した。
・催事を、より広く知らせるため、朝刊（民報・民友を交互に）折込紙へのイベント情報の掲載をスタートするとともに、郡山市役
所記者クラブに、毎週、催事の情報提供を行った。

1.管理運営実績
老朽化した看板や展示ホール床のクリーニング等施設管理について評価できる。

2..新たに取り組んだ項目
有線LAN等を整備することで催事者の受入体制を整備、またバンクシー展を誘致し、福島県物産コー
ナーによる県産品の販売等地域へ貢献する取組は評価できる。

１．開館25周年関連事業
・地元紙に新聞広告を掲載する。
・写真パネル展を館内で実施する。
２．施設のリニューアル
・館内誘導サインを改善する。
３．備品更新
・ポータブルステージを更新する。
・予約管理システムを改修する。

　令和２年度及び３年度の、福島県沖地震による休館や新型コロナウイルス感染症の影響により、施
設の稼働率、来館者数及び施設利用料が極端に落ち込んだ。令和４年度は、コロナ拡大防止のため、
貸館条件として長期に運用してきた行動制限について、国・県の取扱と業界ガイドラインの改定の動き
を見ながら、随時緩和し、催事マインドの醸成を目指した対応へと移行した。
　結果として、稼働率他の一定の回復が見られた。

24 商工労働部 県産品振興戦略課 福島県観光物産館 (公財)福島県観光物産交流協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － 【管理運営実績】
・常設の展示・販売を行うとともに、全国新酒鑑評会９回連続金賞受賞数日本一清酒フェア、ブランド米「福、笑い」フェア、ス
イーツフェア、市町村関連のイベント等、生産者の対面販売を中心とする各種企画催事を開催した。各コーナーにおいて、季
節や客層に応じて商品構成を充実拡大し、販売商品の品揃えを豊富にするとともに、新聞折り込みチラシによる話題商品の
紹介、ふくしまラウンジにおける新メニューの提供、地元客向けの商品充実を図ったこと等により、観光物産館オープン以来
最高の売上となった。
・新商品の開発や普及宣伝（館長の講演会、研修会、セミナー等）、販路開拓・拡大に取り組む事業者に対して指導・助言など
を行うとともに、流通事業者や消費者からの意見や情報をフィードバックすることにより、競争力の高い商品開発と効果的な
販路開拓を支援した。
・令和４年１０月１日に新POSシステムの切り替えを行い、インボイス制度へのシステム対応を行うとともに、セミセルフレジ４
台を導入し、会計のスピードアップを図るなどお客様へのサービス向上につなげた。
　
　【新たに取り組んだ項目】
・料理家 栗原はるみ氏を迎え、ズームによる２００名限定の料理教室を開催した。（その後、編集されたインスタグラムで視聴
可能とし、総再生回数は３０万回を突破した。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・協
会観光部の「歩いて楽しむ復興探求事業」と連携し、浅野撚糸(株)の人気商品タオルマフラー「ダキシメテフタバ　ジャスト
フィットタオルマフラー」の協会オリジナルバージョンを浅野撚糸(株)と共同開発し、観光物産館で販売した。

・全国新酒鑑評会金賞受賞９回連続日本一を達成した県産日本酒のフェアやスイーツフェアなど、定期
的に魅力的な催事を実施するとともに、魅力的な販売商品の拡充や、チラシ等による宣伝などにより、
観光物産館開館以来最高の売上を達成することができた。
・また、R4.10月にセミセルフレジを導入したことにより、会計時間の短縮などサービス向上につなげて
いる。
・県産品の他、観光の情報なども発信し、県産品の知名度向上、観光PRに寄与できたものと評価され
る。

・新型コロナウイルス感染症対策を適切に行いながら、地元の利用客にターゲットを絞った
県産品の充実を図る。また、利用者の動向をに合わせた商品選定を行う。
・観光物産館にしかできない特集、イベントを実施する。（水産物フェア、農産物フェア、
県産材料のスイーツフェア、クリスマスケーキ、おせちの予約販売等）
・桃等人気果実の産直ギフトを強化する。
・「ふくふくマルシェ」を魅力あるECサイトに構築する。観光物産館のチラシと連動させ、
オンラインストアでお中元、お歳暮、クリスマスケーキ等の受注を行い、お客様の利便性を
高める。

なし

25 農林水産部 森林計画課 ふくしま県民の森 （公財)ふくしまフォレスト・エコ・ライフ財団 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － 【管理運営実績】
１　「ふくしま県民の森」施設を適切に管理運営し、利用者の利便性やサービスの向上に努めた
　顧客満足度を維持向上させるため、指定管理者独自に必要な施設修繕を実施した。その他、県と協議しながら必要な施設
緊急修繕を行った。施設の老朽化が進んでいることから、今後も施設の維持と利用者の満足度向上のため、福島県と連携の
上、適宜対応していく。
２　森林学習施設区域の利用者安全確保対策及び利用回復の取組
　新型コロナウイルス感染症対策を呼び掛けるとともに、大型野生動物対策のための巡回強化、専門家による行動調査、森
林下層木の伐採を実施した。また、ＮＰＯ法人福島県もりの案内人の会と協力して、利用促進に努めた。新型コロナウイルス
感染症の影響で、学校等団体の利用が大きく減少しコロナ禍前の実績には及ばなかったものの、対前年比は127％と回復基
調にある。引き続き、利用者に対し基本的な感染防止対策を呼びかけるとともに、ＮＰＯ法人福島県もりの案内人の会と更に
協力し利用回復につなげていく。
３  オートキャンプ場区域の安全な利用機会提供の取組
　上記１の取組を中心に、新型コロナウイルス感染症対策を図りながら可能な限り利用者の期待に応えられるよう対応し、且
つ収入の確保に努めた。新型コロナウイルス感染症対策として利用制限（施設提供数８０％）を実施したが、最近のキャンプ
ブームの影響もあり、オートキャンプ場利用収入は、コロナ禍前を上回った。引き続き、利用者に対し基本的な感染防止対策
を呼びかけるとともに、顧客満足度の向上に努めた運営を行う。

【新たに取り組んだ項目】
１　顧客満足度を維持向上させるための施設修繕の実施（指定管理者独自）
　顧客ニーズ、施設の老朽化、緊急を要する安全対策に対応するため施設内備品の更新、木部スロープ・バルコニーの修繕
などを行った。
２　電気料金高騰への対応
今後継続するであろう料金の高騰を踏まえ、節電のための各所照明のLED化を進めた。

・施設の適切な維持管理、大型野生動物対策などの安全管理に適切に取組んだほか、福島県森の案
内人の会と協力して学校利用者の利用者サービスの向上に取り組むなど、利用促進に努めたと認めら
れる。
・施設利用者のニーズの把握、分析に務めており、また、安全対策のための施設修繕を行うなど、オー
トキャンプ場利用者の増加に寄与したことは評価できる。

　「ふくしま県民の森」の管理を適正に行うと同時に増加傾向にあるオートキャンプ場利用者に対応す
るため、利用者ニーズを的確に把握し運営する。また、自然との共生を学び、体験し、様々な形で森林
とふれあう施設として、引き続き、オートキャンプ場区域利用者や森林学習施設区域利用者に対し、体
験学習の機会提供などの事業を展開していく。
　これらの事業の実施にあたっては、利用者の安全性の確保と満足度の向上を図っていくことが重要
であり、今後とも野生動物対策や施設改修、環境整備を展開していく。
　また、近年の電気料金をはじめ消耗品や燃料などの価格高騰による経費増加が著しいため、開設以
来２５年間据え置いてきた利用料金を改定することとした（令和５年９月改定）。
　更に、更新時期を迎える「予約及び顧客管理システム」を改善し、利用者増を図る。（令和５年１１月
更新）

　震災後、人が森林に入る機会が減少したことなどから、大型野生動物の侵入が顕著になっている。
森林学習施設区域周囲の巡回強化、動物追い出し用花火による追い上げ、専門家による行動調査、
森林下層木の伐採、オートキャンプ場区域周囲では更に電気柵の設置（冬期は積雪のため撤去）など
の対策を講じているが、ふくしま県民の森自体が広大な面積を有していることから、現状では侵入対策
に限界がある。
　原子力災害における逸失利益及び除染に関わる費用等については、全て受入れが完了し、除染土
の搬出も完了しているが、定期的な線量測定と情報提供は現在も継続している。
　ふくしま県民の森は、震災後からの新規顧客層の開拓やインターネット予約システムの拡充、顧客
ニーズの把握分析等による利用増への取組の成果が出てきており、時間の経過とともに利用が回復し
てきた。令和２年度・３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で利用収入が落ち込んだが、令和４
年度はキャンプブームの効果もありオートキャンプ場区域の利用実績は堅調で、コロナ禍前を上回る
利用収入となった。森林学習施設区域は学校等団体利用が減少したままであるものの、対前年比は１
２７％と回復基調にある。
　令和５年度は、新型コロナウイルス感染症に関する国や県の対応方針に応じて利用制限を縮小し
て、徐々に通常の利用体制にしていくとともに、基本的な感染防止対策を引き続き行いながら、利用者
の利用満足度の向上と効率的で質の高いサービスの提供を行う。また、大型野生動物の侵入対策に
ついては、県と協議しながら対応策を検討し、利用者の安全確保に努めていく。

26 農林水産部 森林計画課 福島県昭和の森 (一財)猪苗代町振興公社 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － １．通路の再整備
　・園内散策の安全性、利便性をより高めるために既存林地の通路の再整備（下刈り）をすすめた。
２．害獣事故防止
　・害獣による受傷事故防止対策を次のとおり強化した。
　①園内巡回を強化。（週末の巡回数増。害獣出没地区を重点ルートとして注視した）
　②自治体と連携し周辺地域の害獣目撃情報や行動情報を受信するなど迅速な状況把握に取り組み、受傷事故予防に努め
た。
３．新たな利活用に対する対応
　・園内利用の巡視を強化し、利用者のマナー遵守（ペットのリード付き散策の指導、UAV飛行の規制）に努めた。

１．通路の再整備
　・園内利用者の安全面を考慮したことはもちろん、景観の改善にもつながったため、この取組は評価
できる。
２．害獣事故防止
　・園内利用者に安全に過ごしてもらうことは重要である。施設近隣においても野生動物が確認されて
いることから、安全管理に留意し、園内の巡回の強化や迅速な状況把握に取り組んでいる点は評価で
きる。
３．新たな利活用に対する対応
　・公共施設として、利用者のマナー遵守につとめることで、利用者の安全確保につながるため、この
取組は評価できる。

１．「昭和の森」の設置目的に沿って管理を適正に行い、近年増加傾向にある獣害について被害防止
対策や来場者への注意喚起による安全対策、園内巡視の強化に努める。
２．園内の適切な環境整備と情報案内に努め、震災後の県内の復興の一助、指定感染症継続の状況
下における安全な休息の場の提供に引き続き取り組み、利用者の施設利用の充実度を高める。
３．コロナ禍から行動制限解除の状況における屋内外施設の利用条件を勘案し利用の調整・回復に当
たる。
４．園内で近年新たに散見される利用方法（簡易テント使用など）について、安全管理規制を強化し適
切な公園利用に努める。

・震災発生後以来、来場者数は年々回復傾向にあった一方で近年でも震災前の利用実績まで回復す
るのはまだ厳しい状態に感じられていたところである。さらに令和4年度にあっては、新型コロナウイル
ス感染症の拡大が続きそれに伴う行動制限（外出自粛）が影響したため、令和２・3年度同様極端に少
ない利用実績となった。（令和4年度対平成22年度比：48.3％。令和4年度対令和3年度比；102.5％）
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【様式2】令和４年度指定管理者による公の施設の管理運営状況

評価方法（通常・外部評価）

※外部評価は指定期間中間年度実施

No. 所管部名 担当課名 公の施設名 指定管理者名 指定期間 （外部評価結果は別紙に記載）

通常評価 外部評価

18 商工労働部 産業振興課 福島県ハイテクプラザ（一部） (公財)福島県産業振興センター R4.4.1 ～ R9.3.31 ○ －

19 商工労働部 産業振興課 福島県中小企業振興館（起業支援室） (特非)福島県ベンチャー・ＳＯＨＯ・テレワー
カー共働機構

H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

20 商工労働部 医療関連産業集積推
進室

ふくしま医療機器開発支援センター （一財）ふくしま医療機器産業推進機構 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○

21 商工労働部 次世代産業課 福島ロボットテストフィールド （公財）福島イノベーション・コースト構想推
進機構

H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

22 商工労働部 観光交流課 天鏡閣 (公財)福島県観光物産交流協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

23 商工労働部 観光交流課 福島県産業交流館 （公財）福島県産業振興センター H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

24 商工労働部 県産品振興戦略課 福島県観光物産館 (公財)福島県観光物産交流協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

25 農林水産部 森林計画課 ふくしま県民の森 （公財)ふくしまフォレスト・エコ・ライフ財団 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

26 農林水産部 森林計画課 福島県昭和の森 (一財)猪苗代町振興公社 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 参考 主な指標の推移

管理運営のモニタリング【県】 委託料の推移　(千円） 直接支給人件費 （千円）

＜対象年度　令和４年度＞ ※委託料の外に支給している人件費 利用料金、使用料収入額（千円） 主な指標の推移 （H22と R4 の比較）

モニタリングの内容
（報告・立入検査等の実施状況）

主な改善指示事項
及びその対応状況

R3 R4 増減①
(R4-R3)

R3 R4 増減②
(R4-R3)

R3 R4 増減
(R4-R3)

利用料金、使用料等の別
増減の理由

指標名 H17 R3 R4 増減①
(R4-R3)

増減率②
(R4/R3）

H22 R4 増減①
(R4-H22)

増減率②
(R4/H22）

・業務報告（月次、年次） 特になし 3,460 4,183 723 0 0 0 6,735 7,290 555 技術開発室の１室が減免あり
の団体から減免無の企業に
変更になったため。

施設及び設備の
使用承認件数

485 220 255 35 115.9% 354 255 ▲ 99 72.0%

・業務報告（日次、月次、半期、年次）
・外部委員評価等　年１回

特になし 23,143 23,328 185 0 0 0 2,502 2,533 31 入居者数の増による 入居稼働率(%)
(H15.7開設以来
年度末累計)

77.7 64.7 70.0 5.3 108.2% 82.4 70.0 ▲ 12.4 85.0%

・年度事業計画
・月例報告
・不定期立入検査
・事業報告書

定期的な打合せの実施や
定例の運営会議等により
進捗状況等の確認を行っ
ているため、改善指示等
はなし。

527,071 479,045 ▲ 48,026 0 0 0 150,825 157,222 6,397 【R3】
試験料金（113,886千円）
トレーニング（20,378千円）
研修室等（7,780千円）
その他（8,781千円）
【R4】
試験料金（113,982千円）
トレーニング（23,823千円）
研修室等（9,670円）
その他（9,747千円）

受託試験件数
（件）

－ 196 196 0 100.0% － 196 － －

・年度事業計画
・月次報告
・不定期立ち入り検査
・事業報告書

定期的な打ち合わせの実
施による事業進捗状況の
確認を行っているほか、４
半期毎に財務事務検査を
行っている。令和４年度に
おいて、改善指示等はな
い。

409,802 434,219 24,417 0 0 0 103,403 88,054 ▲ 15,349 使用料収入については、令和
３年度に国際的なロボット競
技大会である「ワールドロボッ
トサミット」がロボテスで開催さ
れたことから、前年度に比べ
て減収となったほか、研究室
の退去者が増えたことが要因
である。

実証試験件数
（件）

－ 265 273 8 103.0% - 273 － －

・年間事業計画の提出　１回
・月例報告（利用状況）の提出　毎月
・破損箇所報告、修繕協議　適宜
・事業報告書の提出　１回

特になし 12,815 12,784 ▲ 31 0 0 0 4,344 6,946 2,602
映画やドラマ撮影および「百
年名家」等の放映があり、
SNS上での情報発信に力を入
れて呼びかけを行った結果、
個人利用者は回復傾向にあ
る。
ただし、ツアー等の団体利用
は、新型コロナウィルス感染
症の影響により減少したまま
だった。

来館者数（人） 33,065 13,254 20,767 7,513 156.7% 25,006 20,767 ▲ 4,239 83.0%

・月例報告
・事業報告書
・年度事業計画

特になし 218,919 144,377 ▲ 74,542 0 0 0 71,798 206,744 134,946 コロナ感染対策における行動
制限の緩和

催事件数 1,887 394 715 321 181.5% 1,701 715 ▲ 986 42.0%

・月例報告
・事業報告書
・年度事業計画

なし 20,589 20,706 117 0 0 0 0 0 0 - 売上高（千円） 183,965 837,616 956,563 118,947 114.2% 245,429 956,563 711,134 389.8%

年度事業計画（１回）
業務報告（４回（四半期））
年度事業報告（１回）
事業完了検査（１回）

特になし 47,839 47,839 0 0 0 0 102,817 113,510 10,693 【令和３年度】
利用料金　102,817千円
使用料　　　　　　25千円

【令和４年度】
利用料金　113,510千円
使用料　　　　　　74千円

新型コロナウイルス感染症の
影響により落ち込んだが、、最
近のキャンプブームの追い風
を受け、前年度実績を上回っ
た。

オ－トキャンプ場
利用者数(人）

52,745 32,954 36,572 3,618 111.0% 29,241 36,572 7,331 125.1%

・年度事業計画
・四半期報告
・定期立入検査
・事業報告書

特になし 13,177 13,177 0 0 0 0 0 20 20 令和4年度は、コロナ過である
が自然体験教室を再開したた
め、その参加料収入が増額。

来園者数(人） 94,285 44,293 45,396 1,103 102.5% 94,020 45,396 ▲ 48,624 48.3%

6／10



【様式2】令和４年度指定管理者による公の施設の管理運営状況

評価方法（通常・外部評価） ① ② ③ ④

※外部評価は指定期間中間年度実施

No. 所管部名 担当課名 公の施設名 指定管理者名 指定期間 （外部評価結果は別紙に記載） 管理運営実績（主なもの）及び新たに取り組んだ項目【指定管理者】 管理運営実績の評価及び新たに取り組んだ項目の評価【県】 令和５年度以降に予定する取組【指定管理者】
東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対
応方針【指定管理者】

通常評価 外部評価 ＜対象年度　令和４年度＞ ＜対象年度　令和４年度＞
（東日本大震災による大規模被災･復旧状況や利用料金収入の減少、新型
コロナウイルス感染症の影響等）

27 農林水産部 森林計画課 福島県総合緑化センター (公財)福島県都市公園・緑化協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － 　隣接する逢瀬公園と一体的な管理運営に努め、公園資源を最大限に活かした緑化推進事業、子供たちへの緑の普及・啓
発事業、県民のレクリエーション拠点となる事業、そして地域との連携事業の実施に努めた。

【管理運営実績】
○園内で育てた花苗を「5/4みどりの日」に一般県民へ先着250名無料配布するイベントを実施した。また、地域の環境美化
活動への貢献として逢瀬地区の花いっぱい運動へ1,500ポットの花苗を寄贈した。
○暮らしを彩るみどりと花の講座やスローライフを楽しむハーブ講座、笑顔広がるにこにこバラ講座など初心者向けの教室を
継続し、新規来園者も参加したことで公園利用者の増加に努めた。
○「芝生の葉アートを楽しもう」では地元、河内小学校の１・2年生が手動芝刈り機で文字を表す刈り取り体験を行い、子どもた
ちへ公園の魅力を伝えた。
○県民レクリエーションの拠点として、近年人気が高まっている起伏のある地形を活かしたノルディックウォーキング体験教室
や第12回大会となるノルディックウォーキング大会を開催した。
○地域と連携した事業として、地元の商工会や団体との連携による「秋の感謝祭」を開催し、地域の活性化に貢献した。
○ユニバーサルデザインに基づく高齢者や身体の不自由な方々への配慮による園内車両走行のルール化に努めた。
○公園内の豊かな自然環境と希少な野生植物等の保護に努めた。
○公園資源を利用したニュースポーツへの取り組み事業では、公園で心身の健康増進の場を提供するために「Parkヨガ」を
月２回開催するとともに、県レクリエーション協会による「オリエンテーリング大会」を園内で開催し、新たなスポーツ利用の施
設へ展開した。
○園内の3つのウォーキングコースが人気であり、新たなランニングコース2.1kmを設定し、PRを図った。
○日本庭園の景観美を高める取組として滝の稼働や池の水質浄化に努め、利用者へ癒やしの空間を提供した。

【新たに取り組んだ項目】
○東北で特異な施設であるサボテン園を積極的にSNSでPRし、サボテン花展示会など開催した。また、積極的な広報活動か
ら数十年に一度咲くアガベの開花において、マスコミ各社の取材を受け、全国各地からの来園者を誘致した。
○新規事業の「光のページェント」では、わんぱく広場にLED照明を設置し、冬期間の少ない入園者数の季節に、LEDイルミ
ネーションを飾り、今までにない鮮やかな屋外の癒やし空間を県民へ提供した。

【管理運営実績の評価】
○令和３年度までの実績を踏まえ、継続事業の見直しや新規事業の立ち上げ、新たな需要の掘り起こ
しに取り組んだ他、開花したアガベの状況を積極的に広報したことが結果につながり、令和４年度の利
用者数は令和３年度実績を25.5ポイント上回っている。
○「ノルディックウォーキングの体験教室」や「秋の感謝祭」等恒例となっている事業も多く、地域の団体
や小学校等との連携が図られており、評価できる。

【新たに取り組んだ項目】
○「サボテン園の魅力発信」においては、HP、SNS等で話題のアガベに関したきめ細やかな情報発信
を続けたこと、またマスコミ各社の取材対応も行ったことで、全国各地から多数の来園者を誘致できた
ことは大変評価できる。
○「光のページェント」では、利用者へ新たな癒やしの空間を提供し、閑散期の入園者数の増加へ尽力
していると評価できる。

・指定管理期間最終年度の５年目として、令和元年度～令和４年度までの事業の継続に取り組む。
・その他、利用者のニーズに合った新しい取り組みによる事業展開を図る。
・コロナ禍による県民の屋外レクリエーション志向の高まりを受け、快適に過ごせる公園づくりに取り組
み、さらなる利用促進を図る。
・地域関係団体のニーズに応え、共に連携し、キッチンカーの出店やレクリエーション体験会の開催な
どを通して、今まで以上に明るく開かれた公園を創造する。
・薬用植物園「ハーブ園」を拠点としたハーブ園管理の実習体験を行う講座を開催し、ハーブ園の利活
用促進やハーブ植物の普及、ハーブ愛好者による直営の管理労力の軽減を目指す。
・公園利用者アンケート内容の意向に応えた「公園カルチャー教室」を開催し、カルチャーをテーマにし
た各種細工の体験会を実施し、公園ファンを増加させる取組を行う。

【東日本大震災】
・東日本大震災の影響は感じない。課題も特には無いが、サボテン園など被災した施設の修繕や改修
を早期に要する。
・放射線量は、低値で安定しており、引き続き２ヶ月に１回の定期的な測定を行い、測定結果を公園HP
で公表し、安全に利用できる施設であることを情報発信していく。

【新型コロナウイルス感染症等】
・コロナ禍によって屋外レクリエーション志向による公園の利活用ニーズが高まっており、今まで以上に
多くの新たな利用者の訪れによって、ゴミの増加やトイレの汚れに対する対応が多くなっている。
・福島県からのコロナ関連情報を受け、公園利用者へ園内掲示を通して情報提供を行っている。
・引き続き、公園事業においては新型コロナウイルス感染症対策を行い、安心・安全な事業運営に努め
ていく。

28 土木部 港湾課 小名浜港マリーナ施設 大起造船工業(株) R4.4.1 ～ R9.3.31 ○ － ・ホームページを作成するなど、新たに供用した施設のPRに努めた。 ・適正に管理運営が行われたものと認められる。 ・管理棟の設備充実に取り組み、サービス強化を図る。 ・特になし

29 土木部 港湾課 翁島港マリーナ施設 マリーナ・レイク猪苗代(株) H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － ・ボートユーザーへの情報提供や施設内スペースの効率的活用化に取り組み、保管隻数の増加を図った。 ・適正に管理運営が行われたものと認められる。 ・マリンレジャーの観点から、県内の観光拠点となるよう、施設のPRに取り組む。 ・特になし

30 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定泊地（江名港） いわき市漁業協同組合 R2.4.1 ～ R6.3.31 ○ － ・安全な係留方法の指導、放置艇の巡視、環境美化に努めた。 ・適正に管理運営が行われたものと認められる。 ・当施設のPRに努め、利用者数の増大を図る。 ・特になし

31 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定泊地（久之浜港） いわき市漁業協同組合 H30.4.1 ～ R5.3.31 ○ － ・安全な係留方法の指導、放置艇の巡視、環境美化に努めた。 ・適正に管理運営が行われたものと認められる。 ・当施設のPRに努め、利用者数の増大を図る。 ・特になし

32 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定泊地（小名浜港） いわき小名浜遊漁船業協同組合 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － ・安全な係留方法の指導、放置艇の巡視、環境美化に努めた。 ・適正に管理運営が行われたものと認められる。 ・当施設のPRに努め、利用者数の増大を図る。 ・特になし

33 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定施設（豊間漁港） いわき市漁業協同組合 R2.4.1 ～ R6.3.31 ○ － ・安全な係留方法の指導、放置艇の巡視、環境美化に努めた。 ・適正に管理運営が行われたものと認められる。 ・当施設のPRに努め、利用者数の増大を図る。 ・特になし

34 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定施設（勿来漁港） いわき市漁業協同組合 R2.4.1 ～ R6.3.31 ○ － ・安全な係留方法の指導、放置艇の巡視、環境美化に努めた。 ・適正に管理運営が行われたものと認められる。 ・当施設のPRに努め、利用者数の増大を図る。 ・特になし

35 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定施設（四倉漁港） いわき市漁業協同組合 H31.1.1 ～ R5.3.31 ○ － ・安全な係留方法の指導、放置艇の巡視、環境美化に努めた。 ・適正に管理運営が行われたものと認められる。 ・当施設のPRに努め、利用者数の増大を図る。 ・特になし

36 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定泊地（中之作港） いわき小名浜遊漁船業協同組合 R4.4.1 ～ R9.3.31 ○ － ・安全な係留方法の指導、放置艇の巡視、環境美化に努めた。 ・適正に管理運営が行われたものと認められる。 ・当施設のPRに努め、利用者数の増大を図る。 ・特になし

37 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定施設（釣師浜漁港） 相馬双葉漁業協同組合 H31.1.1 ～ R5.3.31 ○ － ・放置艇の巡視、環境美化に努めた。 ・適正に管理運営が行われたものと認められる。 ・当施設のPRに努め、利用者数の増大を図る。 ・特になし

38 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定施設（真野川漁港） 相馬双葉漁業協同組合 R1.12.1 ～ R6.3.31 ○ － ・安全な係留方法の指導、放置艇の巡視、環境美化に努めた。 ・適正に管理運営が行われたものと認められる。 ・当施設のPRに努め、利用者数の増大を図る。 ・特になし

39 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定施設（請戸漁港） － ○ －

40 土木部 まちづくり推進課 逢瀬公園 (公財)福島県都市公園・緑化協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － 　隣接する福島県総合緑化センターと一体的な管理運営に努め、公園資源を最大限に活かした緑化推進事業、子供たちへ
の緑の普及・啓発事業、県民のレクリエーション拠点となる事業、そして地域との連携事業の実施に努めた。

【管理運営実績】
○園内で育てた花苗を「5/4みどりの日」に一般県民へ先着250名無料配布するイベントを実施した。また、地域の環境美化
活動への貢献として逢瀬地区の花いっぱい運動へ1,500ポットの花苗を寄贈した。
○暮らしを彩るみどりと花の講座やスローライフを楽しむハーブ講座、笑顔広がるにこにこバラ講座など初心者向けの教室を
継続し、新規来園者も参加したことで公園利用者の増加に努めた。
○「芝生の葉アートを楽しもう」では地元、河内小学校の１・2年生が手動芝刈り機で文字を表す刈り取り体験を行い、子どもた
ちへ公園の魅力を伝えた。
○県民レクリエーションの拠点として、近年人気が高まっている起伏のある地形を活かしたノルディックウォーキング体験教室
や第12回大会となるノルディックウォーキング大会を開催した。
○地域と連携した事業として、地元の商工会や団体との連携による「秋の感謝祭」を開催し、地域の活性化に貢献した。
○ユニバーサルデザインに基づく高齢者や身体の不自由な方々への配慮による園内車両走行のルール化に努めた。
○公園内の豊かな自然環境と希少な野生植物等の保護に努めた。
○公園資源を利用したニュースポーツへの取り組み事業では、公園で心身の健康増進の場を提供するために「Parkヨガ」を
月２回開催するとともに、県レクリエーション協会による「オリエンテーリング大会」を園内で開催し、新たなスポーツ利用の施
設へ展開した。
○園内の3つのウオーキングコースが人気であり、新たなランニングコース2.1kmを設定し、PRを図った。
○日本庭園の景観美を高める取り組みとして滝の稼働や池の水質浄化に努め、利用者へ癒やしの空間を提供した。

【新たに取り組んだ項目】
○東北で特異な施設であるサボテン園を積極的にSNSでPRし、サボテン花展示会など開催した。また、積極的な広報活動か
ら数十年に一度咲くアガベの開花において、マスコミ各社の取材を受け、全国各地からの来園者を誘致した。
○新規事業の「光のページェント」では、わんぱく広場にLED照明を設置し、冬期間の少ない入園者数の季節に、LEDイルミ
ネーションを飾り、今までにない鮮やかな屋外の癒やし空間を県民へ提供した。

【管理運営実績の評価】
・管理運営目標を上回っており、指定管理者が自ら主宰するイベントやサービス向上への取組みによ
り、公園利用者の増加に努めたことは評価できる。

　施設利用者数
　・管理運営目標　：　185,000人
　・令和４年度実績：　222,707人

【令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】
・SNSを活用したPRや、新たなイベントを開催することで公園利用者の増加に努めたことは評価でき
る。

・指定管理期間最終年度の５年目として、令和元年度～令和４年度までの事業の継続に取り組む。
・その他、利用者のニーズに合った新しい取り組みによる事業展開を図る。
・コロナ禍による県民の屋外レクリエーション志向の高まりを受け、快適に過ごせる公園づくりに取り組
み、さらなる利用促進を図る。
・地域関係団体のニーズに応え、共に連携し、キッチンカーの出店やレクリエーション体験会の開催な
どを通して、今まで以上に明るく開かれた公園を創造する。
・薬用植物園「ハーブ園」を拠点としたハーブ園管理の実習体験を行う講座を開催し、ハーブ園の利活
用促進やハーブ植物の普及、ハーブ愛好者による直営の管理労力の軽減を目指す。
・公園利用者アンケート内容の意向に応えた「公園カルチャー教室」を開催し、カルチャーをテーマにし
た各種細工の体験会を実施し、公園ファンを増加させる取り組みを行う。

【東日本大震災】
・東日本大震災の影響は感じない。課題も特には無いが、サボテン園など被災した施設の修繕や改修
を早期に要する。
・放射線量は、低値で安定しており、引き続き２ヶ月に１回の定期的な測定を行い、測定結果を公園HP
で公表し、安全に利用できる施設であることを情報発信していく。

【新型コロナウイルス感染症等】
・コロナ禍によって屋外レクリエーション志向による公園の利活用ニーズが高まっており、今まで以上に
多くの新たな利用者の訪れによって、ゴミの増加やトイレの汚れに対する対応が多くなっている。
・福島県からのコロナ関連情報を受け、公園利用者へ園内掲示を通して情報提供を行っている。
・引き続き、公園事業においては新型コロナウイルス感染症対策を行い、安心・安全な事業運営に努め
ていく。

41 土木部 まちづくり推進課 福島空港公園 (公財)福島県都市公園・緑化協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － 【管理運営実績】
３つのエリア（エアフロントエリア、緑のスポーツエリア、野外活動エリア）の適切な施設の維持管理業務及び利用促進に努め
た。
・施設の管理運営については、高品質なスポーツターフを提供するため５連リール芝刈り機導入による作業の効率化を図りな
がら維持管理業務を行った。
・SNS（XやInstagram）を活用し、魅力的な公園情報をリアルタイムに広く発信することで利用促進に努めた。
・地域づくりでは空港公園まつりやYOSAKOIを開催し、地域の交流の場を創造した。
・緑化の推進については、「みどりの講座」、「空港公園子ども生け花教室」、「樹木剪定専門技術研修」」などを開催した。また
「空港公園自然塾」「空港公園みどりの楽校」「空港公園で農体験」などを開催し、子どもたちに公園の豊かな自然環境に触れ
合う機会を提供し、緑に親しむ機会を提供した。またグリーンカーテン設置により省エネ対策を行った。
・レクリエーションの普及振興については、「ハンドメイドマーケットソライチ」や「花のまちづくり推進事業」「空港公園ボランティ
ア活動」などを開催し、地域の団体との連携を深めた。
【新たに取り組んだ項目】
・福島空港公園開園３０周年記念植樹式を開催し、福島県知事を始め、須賀川市長や玉川村長等をお招きし、たくさんの方に
周知することができた。
・第１回ノルディックウォーキング大会を県ノルディックウォーキング協会と共同で開催し、広く公園とその周辺の魅力を発信し
た。
・空港公園内で採れたそば粉を使用したそば打ち講座を大東コミュニティセンターと共同で開催し地域の活性化に貢献した。

【管理運営実績の評価】
・管理運営目標を上回っており、指定管理者が自ら主宰するイベントやサービス向上への取組により、
公園利用者の増加に努めたことは評価できる。

　施設利用者数
　・管理運営目標　　：487,000人
　・令和４年度実績　：487,726人

【令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】
・福島空港公園開園３０周年記念植樹式の開催や、新たなウォーキング大会を開催する等、地域の活
性化に貢献し、公園利用者の増加に努めたことは評価できる。

・継続した施設の維持管理による利用者への安心、安全の提供。
・適切な緑地維持管理業務による公園景観形成とありのままの自然特性を活かした利用者へのサー
ビス提供。
・バラ園を利用したバラの剪定や育て方を学ぶローズガーデン教室を開催する。
・マツの雪吊りの体験会を開催し、雪吊りの技法を学ぶ場を創出する。
・樹木医が教える庭木の健康管理と題し、ご家庭の庭木に関するさまざまな疑問を解決し、緑と触れ合
う機会を提供する。
・空港公園の資源である日本庭園のガイドツアーを開催し、日本庭園に植栽されている役木や石組、
竹垣等を学びながら四季の魅力を提供する。

東日本大震災による運営上の課題など
・放射線量は、基準値以下の低値で安定しているが、引き続き定期的な測定及び測定結果の公表によ
り、安全に利用できる施設であることを情報発信していく。
新型コロナウイルス感染症による運営上の課題など
・感染防止対策の徹底などガイドラインに沿った事業運営。
・新型コロナウイルス感染拡大防止のため野外活動広場利用中止による利用者の減少。
　年間の野外活動広場の利用者数は以下のとおりである。
　　　　　令和1年度　1,368名
　　　　　令和2年度　565名（前年度比　41.3％）
　　　　　令和3年度　359名（前年度比　63.5％）
　　　　　令和4年度　19名（前年度比　5.3％）

42 土木部 まちづくり推進課 あづま総合運動公園 (公財)福島県都市公園・緑化協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － 【管理運営実績】
スポーツ・レクリエーション、健康づくり、緑化推進に関する事業を、豊かな公園資源を活用して効果的に実施した。また、利
用者が安全で快適に活動できるよう適切な施設の維持管理業務を行った。

＜主なサービスの向上、コスト削減＞
・施設の管理運営については、東京オリンピック野球、ソフトボール競技予選、J3公式戦をはじめとした大規模イベントや一般
のクラブチーム等が安全かつ快適に利用できるよう施設の適切な維持管理に努めた。
・スポーツ・レクリエーションの普及振興については、不特定多数を対象とした当協会主催のイベント等は一部のイベント等を
除き、県の行う感染症対策に準じて拡大予防に努めながら適切に実施し、その普及振興に努めた。
・緑化の推進については、あづま「香りのバラ園まつり」の開催やイチョウ、サクラ等のライトアップを実施したほか、みどりの
教室など講座等も開催し、季節ごとに自然に親しむ機会を提供した。なお、ライトアップ等の、実施期間を再検討し実施するな
ど効率的な事業実施に努めた。
・施設管理においては緑地管理の直営化を図るとともに、体育館ホール及び事務室などの照明のLED化による経費節減に努
めた。
・消費電力用に関しては、太陽光発電と水素発電の効果的な発電プログラムを組むことにより、電気料の削減に取り組んでい
る。
【新たに取り組んだ項目】
・あづま球場が人工芝となってはじめて音楽LIVE会場として貸し出し、2日間で約2万１千人の来場者に快適な空間を提供でき
た。また、その後、野球の利用にも支障が内容適切に管理に努めた。
・夏の夕方の涼しい時間に夜間照明を活用し、公園内特設コースを駆け抜ける「あづま夕焼けパークマラソン」を開催し、県民
の新たな健康づくり推進を図った。
・公園で健康になろうへの取組を推進した。具体的には公園内ウォーキング、ジョギングルートの広報推進やとうほう・みんな
のスタジアムの照明施設を活用した公園ナイトラン＆ウォークを実施することで、県民の健康増進の機会を創出した。
・庭球場の夜間照明設備供用開始に伴い、チームダンロップ（白河市）に依頼し効果的に当該施設のPRを実施した。
・公園利用者の健康増進と緑化の普及啓発を目的に、園内のウォーキングコース上の２０種類の樹木を対象にして、その樹
木をクイズ形式で回答してもらい、回答率により初級・中級・上級の証明書を発行する「この木なんの木気になる木ラリー」の
為のコース設定や看板を設置した。

【管理運営実績の評価】
・管理運営目標を上回っており、指定管理者が自ら主宰するイベントやサービス向上への取組により、
公園利用者の増加に努めたことは評価できる。

　施設利用者数
　・管理運営目標　　：1,082,000人
　・令和４年度実績　：1,456,806人

【令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】
・健康増進目的としたウォーイング等のイベント開催により利用者の増加に努めていることや、「公園ナ
イトラン＆ウォーク」等の既存資源を活用した新たな時間帯の利用促進、また、あづま球場を活用した
音楽イベントを開催し、快適な空間を提供したことは評価できる。

・あづま球場を活用して「みんなのボールパーク」やコースの一部とする「あづま夕焼けパークマラソン」
を実施し、東京オリンピック・パラリンピックのレガシーとして親しまれるように取り組む。
・照明設備が設置されたとうほう・みんなのスタジアムにおいて「公園ナイトラン＆ウォーク」を開催する
ほか、庭球場において「ナイター照明点灯記念セレモニー」を開催し、県民の健康づくり、コミュニティの
創造に向けて幅広く取り組む。
・これまで実施してきたツイッターによる施設情報に加え、インスタグラムによる四季情報の発信、コン
テストの実施、公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルを継続し、公園の新鮮な情報を積極的に発信していく。
・スポーツ需要が増加していくことを踏まえ、効果的なスポーツ教室・大会等の開催に取り組む。
・公園の被圧さて衰退した樹木を職員の樹木医と緑地管理技術者により、樹勢回復と樹林再生を目的
とする「公園みどり守事業」を行う。

東日本大震災による運営上の課題など
・放射線の不安から中止していた「公園の落ち葉プール」をR3年度から再開し、子どもたちに自然の温
もりを体験させることができた。
・定期的な放射線量測定及び測定結果の公表を継続的に実施し、安全・安心に利用できる施設として
情報発信をしていく。

新型コロナウイルス感染症による運営上の課題など
・新型コロナウイルスに関連した理由による施設利用のキャンセルは、令和4年度においては減少し、
ほぼコロナ禍以前の状況に戻りつつある。年次別の利用料収入額は次のとおりである。
令和１年度　54,951千円
令和２年度　38,290千円（前年度比　69.7％）
令和３年度　59,047千円（同　154.2％）
令和４年度　63,820千円（同　108％）
・ガイドラインは廃止したものの、県の感染症対策等に注視しながら、事業の実施にあたって、当協会
がこれまで取り組んできた経験を活かし、事業実施にあたって様々な工夫を施した対策をすすめてい
く。

43 土木部 建築住宅課 県営住宅等(県北地区） (特非)循環型社会推進センター R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○ （主な実績）
〇入居管理（募集、入退去、家賃収納等業務）及び施設の保守・修繕を適切に行った。
・入居募集実績：募集戸数761戸、応募戸数182戸、入居戸数125戸、退去戸数152戸

適切に実施されたと認められる。 ・引き続き、入居管理（募集、入退去、家賃等収納業務等）及び施設の保守・修繕を適切に実施する。 復興公営住宅においては、被災者に対する相談支援等を行うために定期的に訪問している生活支援
相談員及び、地域交流の活性化を目的とするコミュニティ交流員と連携し、単身高齢者世帯における
異変察知時の対応強化を図っている。

44 土木部 建築住宅課 県営住宅等(県中地区） 太平ビルサービス（株）郡山支店 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○ （主な実績）
○入居管理（募集、入退去、家賃収納等業務）及び施設の保守・修繕を適切に行った。
　・入居募集実績：募集戸数397戸、応募戸数311戸、入居戸数93戸、退去戸数117戸

適切に実施されたと認められる。 ・引き続き、入居管理（募集、入退去、家賃等収納業務等）及び施設の保守・修繕を適切に実施する。 　復興公営住宅においては、被災者に対する相談支援等を行うために定期的に訪問している生活支援
相談員及び地域交流の活性化を目的とするコミュニティ交流員と連携し、単身高齢者世帯における異
変察知時の対応強化を図っている。

45 土木部 建築住宅課 県営住宅等(県南地区） 太平ビルサービス（株）郡山支店 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○ （主な実績）
○入居管理（募集、入退去、家賃収納等業務）及び施設の保守・修繕を適切に行った。
　・入居募集実績：募集戸数224戸、応募戸数30戸、入居戸数30戸、退去戸数24戸

適切に実施されたと認められる。 ・引き続き、入居管理（募集、入退去、家賃等収納業務等）及び施設の保守・修繕を適切に実施する。 　復興公営住宅においては、被災者に対する相談支援等を行うために定期的に訪問している生活支援
相談員及び地域交流の活性化を目的とするコミュニティ交流員と連携し、単身高齢者世帯における異
変察知時の対応強化を図っている。

7／10



【様式2】令和４年度指定管理者による公の施設の管理運営状況

評価方法（通常・外部評価）

※外部評価は指定期間中間年度実施

No. 所管部名 担当課名 公の施設名 指定管理者名 指定期間 （外部評価結果は別紙に記載）

通常評価 外部評価

27 農林水産部 森林計画課 福島県総合緑化センター (公財)福島県都市公園・緑化協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

28 土木部 港湾課 小名浜港マリーナ施設 大起造船工業(株) R4.4.1 ～ R9.3.31 ○ －

29 土木部 港湾課 翁島港マリーナ施設 マリーナ・レイク猪苗代(株) H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

30 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定泊地（江名港） いわき市漁業協同組合 R2.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

31 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定泊地（久之浜港） いわき市漁業協同組合 H30.4.1 ～ R5.3.31 ○ －

32 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定泊地（小名浜港） いわき小名浜遊漁船業協同組合 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

33 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定施設（豊間漁港） いわき市漁業協同組合 R2.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

34 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定施設（勿来漁港） いわき市漁業協同組合 R2.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

35 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定施設（四倉漁港） いわき市漁業協同組合 H31.1.1 ～ R5.3.31 ○ －

36 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定泊地（中之作港） いわき小名浜遊漁船業協同組合 R4.4.1 ～ R9.3.31 ○ －

37 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定施設（釣師浜漁港） 相馬双葉漁業協同組合 H31.1.1 ～ R5.3.31 ○ －

38 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定施設（真野川漁港） 相馬双葉漁業協同組合 R1.12.1 ～ R6.3.31 ○ －

39 土木部 港湾課 プレジャーボート用指定施設（請戸漁港） － ○ －

40 土木部 まちづくり推進課 逢瀬公園 (公財)福島県都市公園・緑化協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

41 土木部 まちづくり推進課 福島空港公園 (公財)福島県都市公園・緑化協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

42 土木部 まちづくり推進課 あづま総合運動公園 (公財)福島県都市公園・緑化協会 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

43 土木部 建築住宅課 県営住宅等(県北地区） (特非)循環型社会推進センター R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○

44 土木部 建築住宅課 県営住宅等(県中地区） 太平ビルサービス（株）郡山支店 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○

45 土木部 建築住宅課 県営住宅等(県南地区） 太平ビルサービス（株）郡山支店 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 参考 主な指標の推移

管理運営のモニタリング【県】 委託料の推移　(千円） 直接支給人件費 （千円）

＜対象年度　令和４年度＞ ※委託料の外に支給している人件費 利用料金、使用料収入額（千円） 主な指標の推移 （H22と R4 の比較）

モニタリングの内容
（報告・立入検査等の実施状況）

主な改善指示事項
及びその対応状況

R3 R4 増減①
(R4-R3)

R3 R4 増減②
(R4-R3)

R3 R4 増減
(R4-R3)

利用料金、使用料等の別
増減の理由

指標名 H17 R3 R4 増減①
(R4-R3)

増減率②
(R4/R3）

H22 R4 増減①
(R4-H22)

増減率②
(R4/H22）

・年度事業計画書（年１回）
・業務報告（月例１２回）
・年度事業報告（年１回）

・特になし 39,067 39,658 591 0 0 0 26 20 ▲ 6 会議室、研修室の利用件数が
減少した。

利用者数(人） 138,000 176,871 222,004 45,133 125.5% 162,339 222,004 59,665 136.8%

・年度事業計画　　1回
・事業報告書　　 　1回

・特になし 0 0 0 0 0 0 0 7,940 7,940 ・供用開始 保管定数 － 0 22 22 - 150 22 ▲ 128 14.7%

・年度事業計画　　1回
・半期報告　　　　  2回
・事業報告書　　 　1回

・特になし 0 0 0 0 0 0 34,823 37,039 2,216 ・利用件数の増 保管隻数 60 49 49 0 100.0% 64 49 ▲ 15 76.6%

・年度事業計画　　1回
・月例報告　　　   12回
・事業報告書　　 　1回

・特になし 264 253 ▲ 11 0 0 0 340 328 ▲ 12 ・利用件数の減 保管隻数 29 10 10 0 100.0% 25 10 ▲ 15 40.0%

・年度事業計画　　1回
・月例報告　　　   12回
・事業報告書　　 　1回

・特になし 237 211 ▲ 26 0 0 0 332 289 ▲ 43 ・利用件数の減 保管隻数 31 9 8 ▲ 1 88.9% 30 8 ▲ 22 26.7%

・年度事業計画　　1回
・月例報告　　　   12回
・事業報告書　　 　1回

・特になし 481 528 47 0 0 0 754 818 64 ・利用件数の増 保管隻数 39 19 20 1 105.3% 37 20 ▲ 17 54.1%

・年度事業計画　　1回
・月例報告　　　   12回
・事業報告書　　 　1回

・特になし 158 149 ▲ 9 0 0 0 190 190 0 - 保管隻数 5 6 6 0 100.0% 9 6 ▲ 3 66.7%

・年度事業計画　　1回
・月例報告　　　   12回
・事業報告書　　 　1回

・特になし 158 158 0 0 0 0 225 225 0 - 保管隻数 13 6 6 0 100.0% 13 6 ▲ 7 46.2%

・年度事業計画　　1回
・月例報告　　　   12回
・事業報告書　　 　1回

・特になし 162 136 ▲ 26 0 0 0 207 201 ▲ 6 ・利用件数の減 保管隻数 － 7 6 ▲ 1 85.7% 19 6 ▲ 13 31.6%

・年度事業計画　　1回
・月例報告　　　   12回
・事業報告書　　 　1回

・特になし
0 490 490 0 0 0 0 740 740 ・供用開始 保管隻数 30 0 21 21 - 30 21 ▲ 9 70.0%

・年度事業計画　　1回
・月例報告　　　   12回
・事業報告書　　 　1回

・特になし 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ・利用実績なし 保管隻数 6 0 0 0 - 3 0 ▲ 3 0.0%

・年度事業計画　　1回
・月例報告　　　   12回
・事業報告書　　 　1回

・特になし 651 710 59 0 0 0 931 971 40 ・利用件数の増 保管隻数 63 25 28 3 112.0% 69 28 ▲ 41 40.6%

- - － － － － - - － 保管隻数 15 － - － － 15 - － －

・年度事業計画
・月例報告（１２回）
・立入検査（１回）
・外部評価委員会

特になし 24,038 24,456 418 0 0 0 0 0 0 - 施設利用者数
(人）

138,121 176,871 222,707 45,836 125.9% 162,339 222,707 60,368 137.2%

・年度事業計画
・月例報告（１２回）
・立入検査（１回）
・外部評価委員会

特になし 115,516 115,310 ▲ 206 0 0 0 2,531 2,184 ▲ 347 令和３年度は降雪が多く、周
辺施設の庭球場やフットサル
コートが利用できない中、除雪
作業を行うことで、利用を促進
できたが、４年度は、積雪が
少なかったため。

施設利用者数
(人）

276,306 467,382 487,726 20,344 104.4% 432,972 487,726 54,754 112.6%

・年度事業計画
・月例報告（１２回）
・立入検査（１回）
・外部評価委員会

特になし 624,324 634,317 9,993 0 0 0 59,047 63,820 4,773 ・年間を通じて、ほぼ前年を上
回る利用者数で推移し、特に
１０月のlive　azuma開催によ
り増収に繋がった。

施設利用者数
(人）

1,265,092 954,520 1,456,806 502,286 152.6% 1,383,641 1,456,806 73,165 105.3%

年度事業計画、月例報告、四半期報告、立入検査（実績確認）、事業報
告

特になし 194,689 214,760 20,071 0 0 0 605,846 598,276 ▲ 7,570 入居率の低下 家賃徴収率(%) 91.2 97.7 96.9 ▲ 0.8 99.2% 94.2 96.9 2.8 102.9%

年度事業計画、月例報告、四半期報告、立入検査（実績確認）、事業報
告

特になし 209,682 233,243 23,561 0 0 0 653,582 651,403 ▲ 2,179 入居率の低下 家賃徴収率(%) 87.7 96.4 96.6 0.2 100.2% 90.7 96.6 5.9 106.5%

年度事業計画、月例報告、四半期報告、立入検査（実績確認）、事業報
告

特になし － - － 0 0 0 96,429 99,754 3,325 家賃徴収の向上による増 家賃徴収率(%) － 90.6 92.0 1.4 101.5% － 92.0 － －
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【様式2】令和４年度指定管理者による公の施設の管理運営状況

評価方法（通常・外部評価） ① ② ③ ④

※外部評価は指定期間中間年度実施

No. 所管部名 担当課名 公の施設名 指定管理者名 指定期間 （外部評価結果は別紙に記載） 管理運営実績（主なもの）及び新たに取り組んだ項目【指定管理者】 管理運営実績の評価及び新たに取り組んだ項目の評価【県】 令和５年度以降に予定する取組【指定管理者】
東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対
応方針【指定管理者】

通常評価 外部評価 ＜対象年度　令和４年度＞ ＜対象年度　令和４年度＞
（東日本大震災による大規模被災･復旧状況や利用料金収入の減少、新型
コロナウイルス感染症の影響等）

46 土木部 建築住宅課 県営住宅等(会津地区） 浅沼産業（株） R2.4.1 ～ R７.3.31 ○ － （主な実績）
〇入居管理（募集、入退去、家賃収納等業務）及び施設の保守・修繕を適切に行った。
○入居募集実績：募集戸数435戸、応募戸数84戸、入居戸数40戸、退去戸数92戸
○維持修繕業務実績：緊急（経常）修繕244件、退去（空家）修繕108件
○施設の概要（R5.4.1時点）17 団地、141棟、1,392戸
（新たな取組）
◯令和４年４月１日付暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第14条第1項に規定する責任者を暴力団員による
不当な行為の防止等に関する法律施行規則第17条第1項の規定による福島県公安員会へ届出と同時に、福島県公安委員
会から委託されている福島県暴力追放運動推進センター主催の令和4年度「暴力団員による不当な行為の防止等に関する
法律責任者講習会」7名が受講し、職員研修の充実を図る。

適切に実施されたと認められる。 ○引き続き、入居管理（募集、入退去、家賃等収納業務等）及び施設の保守・修繕を適切に実施する。
○令和５年５月８日から新型コロナウイルス感染症の位置づけが５類感染症に分類されたことを受け、
新型コロナウイルス感染症拡大により県営住宅管理等保留としていた見守り等活動の訪問面談及び
地域コミュニティー活動への支援等の取組を順次再開する。

○新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、各入居者に対し回覧、県住たより、チラシ等により、３
密の回避・マスクの着用・手指の消毒・人と人との距離の確保等、基本的な感染対策を呼びかけ感染
拡大防止を図っている。
○新型コロナウイルス感染拡大の影響により、収入が減少し生活困窮状態等の入居者に対しては、家
賃の減免措置等の相談に親身になって応じている。
○復興公営住宅においては、被災者に対する相談支援等を行うために定期的に訪問している生活支
援相談員及び地域交流の活性化を目的とするコミュニティ交流員と連携し、単身高齢者世帯における
異変察知時の対応強化を図っている。

47 土木部 建築住宅課 県営住宅等(相双地区） 太平ビルサービス（株）郡山支店 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○ （主な実績）
○入居管理（募集、入退去、家賃収納等業務）及び施設の保守・修繕を適切に行った。
　・入居募集実績：募集戸数181戸、応募戸数7戸、入居戸数7戸、退去戸数10戸

適切に実施されたと認められる。 ・引き続き、入居管理（募集、入退去、家賃等収納業務等）及び施設の保守・修繕を適切に実施する。 復興公営住宅においては、被災者に対する相談支援等を行うために定期的に訪問している生活支援
相談員及び地域交流の活性化を目的とするコミュニティ交流員と連携し、単身高齢者世帯における異
変察知時の対応強化を図っている。

48 土木部 建築住宅課 県営住宅等(いわき地区） (特非)循環型社会推進センター R2.4.1 ～ R７.3.31 ○ － （主な実績）
〇入居管理（募集、入退去、家賃収納等業務）及び施設の保守・修繕を適切に行った。
・入居募集実績：募集戸数443戸、応募戸数219戸、入居戸数206戸、退去戸数276戸
・維持修繕業務実績：緊急（経常）修繕676件、退去（空家）修繕82件、移転先修繕9件
※施設の概要（R5.4.1時点）41団地、407棟、4,127戸
（新たな取り組み）
◯賃貸住宅管理業の登録手続き
〇滞納者集金の一部を土日に行った。

適切に実施されたと認められる。 ・引き続き、入居管理（募集、入退去、家賃等収納業務等）及び施設の保守・修繕を適切に実施する。 復興公営住宅においては、被災者に対する相談支援等を行うために定期的に訪問している生活支援
相談員及び、地域交流の活性化を目的とするコミュニティ交流員と連携し、単身高齢者世帯における
異変察知時の対応強化を図っている。通常県営住宅においても団地管理人、自治会等に協力を得て
同様な取組を行う。

新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、各入居者に対し回覧チラシ等により、３密の回避・マス
クの着用・手指の消毒・人と人との距離の確保等、基本的な感染対策を呼びかけ感染拡大防止を図っ
ている。
新型コロナウイルス感染拡大等の影響により、収入が減少し生活困窮状態等の入居者に対しては、家
賃の減免措置等の相談に親身になって応じている。

49 教育庁 文化財課 福島県文化財センター白河館 (公財)福島県文化振興財団 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － 【管理運営実績】
○ふくしま歴史探訪展「戦後ふくしまの考古学－福島県学生考古学会の発足から福島県史の刊行まで－」、収蔵資料展「Ｕ－
15の考古学」、指定文化財展「ふくしまの上古刀」、ふくしま歴史探訪展「古代ふくしまの開発－矢吹が原を中心に－」の開催
※各展示において展示解説会を随時行った。
○全体的な来館者数は、前年度に引き続き、コロナ禍により振るわなかったものの、社会情勢の変化により経済活動が徐々
に活発になっていることから、来館者の増加につながっている（前年度比1,145人増）。灌漑利用者数は、前年より減少した
が、依然として高水準を保っており、来館者数の増加に影響を及ぼしていると考えている（前年度比1,915人減）。団体利用数
も回復基調にあり、前年度よりも増加している（前年度比32団体増）。
【新たに取り組んだ項目】
○社会情勢を鑑みて、種々の体験メニューや接触型の解説パネル等を段階的に再開する等の条件緩和を徐々に行ってき
た。
○白河市内のデジタルスタンプラリーに参加し、地域活性化に貢献した。
○実技等を含めた子ども向けワークショップとして「子ども考古学教室」を開催した。

【管理運営実績】
○地域や対象年齢を絞った企画展を行うなど工夫した展示を行い、県民の興味関心を惹起した。
○コロナ禍においても、積極的に館外へ出張することにより、県民が文化財に触れる機会を積極的に
創出した。
【新たに取り組んだ項目】
○館長が交代した機会を捉え、前館長の最終講演会や新館長の講演会で魅力ある内容の発信に努
めた。
○コロナ禍の様子を確認しながら、県外のイベントに出展するなど積極的な広報を行った。
○地域と協働し、文化財センター白河館の地域における影響力を高めた。

○来館者増のための広報も含めた施策の推進
○アフターコロナにおける安心・安全対策
○収蔵品の活用による公開手法戦略
○幅広い年代に福島の先史時代を理解して貰うための工夫

【東日本大震災】
・福島県文化財センター白河館については、野外展示施設、一般収蔵庫等に被害を受けたが、速やか
に復旧を行い、平成２３年５月より再開館している。
・汚染土壌処理についても、平成２９年１２月から平成３０年３月に搬出業務が終了。
【新型コロナ感染症】
・新型コロナ感染症によって、外出を控える傾向もあり、来館者数は大幅に減少している。しかしなが
ら、文化財センター白河館においては来館者数は回復基調になりつつあり、今後とも、安心・安全のた
めの対策を徹底するとともに、デジタル技術を利用した新たなコンテンツを開拓していく必要がある。

50 教育庁 社会教育課 郡山自然の家 （学）国際総合学園 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － 【管理運営実績（主なもの）】
〇利用人数：11,494名（前年比129.6％）
〇利用利用料収入：190,280円（前年比126％）

【新たに取り組んだ項目】
・企画事業毎に年間広報スケジュールに沿ってチラシを作成。各学校へのチラシから参加に繋がる件数が増加し利用促進の
対策が浸透してきている。
・SNSを活用し、年間リーチ数は18,931件（前年比162.8%）。ファンクラブ「サザッピークラブ」会員向けメールマガジンを年間10
回発行。新規会員登録者数は116名（前年比305％）、総登録者数は236名となった。企画事業に対する申込状況は毎回定員
を超える状況であり、公平公正な対応を図るべく抽選にて参加者を決定した。
・未来キッズ生き活き事業を活用して、家族向けや親子の絆を深めるプログラムを中心に実施。県内3地区（県北、県中・県
南、相双）を対象とした事業を実施したところ、合計300名定員に対し1,353名の応募があり、当所及び事業内容の周知が図ら
れた。
・高校生以上を対象とした「ボランティア講座」は「育成講座」から「実践講座」に改編し、期間を一泊二日とした。中通り地区一
円から59名の参加があり、コロナ禍での制限が多い中、新たな出会いや交流の場として多様なニーズを満たすことができた。
・心のケア事業では、新規体験プログラムを導入。サツマイモの植え付けから秋の収穫、クリスマスリース作り、及び当法人グ
ループの専門人材を活用したデジタル系職業体験などを実施。参加者が新しい一歩を踏み出すことに繋がる活動プログラム
の開発に努めている。
・セカンドスクールに関して、近隣の2つの小学校と連携。保護者説明会を通して信頼関係を構築し、新年度の実施計画に繋
がっている。
・コロナ禍の利用者数減少に対応するため、食堂、警備、清掃に関する業者へ経費見直しを依頼し、年間委託契約金額の減
額に至った。光熱水費の高騰やコロナ対策の消耗品購入を予測し、予算執行を控え不測の事態に備えて運営した。

【管理運営実績の評価】
・コロナ禍にあって、利用人数が３割増加し、回復傾向にあることは、コロナに対する意識の変化だけで
なく、施設の行っているコロナ対策が適切であることや施設側の誘客の努力が感じられ評価できる。

【新たに取り組んだ項目】
・チラシの配布やファンクラブの運営等については、ポストコロナの本格的な利用者の回復に向けてそ
の効果がさらに期待される取組で評価できる。
・応募者多数となった事業についは、そのPRに加え、事業の内容に対する利用者の評価が伺われる。
・ボランティアや心のケア事業など、既存の事業の内容を常に見直し、また、指定管理者の資源を自然
の家の活動に有効に活用するなど、事業運営への積極的な姿勢がうかがえ評価できる。
・セカンドスクールの取組は、地域の学校団体との連携という点ばかりでなく、前年度から学校団体だ
けでなく、直接保護者への説明する機会を設け、事業実施のプロセスという点でも評価できる。
・利用者数の減や光熱水費の高騰などの状況を的確に把握し、不測の事態に備えた取組は、より安定
した運営を行う姿勢として評価できる。

・ポストコロナの活動プログラム内容を再精査するとともに新たな活動プログラムの開発に努め、安心・
安全を担保しながら確実に指導できる様に、各種研修により指導員のスキルアップを図る。
・各種体験プログラムの動画教材開発に取り組み、ホームページや公式YouTubeチャンネルで公開す
ることで、各学校での事前学習に活用できる教材コンテンツを充実させる。
・新たな利用者層の開拓のため、閑散期の幼稚園、保育園への利用促進活動を継続するとともに、地
域公民館や地域老人クラブ、及び生涯現役で活躍することを目的とする「あさかの学園大学」との連携
等により、緑豊かな自然と健康をテーマにした活動プログラムを提案して高齢者層の利用促進に繋げ
る。
・セカンドスクールの実施と検証を行い、成果の普及により実施校の拡大を図る。小学校における教科
等に関連付けた活動プログラムを提案・実施することにより、「主体的・対話的で深い学び」につなげ、
集団宿泊活動の教育的効果向上を図る。
・インターネット環境の下で、パソコン、タブレット端末等を最大限に活用しペーパーレス化を推進し、費
用縮減に努める。
・電気料金の高騰を受け、施設のLED化を計画的に実施するとともに、施設毎の利用状況に合わせた
徹底節電に取り組む。なお電気料金縮減のため新電力小売業者へ令和元年度より切り替えを実施し
ており、年度毎に料金プランの見直しを図っている。

・東日本大震災後、平成３０年度から令和元年度にかけて、みどりの広場の除染土の入れ替えを実
施。ただ、実施後の状況として雨天後の水はけが悪い状態となっており年々悪化している。今後の修
繕計画に盛込み対応を図る。
・基本的な感染症対策を継続し、既存プログラムの見直しと新規事業の企画立案実施により、利用者
層の拡大、本所事業の周知、及び満足度の向上を継続的に図る。

51 教育庁 社会教育課 会津自然の家 アメニティグループ R3.4.1 ～ R6.3.31 ○ － 【管理運営実績（主なもの）】
〇利用人数： 19,429 名（前年比 131 ％）
〇施設利用料収入： 869,160 円（前年比 210 ％）

【新たに取り組んだ項目】
・今年度の企画事業はコロナの影響はあるものの、人数制限や時間帯を分けるなどの工夫をし、できるだけ多くの利用者を確
保する努力をしながら開催した。企画事業では、利用者のニーズを把握し、「はじめてキャンプ」「楽しく学ぶSDGｓ」など新しい
企画を開催した。
・東日本大震災から12年目を数え、相双地区の子ども達を雪国会津に招待し、楽しんでもらう企画を開催し、子どもや保護者
はもちろん、相双地区の教育委員会様にも協力をいただき、好評であった。

【管理運営実績の評価】
・コロナ禍にあって、利用人数が３割増加し、回復傾向にあることは、コロナに対する意識の変化だけで
なく、施設の行っているコロナ対策が適切であることや施設側の誘客の努力が感じられ評価できる。

【新たに取り組んだ項目】
・コロナ禍にあって、より多くの参加者を確保するための取組や利用者のニーズに沿った新たな企画の
開催は、職員の業務への積極的な取組姿勢が伺え、また、ポストコロナの利用者の回復に向けても、
評価できる。
・他地区との交流という視点があればより評価できるものと思われる。

・昨年度、相双地区の子ども達を雪国会津に招待し、会津の雪を楽しむ企画事業を実施した。今年度
は、会津の子ども達を浜通り地方に連れていき、東日本大震災について学ぶとともに、海の楽しさにふ
れる機会とした。
・子ども達に人気のクラフト活動の充実に向け、「ジョイントクラフト」を新たに加えたところ、人気のプロ
グラムとなり、多くの団体に利用されている。

・新型コロナウイルスが第５類に移行したことで、各種制限を徐々に解いていっている。コロナ前の賑わ
いを少しずつ感じられるようになってきている。
・今年度は、宿泊者数を１/２にしているが、次年度から制限を段階的に解くなど、従前に近づけていき
たい。

52 教育庁 社会教育課 いわき海浜自然の家 (公財)いわき市教育文化事業団 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ － 【管理運営実績（主なもの）】
〇利用人数： 27,404 名（前年比 160 ％）
〇施設利用料収入： 1,574,900 円（前年比 216％）

【新たに取り組んだ項目】
・学校教育団体の利用が多い６～10月において、団体の利便性を図るため、休所日である月曜日に臨時開所日を設け、宿泊
学習を支援した。
・保護者の就労時間の多様性を考慮し、電話やＦＡＸのほか、インターネットによる受付を実施した。
・冬期間の閑散期の平日における利用促進対策として、「つるかごＷｏｒｋｓｈｏｐ」を実施した。平日に大人を対象として講座を
開催することで、他者との交流の場を提供するとともに、当所の魅力を発信し、施設の周知を図ることができた。
・社会教育団体からの要望により、震災によって中断していた社会教育団体の海浜活動（ボディボード）を再開した。
・展示スロープを職員手作りで展示替えを行い、海浜活動エリアである舟戸海岸の磯場と四倉海岸の砂浜をジオラマで再現
し、体験学習や環境学習の一助とした。
・ファミリー層を中心とした少人数団体の需要に応えるため、利用人数を２名以上とし、申込受付期間も日帰り利用は14日前
までとし、大幅に緩和した。
・心のケアが必要な不登校傾向にある子ども達を対象とした「わくわく自然体験」で初めて、親子を対象とした1泊2日の宿泊体
験学習に取り組んだ。

【管理運営実績の評価】
・コロナ禍にあって、利用人数が６割増加し、回復傾向にあることは、コロナに対する意識の変化だけで
なく、施設の行っているコロナ対策が適切であることや施設側の誘客の努力が感じられ評価できる。

【新たに取り組んだ項目】
・利用者側の利便性や状況などを考慮した休所日、受付や利用方法の見直し、事業の再開等はポスト
コロナの利用回復に向けても評価できる。
・閑散期の利用者の確保は大きな課題であり、その取組は評価できる。
・展示スロープの手作りの取組は、上記の様々な見直しに加え、職員の業務への積極的な取組姿勢が
伺え評価できる。

・学校教育団体の指導者研修会について、対面方式での開催を再開する。
・冒険の森の一部を整備・再開する予定であり、再開コースに合わせたプログラムを新たに開発する。
・冬期間の閑散期の平日における利用促進対策として、平日に大人を対象としたクラフト等の講座を開
催し、他者との交流の場を提供するとともに、当所の魅力を発信し、施設の周知を図る。
・いわき海浜自然の家らしい展示として、海浜活動エリアの舟戸海岸の磯場の生き物を水槽で展示し、
海浜活動の事前学習や雨天時の学習などに活用する。
・いわき海浜自然の家を多くの県民等に知っていただくため、SNS等でいわき海浜自然の家の日常など
身近な出来事をきめ細やかに発信する。
・公民館活動や幼稚園・保育所での利用促進を図るとともに、児童サークルや高齢者団体とも連携しな
がら、その利用促進を図る。
・「わくわく自然体験」では、従来のアプローチ手法に加え、関係民間団体と連携し、アウトリーチの手法
も用いながら事業を展開する。

・東日本大震災による放射線量の影響で冒険の森の利用を停止しており、活動エリアが限定されてし
まっていることに加え、山林を利用した活動プログラムを提供することができない状況が続いている。
・基本的な新型コロナウイルス感染拡大防止対策の継続のため、利用定数(１日あたりの受入団体数、
宿泊室の利用人数)に制限を設けている。そのため、学校教育団体利用が優先となっており、社会教育
団体の利用も制限され、利用料金収入が新型コロナウイルス感染拡大以前と比較して大幅に減少して
いる。
・冒険の森の一部再開に合わせて、全体としての活用方策を県教委と協議しながら検討していく。
・アフターコロナを見据えて、社会教育団体の利用促進に向けて各種団体に働きかけを積極的に行っ
ていく。
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【様式2】令和４年度指定管理者による公の施設の管理運営状況

評価方法（通常・外部評価）

※外部評価は指定期間中間年度実施

No. 所管部名 担当課名 公の施設名 指定管理者名 指定期間 （外部評価結果は別紙に記載）

通常評価 外部評価

46 土木部 建築住宅課 県営住宅等(会津地区） 浅沼産業（株） R2.4.1 ～ R７.3.31 ○ －

47 土木部 建築住宅課 県営住宅等(相双地区） 太平ビルサービス（株）郡山支店 R3.4.1 ～ R8.3.31 － ○

48 土木部 建築住宅課 県営住宅等(いわき地区） (特非)循環型社会推進センター R2.4.1 ～ R７.3.31 ○ －

49 教育庁 文化財課 福島県文化財センター白河館 (公財)福島県文化振興財団 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

50 教育庁 社会教育課 郡山自然の家 （学）国際総合学園 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

51 教育庁 社会教育課 会津自然の家 アメニティグループ R3.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

52 教育庁 社会教育課 いわき海浜自然の家 (公財)いわき市教育文化事業団 H31.4.1 ～ R6.3.31 ○ －

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 参考 主な指標の推移

管理運営のモニタリング【県】 委託料の推移　(千円） 直接支給人件費 （千円）

＜対象年度　令和４年度＞ ※委託料の外に支給している人件費 利用料金、使用料収入額（千円） 主な指標の推移 （H22と R4 の比較）

モニタリングの内容
（報告・立入検査等の実施状況）

主な改善指示事項
及びその対応状況

R3 R4 増減①
(R4-R3)

R3 R4 増減②
(R4-R3)

R3 R4 増減
(R4-R3)

利用料金、使用料等の別
増減の理由

指標名 H17 R3 R4 増減①
(R4-R3)

増減率②
(R4/R3）

H22 R4 増減①
(R4-H22)

増減率②
(R4/H22）

年度事業計画、月例報告、四半期報告、立入検査（実績確認）、事業報
告

特になし 115,838 114,661 ▲ 1,177 0 0 0 320,315 308,326 ▲ 11,989 入居率の低下 家賃徴収率(%) － 96.7 96.0 ▲ 0.7 99.3% 90.4 96.0 5.6 106.2%

年度事業計画、月例報告、四半期報告、立入検査（実績確認）、事業報
告

特になし 101,863 110,669 8,806 0 0 0 240,725 247,620 6,895 東日本大震災家賃特別低減
事業（国補助）の縮小による
増

家賃徴収率(%) － 98.8 97.4 ▲ 1.4 98.6% － 97.4 － －

年度事業計画、月例報告、四半期報告、立入検査（実績確認）、事業報
告

特になし 284,485 300,117 15,632 0 0 0 854,187 824,448 ▲ 29,739 入居率の低下 家賃徴収率(%) － 95.2 95.3 0.1 100.1% 92.2 95.3 3.1 103.4%

・年度事業計画・年度協定
・月例報告
・事業報告書
・屋外展示物や設備の老朽化への対応

特になし 271,805 270,014 ▲ 1,791 0 0 0 0 0 0 利用料金を取っていないため 入館者数(人） 30,446 10,831 11,976 1,145 110.6% 28,231 11,976 ▲ 16,255 42.4%

年度事業計画
月例報告（利用状況）
事業報告書

なし 78,722 79,546 824 0 0 0 151 190 39 コロナ禍で利用制限が多い中
ではあるが、社会教育団体の
利用人数、及び企画事業の参
加人数が増加した。

施設利用者数
（人）

36,575 8,870 11,494 2,624 129.6% 28,461 11,494 ▲ 16,967 40.4%

年度事業計画
月例報告（利用状況）
事業報告書

なし 104,814 104,746 ▲ 68 0 0 0 414 869 455 ・コロナ過による利用控えから
少しずつ利用者が戻ってきて
いる。

施設利用者数
（人）

49,109 14,871 19,429 4,558 130.7% 41,063 19,429 ▲ 21,634 47.3%

年度事業計画
月例報告（利用状況）
事業報告書

なし 156,283 158,571 2,288 0 0 0 727 1,575 848 新型コロナ感染者減少に伴
う、社会教育団体（合宿、ス
ポーツ大会等）の利用増。

施設利用者数
(人）

75,853 17,062 27,404 10,342 160.6% 66,611 27,404 ▲ 39,207 41.1%

合　　計 5,738,445 5,427,644 ▲ 310,801 0 0 0 3,958,496 4,370,797 412,301

＜参考１＞ 指定管理者制度導入前との比較 ＜参考２＞ 指定管理者制度導入前との比較

（全施設/委託料･補助金ﾍﾞｰｽ） 
（一部施設/委託料･補助金ﾍﾞｰｽ）

①H17 ②R3 増減
(②-①）

①H17 ②Ｒ3 増減
(②-①）

3,777,131 5,427,644 1,650,513 3,321,878 3,011,766 ▲ 310,112

※県営住宅等（会津地区）（いわき地区）はH19から ※No.1、4、20、21、39、43～48、50、51の施設を除く。
指定管理者制度を導入したため、H18の経費を計上。
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【別紙１】 
指定管理者管理運営状況評価表 

施設名  

太陽の国クリニック 

指定 

管理者名 
 

社会福祉法人福島県社会福祉事業団 
指定期間  

Ｒ3.4.1～Ｒ8.3.31 

担当課名  

保健福祉部保健福祉総務課 

 １ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績（指定管理者） 

１ 福祉医療の推進と地域医療への貢献 

（１）太陽の国各施設をご利用いただいている患者様に対する定期的・継続的な健康管理を行い、疾病

の予防を図ると同時に、疾病の早期発見・早期治療に努めた。 

（２）東京電力福島第１原子力発電所の事故により、仮設施設での避難を余儀なくされている「福島県

浪江ひまわり荘」の患者様に継続して医療支援を行った。 

＜浪江ひまわり荘患者数＞ 

令和３年度 入院：１名、外来：１，７６１名 

令和４年度 入院：０名、外来：２，０１１名 

（３）地域の障がい者が生活しているグループホーム入居者のバックアップ医療機関として健康管理に

努めた。 

   令和３年度 一般障がい者：１９６名、グループホーム入所者：１４０名 

令和４年度 一般障がい者：１３３名、グループホーム入所者：１２７名 

（４）各種福祉関係法等に基づき各種診断書及び医師意見書等を作成した。 
令和３年度 精神通院医療意見書： ４２件、主治医意見書  ： ８２件 
      医師意見書     ：１７６件、医療要否意見書：３９５件 
令和４年度 精神通院医療意見書： ５２件、主治医意見書 ： ８０件 

       医師意見書    ：１３３件、医療要否意見書：４１５件        
２ 医療に従事する職員としての倫理の確立と徹底 

（１）全てのスタッフが患者様に十分な医療を提供し、納得していただくよう努めた。 

（２）職員を各種研修会に積極的に参加させ、専門性の向上と知識の習得を図った。 

３ 医療安全管理体制及び院内感染予防、褥瘡対策の徹底並びに医療サービスの向上を図った。 

４ コスト意識の高揚と経費の節減 

院外処方の推進により、医薬品の在庫量を抑えるとともに、新たに院外処方箋料を獲得し経営

の効率化を図った。 
令和３年度 院外処方件数：１０，１２２件 
令和４年度 院外処方件数：１０，２４１件 

      
      
      
 
 
 
 
      
 
 
 
【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目】 
（１）液化酸素から自然蒸発のない気体酸素に転換する費用対効果が見込まれるため、標準供給設備に

更新した。 
（２）オンライン資格確認（マイナンバーカードの保険証利用）システムを導入した。 
 

 

 ２ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績の評価（県） 

・太陽の国各施設の利用者の健康を見守る政策医療機関として、常勤医師２名及び非常勤医師によ

る診療体制の下、施設利用者の健康管理と疾病予防等に取り組んでいる。 

・令和３年度より、有床診療所に移行済（太陽の国病院→太陽の国クリニック）。 

・患者・家族の意見を尊重した看取りの推進等により、入院稼働が減少している。 

福島県太陽の国クリニック

令和３年度 令和４年度

実績 実績

外来患者数（人） 19,061 19,473

文書発行手数料（千円） 1,951 1,885

委託料（千円） 186,945 187,708



・院外処方の推進等により、診療所業務の効率化が進められている。 

 
【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】 

・設備更新にあたっては、コスト面を考慮した機器の導入を行っていることは評価できる。 

・オンライン資格確認システムについては、国が示す期限までに導入することができ、マイナ保険

証への対応が可能となった。 

 ３ 管理運営のモニタリング（県） 

 
モニタリング項目 実施の有無 R3 回数 R4 回数 報告要求項目・検査目的等 
①年度事業計画 有 1 1 管理の体制、業務の内容、管理運営目標達成

のために取り組む具体的内容、業務に要する

経費 
②月例報告 有 12 12 施設の利用状況 
③四半期報告 有 4 4 施設の利用料金の収入状況 
④定期立入検査 有 1 1 事業報告に基づく立入検査 
⑤不定期立入検査 無 － －  
⑥事業報告書 有 1 1 管理業務の実施状況及び利用状況、利用料金

の収入実績、管理運営目標の達成状況、業務

に係る経費の収支状況 
⑦外部委員等評価 無 － －  
⑧その他     

【主な改善等指示事項及びその対応状況】 

 なし 

 ４ 令和５年度以降に予定する取組（指定管理者） 

１ 福祉施設をご利用いただいている患者様及び地域の障がい者を対象とした、福祉医療の推進と地域

医療への貢献 

（１）太陽の国各施設をご利用いただいている患者様に対する定期的・継続的な健康管理を行い、疾病

の予防を図ると同時に、疾病の早期発見・早期治療に努める。 

（２）東京電力福島第１原子力発電所の事故により、仮設施設での避難を余儀なくされている「福島県

浪江ひまわり荘」の患者様に継続して医療支援を行う。 

（３）地域の障がい者が生活しているグループホームの患者様のバックアップ医療機関として健康管理

及び疾病の予防治療に努める。 

（４）高齢者（認知症）、知的障がい、身体障がいを持つ方の診察に習熟した医師が診療にあたり、発

語のない方も自覚症状を訴えられない方も安心して検査・治療が受けられるように努める。 

（５）福祉関係法等に基づき各種診断書及び医師意見書を作成する。 

（６）内科、精神科、整形外科、皮膚科、ペインクリニック内科、外科、歯科の診療を行う。 

（７）福祉医療、地域医療を推進するために福島県保健福祉部及び県立医科大学等と連携し医師確保に

努める。 

（８）難病患者指定医療機関として難病患者の更新申請を受ける。 

２ 医療に従事する職員としての医の倫理の確立と徹底 

（１）全てのスタッフが患者様に十分な医療情報を提供し、納得していただくよう努める。 

（２）患者様の人権の尊重と権利擁護を推進するため、毎朝ミーティングにおいて太陽の国クリニック

スローガン、権利擁護スローガンを唱和する。また、職員倫理綱領遵守状況の定期的な自己点検を行

うとともに、苦情解決制度の更なる充実を図る。 

（３）職員を各種研修会に積極的に参加させ、専門性の向上と知識の習得を図る。 

（４）「社会的入院」の継続や「過剰医療」とならぬよう、特に「人生最終段階における医療」につい

ては、苦痛を伴う一時的な延命治療よりも、患者の尊厳を重視した「平穏死」を選択できるよう、福

祉施設とも協力し、患者様やご家族の意向確認を推進する。 

３ 医療安全管理体制等の確保 

（１）医療安全管理体制及び院内感染防止、褥瘡予防の徹底並びに医療サービスの確保・充実を図

るため、各種管理委員会等を開催する。 

（２）電子カルテのネットワークを積極的に活用し、患者様の情報共有化及び円滑な診療サービスの向



上に努めるとともに、施設医務との情報共有を図る。 

４ コスト意識の高揚と経費の節減 

（１）院外処方の推進により、医薬品の在庫量を抑えるとともに、院外処方箋料を獲得し経営の効率化

を図る。 

（２）事業団中長期経営計画策定委員会の事業計画に則り、管理運営全般について創意工夫と資源の有

効活用を図り、効率的な予算執行に努める。 

（３）太陽光発電設備の設置に伴い、省エネルギー対策推進として省電力化に貢献する。 

５ 医師をはじめとする医療職の人材確保が一層困難な状況下にあるため、医療機関として存続可能な

医療体制の見直しを図る。 

６ 災害時安全管理体制の確立 

（１）日中及び夜間の停電時対応として、非常発電機及び充電式の蓄電池設置により災害時の医療救護

体制に万全を期する。 

（２）災害時の通信体制の充実・強化を図るために、衛星携帯電話による災害時医療連絡体制の整備を

図る。 

 

 ５ 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対応方針 
（県・指定管理者） 

（１）一般外来患者、新規患者の外来診療の制限及び太陽の国各施設におけるクラスター等の発生

により、入院受け入れ制限を行った。 

（２）西郷村と連携し、太陽の国各施設の利用者に対する新型コロナワクチン巡回接種を行った。 

 ６ 外部有識者の意見等（県） 

 新型コロナウイルス感染症のクラスターが発生した場合にも、他の施設から応援職員を派遣する

など、業務を継続するための体制が整えられている。 

 

 ７ 今後の管理運営の方向性（県） 

 今後も指定管理者制度での運営を継続していく。太陽の国各施設の利用者の高齢化や障がいの重

度化に対応できる医療ケアの充実に取り組むとともに、地域に開かれた医療機関としての役割を果

たしていく。 

 

 



【別紙２】 
指定管理者管理運営状況評価表 

施設名  

太陽の国交流センター 

指定 

管理者名 

 

社会福祉法人福島県社会福祉事業団 

指定期間  

R3.4.1 ～ R8.3.31 

担当課名  

保健福祉部保健福祉総務課 

 １ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績（指定管理者） 

（１）研修、宿泊、食堂の各事業等を実施し、太陽の国利用者やご家族を始め、地域住民等の利用

に向け、便宜供与を図った。 

令和３年度：研修６８件１，８６０名、宿泊２５件１２０名、休憩１名 

令和４年度：研修６６件１，２７２名、宿泊５３件２６４名 

（２）消防設備・機器の点検等を図り、消防計画に基づく消火・通報・避難の訓練を実施した。 

（３）地域交流等に活用した。 

・国政選挙等の西郷村地域投票所として活用 
厚生センター

令和３年度 令和４年度
実績 実績

宿泊室使用許可数（件） 25 53
使用料収入額（千円） 409 746
委託料（千円） 5,098 5,098

体育館

 

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目】 
なし 

・令和５年４月１日からの宿泊機能廃止に向けて内部調整に取り組んだ。 

 

 ２ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績の評価（県） 

・近隣に民間の宿泊施設の整備が進んだこと等の理由により、令和３年度、４年度の宿泊室使用数

は低迷している。 

⇒「太陽の国あり方見直し実行計画」に基づき、令和５年４月１日より宿泊機能を廃止 

・地域団体の活動としては、主に障がい者支援にかかる NPO 団体や自主グループの集会に活用さ

れている。 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】 

 令和５年４月１日からの宿泊機能廃止に向けて、各施設との間の調整や利用者に対する周知を丁

寧に進めたことで、円滑な移行につなげた。 

 

 ３ 管理運営のモニタリング（県） 

 

モニタリング項目 実施の有無 R3 回数 R4 回数 報告要求項目・検査目的等 

①年度事業計画 有 １ １ 管理の体制、業務の内容、管理運営目標達成の

ために取り組む具体的内容、業務に要する経費 

②月例報告 有 １２ １２ 使用料の収入状況 

③四半期報告 無 － －  

④定期立入検査 有 １ １ 事業報告に基づく立入検査 

⑤不定期立入検査 無 － －  

⑥事業報告書 有 １ １ 管理業務の実施状況及び利用状況、使用料の収

入実績、管理運営目標の達成状況、業務に係る

経費の収支状況 

⑦外部委員等評価 無 － －  

⑧その他     

【主な改善等指示事項及びその対応状況】 

 なし 

 

 ４ 令和５年度以降に予定する取組（指定管理者） 

（１）研修事業：県・事業団、地域団体等に対し研修室を提供する。 



（２）食堂事業：太陽の国利用者や職員、地域住民等が気軽に食事できるよう配慮する。 

（３）災害時には避難施設として活用する。 

（４）国政選挙等、西郷村内の地域投票所として活用する。 

 

 ５ 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対応方針 
（県・指定管理者） 

・新型コロナウイルス感染症等の各種感染予防のため、施設を利用する方々には手指消毒の協力を

願っている。令和５年５月８日の５類移行後も同様である。 

 

 ６ 外部有識者の意見等（県） 

 令和４年度末に宿泊機能が廃止されたが、部屋を研修会場等に利用するなど、スペースの有効活

用に取り組んでいる。 

 

 ７ 今後の管理運営の方向性（県） 

 今後も指定管理者制度での運営を継続していく。施設・設備の適切な維持管理に努めるなど、安

全な環境を確保し、利用者等へのサービス向上を図る。令和５年４月より宿泊機能を廃止したため、

今後は研修室等の地域利用を更に進めていく必要がある。有効な活用方法や周知の方法を検討して

いく。 

 

 



【別紙３】 
指定管理者管理運営状況評価表 

施設名  

勤労身体障がい者体育館 

指定 

管理者名 

 

社会福祉法人福島県社会福祉事業団 

指定期間  

R3.4.1 ～ R8.3.31 

担当課名  

保健福祉部保健福祉総務課 

 １ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績（指定管理者） 

（１）太陽の国利用者の運動等の場として活用し、併せて地域住民等の利用促進に努めた。 

令和３年度：地域障がい者団体等 ４６件２，００２名 

        地域一般       １９件  ６３４名 

総数６５件２，６３６名 

令和４年度：地域障がい者団体等 ４０件２，３９５名 

地域一般       ３９件  ７３１名 

総数７９件３，１２６名 

（２）消防設備等の保守点検を実施するとともに、施設内外の環境美化に努めた。 

 

令和３年度 令和４年度
実績 実績

使用許可数（件） 65 79
使用料収入額（千円） 50 103
委託料（千円） 2,840 2,840  

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目】 

 なし 

 

 ２ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績の評価（県） 

・ 地域に開かれたスポーツ施設として、地域の障がい者等のサークルをはじめ、各種団体等が気

軽に使用できるよう、運営に取り組んでいる。 

・ 近隣の市町村の体育館整備が進んだことに加え、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、一

般の利用者は固定化され、利用が伸び悩んでいる。 

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】 

 なし 

 

 ３ 管理運営のモニタリング（県） 

 

モニタリング項目 実施の有無 R3 回数 R4 回数 報告要求項目・検査目的等 

①年度事業計画 有 １ １ 管理の体制、業務の内容、管理運営目標達成の

ために取り組む具体的内容、業務に要する経費 

②月例報告 有 １２ １２ 使用料の収入状況 

③四半期報告 無 － －  

④定期立入検査 有 １ １ 事業報告に基づく立入検査 

⑤不定期立入検査 無 － －  

⑥事業報告書 有 １ １ 管理業務の実施状況及び利用状況、使用料の収

入実績、管理運営目標の達成状況、業務に係る

経費の収支状況 

⑦外部委員等評価 無 － －  

⑧その他     

【主な改善等指示事項及びその対応状況】 

 なし 

 ４ 令和５年度以降に予定する取組（指定管理者） 

（１）体育等を通して、健康の維持、増進が図れるよう、太陽の国利用者や地域住民等の利用促進

に努め、効率的な運営を目指す。 

・太陽の国各施設の運動やレクリエーション等を実施するため、設備を開放する。 



・地域の障がい児者やスポーツ団体等に設備等を提供する。 

・施設、設備及び備品の保守点検を実施し、日頃の維持管理に努め、適宜必要な補修等を行う

ことで安全確保に努める。また周辺の草刈り等、環境整備に努める。 

（２）消防計画に基づく防災設備の点検を実施するとともに、災害時等における避難場所として適

宜活用する。 

 ５ 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対応方針 
（県・指定管理者） 

・新型コロナウイルス感染症等の各種感染予防のため、施設を利用する方々には手指消毒の協力を

願っている。令和５年５月８日の５類移行後も同様である。 

 

 ６ 外部有識者の意見等（県） 

 引き続き適正に運営すること。 

 

 

 ７ 今後の管理運営の方向性（県） 

 今後も指定管理者制度での運営を継続していく。引き続き、安全な環境を確保し、利用者等への

サービス向上を図る。利用者の固定化が進んでいることから、地域に開かれた活用方法等幅広く利

活用の方策を検討していく。 

 

 

 

 



【別紙４】 
指定管理者管理運営状況評価表 

施設名  

ばんだい荘あおば 

指定 

管理者名 

 

社会福祉法人福島県社会福祉事業団 

指定期間  

R3.4.1 ～ R8.3.31 

担当課名  

保健福祉部障がい福祉課 

 １ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績（指定管理者） 

（１）お客様本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上 

・「障害者虐待防止法」や「事業団虐待防止指針」等に基づく防止策の徹底及び権利擁護の推 

進 

・個別支援の充実と満足度の向上 

・一人一人の意向を尊重し、地域事業者等と連携した地域生活移行の推進 

・安全、安心、快適なサービスと居住環境の提供 

・障がい特性等に応じた質の高いサービス提供と専門性の向上 

（２）セーフティネット機能の強化 

・協力医療機関、嘱託医、多職種の連携による健康管理の支援 

・法人の他施設等と連携した総合的・専門的な支援と介護等の提供 

・短期入所の推進（専用床） 

令和３年度 延人数８７９名（実人数１１名） 

令和４年度 延人数５９４名（実人数１３名） 

・緊急一時保護（被虐待障がい者等）の積極的受入 

令和３年度 ０件 

令和４年度 ０件 

（３）地域との連携及び地域福祉の推進 

・実習、視察、ボランティア等の積極的受入 

令和３年度 延人数１４６名（実人数１９名） 

令和４年度 延人数１４８名（実人数１７名） 

・ボランティア、市町村、福祉関連事業者等とのネットワークづくりの推進 

・共同生活援助（グループホーム）の運営支援 

・日中一時支援事業（猪苗代町・磐梯町・会津美里町・会津坂下町・喜多方市・北塩原村） 

令和３年度 延人数２７１名（実人数１０名） 

令和４年度 延人数１９９名（実人数 ８名） 

・障がい者相談支援事業等の実施 

・福島県障がい児（者）地域療育等支援事業の実施 

・福島県発達障がい地域支援マネージャー事業の実施 

・福島県障害福祉サービス基盤整備支援アドバイザー事業の実施 

      
 

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目】 

（１）「お客様満足度調査」及びサービスの自己評価（全職員）に基づく目標値達成に向けた取組 

（２）「事業団感染症（インフルエンザ）標準マニュアル」に基づく統一対応 

（３）「事業団防犯マニュアル」に基づく対応及び防犯設備の拡充 

（４）共同生活事業所いなわしろ（グループホーム）の新住居移転と増員 

（５）「福祉避難所への福祉・介護人材の派遣に関する協定」の締結 

 

 

福島県ばんだい荘あおば

令和３年度 令和４年度

実績 実績

施設利用率（％） 97.0 98.5

使用者負担金収入（千円） 33,193 34,169

委託料（千円） 39,330 39,138



 ２ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績の評価（県） 

（１）お客様本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上 

 ・個別支援の充実や地域事業者等と連携した地域生活移行の推進等により、利用者本位のサービ

ス提供、利用者の満足度向上が図られている。 

 ・利用者の権利擁護のための取り組みにより、利用者の安心・安全の確保に努めている。 

 

（２）セーフティネット機能の強化 

 ・医療機関や他施設との連携、短期入所の推進等により、セーフティネット機能の充実・強化が

図られている。 

 

（３）地域との連携及び地域福祉の推進 

 ・実習、視察、ボランティア等を積極的に受け入れるなどして、地域との連携が図られている。 

・グループホームや日中一時支援事業等、多くの地域福祉事業を実施している。 

 

（全般について） 

 ・施設利用率は高く、常に満床に近い状況である。 

・各取組は、利用者の満足度の向上や地域福祉などの、障がい者支援の目的に沿った内容である。 

・基本協定等を遵守し、誠実に業務を実施している。 

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】 

 ・利用者の満足度調査及び全職員におけるサービスの自己評価に基づく目標値達成に向けた取り

組みを行い、利用者の満足度向上及びサービスの質の向上に努めている。 

 

 ３ 管理運営のモニタリング（県） 

 

モニタリング項目 実施の有無 R3 回数 R4 回数 報告要求項目・検査目的等 

①年度事業計画 有 １ １ 管理の体制、業務の内容、管理運営目標達成のため 

に取り組む具体的内容、業務に要する経費 

②月例報告 有 １２ １２ 施設の利用状況 

③四半期報告 有 ４ ４ 施設の利用料金の収入状況 

④定期立入検査 無    

⑤不定期立入検査 無    

⑥事業報告書 有 １ １ 管理業務の実施状況及び利用状況、利用料金の収入 

の実績、管理運営目標の達成状況、業務に係る経費 

の収支状況 

⑦外部委員等評価 無    

⑧その他     

【主な改善等指示事項及びその対応状況】 

 特になし 

 ４ 令和５年度以降に予定する取組（指定管理者） 

（１）お客様主体のサービスの提供と権利擁護の推進 

ア 権利擁護を推進する充実した組織づくり 

・身体拘束廃止を実現する検討会議の定期的開催 

・面談や懇談会等でのご家族の意見や要望等の汲み取りと個別支援への反映 

・家族連絡票による施設生活等に係る情報提供 

・施設運営の透明性の推進 

イ サービスの質及び支援の専門性の向上 

・個別支援の充実 

・疾病の早期発見と早期治療 

・健康状態（身体状況や栄養状況）や食生活を充実する栄養ケアマネジメントの実践 

・満足度調査と全職員サービスの自己評価に基づく満足度目標値と向上の取組 

（２）自立支援と地域生活移行の推進 

・意思決定支援を重視した積極的なグループホーム等の体験及び地域生活移行の推進 

・地域行事や文化活動への積極的参加 



（３）地域福祉の推進とセーフティネットの充実 

・短期入所（専用床）、生活介護通所、日中一時支援の利用促進 

・障がい者地域療育等支援事業 

・発達障がい地域支援マネージャー事業 

・「福島県災害派遣チーム」への派遣協力 

・大規模災害時における福祉避難所への職員派遣協力 

・被虐待障がい者等の緊急受入 

（４）効率的な運営 

・業務改善の推進 

・効率的な予算執行 

 

 ５ 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対応方針 
（県・指定管理者） 

・法人の感染症対策マニュアル及び新型コロナウイルス感染症対応基準等による感染症予防の徹底に

努めている。 

・業務継続計画（ＢＣＰ：感染症）をもとに、新型コロナウイルスを施設内に持ち込まないよう対応し 

ている。 

・業務継続計画（ＢＣＰ：自然災害）をもとに、防災訓練等をとおして災害対策の構築と適切な対応を

習得するとともに、業務継続計画の見直しを行い発生時に備えている。 

 

 ６ 外部有識者の意見等（県） 

コロナ禍で一部のイベント等の開催ができなかったものの、職員への満足度調査等の結果を踏ま

え、サービスの向上に取り組んでいる。 

入所者の地域生活への移行については、コロナ禍の影響により大きく進んでいないものの、入所

者本人や家族の意向に沿った適切な対応がなされている。 

 

 ７ 今後の管理運営の方向性（県） 

施設利用率については高い数値を維持しているが、今後も地域生活への移行を進める中において

も利用率の維持に努める。 

 令和５年度以降も引き続き指定管理者と連携し、利用者の安心・安全の確保や利用者本位となる

サービスの提供に取り組んでいく。 

 当該指定管理者が指定管理委託を受ける別施設の職員による利用者への虐待があったとの報告

を受けており、福島県ばんだい荘あおばにおいても利用者の権利擁護、虐待防止の徹底に努めてい

く。 

 



【別紙５】 
指定管理者管理運営状況評価表 

施設名  

ばんだい荘わかば 

指定 

管理者名 

 

社会福祉法人福島県社会福祉事業団 

指定期間  

R3.4.1 ～ R8.3.31 

担当課名  

保健福祉部障がい福祉課 

 １ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績（指定管理者） 

（１）お客様本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上 

・「障害者虐待防止法」や「事業団虐待防止指針」等に基づく防止策の徹底及び権利擁護の推 

進 

・個別支援の充実と満足度の向上 

・一人一人の意向を尊重し、地域事業者等と連携した地域生活移行の推進 

・安全、安心、快適なサービスと居住環境の提供 

・障がい特性等に応じた質の高いサービス提供と専門性の向上 

（２）セーフティネット機能の強化 

・協力医療機関、嘱託医、多職種の連携による健康管理の支援 

・法人の他施設等と連携した総合的・専門的な支援と介護等の提供 

・短期入所の推進（専用床） 

令和３年度 延人数２１６名（実人数１０名） 

令和４年度 延人数 ８２名（実人数 ７名） 

・緊急一時保護（被虐待障がい者等）の積極的受入 

令和３年度 ５件 

令和４年度 ８件 

（３）地域との連携及び地域福祉の推進 

・実習、視察、ボランティア等の積極的受入 

令和３年度 延人数１４６名（実人数１９名） 

令和４年度 延人数１４８名（実人数１７名） 

・ボランティア、市町村、福祉関連事業者等とのネットワークづくりの推進 

・共同生活援助（グループホーム）の運営支援 

・日中一時支援事業（猪苗代町・磐梯町・会津美里町・会津坂下町・喜多方市・北塩原村） 

令和３年度 延人数５４２名（実人数 ９名） 

令和４年度 延人数３８６名（実人数 ８名） 

・障がい者相談支援事業等の実施 

・福島県障がい児（者）地域療育等支援事業の実施 

・福島県発達障がい地域支援マネージャー事業の実施 

・福島県障害福祉サービス基盤整備支援アドバイザー事業の実施 

      
 

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目】 

（１）「お客様満足度調査」及びサービスの自己評価（全職員）に基づく目標値達成に向けた取組 

（２）「事業団感染症（インフルエンザ）標準マニュアル」に基づく統一対応 

（３）「事業団防犯マニュアル」に基づく対応及び防犯設備の拡充 

（４）共同生活事業所いなわしろ（グループホーム）の新住居移転と増員 

（５）「福祉避難所への福祉・介護人材の派遣に関する協定」の締結 

 

 

福島県ばんだい荘わかば

令和３年度 令和４年度

実績 実績

施設利用率（％） 69.2 64.7

使用者負担金収入（千円） 4,285 3,190

委託料（千円） 38,478 40,186



 ２ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績の評価（県） 

（１）お客様本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上 

 ・個別支援の充実や地域事業者等と連携した地域生活移行の推進等により、利用者本位のサービ

ス提供、利用者の満足度向上が図られている。 

 ・利用者の権利擁護のための取り組みにより、利用者の安心・安全の確保に努めている。 

 

（２）セーフティネット機能の強化 

 ・医療機関や他施設との連携、短期入所の推進等により、セーフティネット機能の充実・強化が

図られている。 

  

（３）地域との連携及び地域福祉の推進 

 ・実習、視察、ボランティア等を積極的に受け入れるなどして、地域との連携が図られている。 

・グループホームや日中一時支援事業等、多くの地域福祉事業を実施している。 

 

（全般について） 

 ・施設利用率は令和３年度から令和４年度にかけて４．５ポイント減少している。施設利用率の

低下については、少子化による児童の減少や、日中一時支援事業等が充実し入所希望者が減少し

ていることが要因と考えられる。 

・各取組は、利用者の満足度の向上や地域福祉などの、障がい児支援の目的に沿った内容である。 

・基本協定等を遵守し、誠実に業務を実施している。 

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】 

 ・利用者の満足度調査及び全職員におけるサービスの自己評価に基づく目標値達成に向けた取り

組みを行い、利用者の満足度向上及びサービスの質の向上に努めている。 

 

 ３ 管理運営のモニタリング（県） 

 

モニタリング項目 実施の有無 R3 回数 R4 回数 報告要求項目・検査目的等 

①年度事業計画 有 １ １ 管理の体制、業務の内容、管理運営目標達成のため 

に取り組む具体的内容、業務に要する経費 

②月例報告 有 １２ １２ 施設の利用状況 

③四半期報告 有 ４ ４ 施設の利用料金の収入状況 

④定期立入検査 無    

⑤不定期立入検査 無    

⑥事業報告書 有 １ １ 管理業務の実施状況及び利用状況、利用料金の収入 

の実績、管理運営目標の達成状況、業務に係る経費 

の収支状況 

⑦外部委員等評価 無    

⑧その他     

【主な改善等指示事項及びその対応状況】 

 特になし 

 ４ 令和５年度以降に予定する取組（指定管理者） 

（１）お客様主体のサービスの提供と権利擁護の推進 

ア 権利擁護を推進する充実した組織づくり 

・身体拘束廃止を実現する検討会議の定期的開催 

・面談や懇談会等でのご家族の意見や要望等の汲み取りと個別支援への反映 

・家族連絡票による施設生活等に係る情報提供 

・施設運営の透明性の推進 

イ サービスの質及び支援の専門性の向上 

・個別支援の充実 

・疾病の早期発見と早期治療 

・健康状態（身体状況や栄養状況）や食生活を充実する栄養ケアマネジメントの実践 

・満足度調査と全職員サービスの自己評価に基づく満足度目標値と向上の取組 

（２）自立支援と地域生活移行の推進 

・意思決定支援を重視した積極的なグループホーム等の体験及び地域生活移行の推進 



・地域行事や文化活動への積極的参加 

（３）地域福祉の推進とセーフティネットの充実 

・短期入所（専用床）、生活介護通所、日中一時支援の利用促進 

・障がい者地域療育等支援事業 

・発達障がい地域支援マネージャー事業 

・「福島県災害派遣チーム」への派遣協力 

・大規模災害時における福祉避難所への職員派遣協力 

・被虐待障がい者等の緊急受入 

（４）効率的な運営 

・業務改善の推進 

・効率的な予算執行 

 

 

 ５ 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対応方針 
（県・指定管理者） 

・法人の感染症対策マニュアル及び新型コロナウイルス感染症対応基準等による感染症予防の徹底に

努めている。 

・業務継続計画（ＢＣＰ：感染症）をもとに、新型コロナウイルスを施設内に持ち込まないよう対応し

ている。 

・業務継続計画（ＢＣＰ：自然災害）をもとに、防災訓練等をとおして災害対策の構築と適切な対応を

習得するとともに、業務継続計画の見直しを行い発生時に備えている。 

 

 ６ 外部有識者の意見等（県） 

 コロナ禍で一部のイベント等の開催ができなかったものの、職員への満足度調査等の結果を踏ま

え、サービスの向上に取り組んでいる。 

入所者の地域生活への移行については、コロナ禍の影響により大きく進んでいないものの、入所

者本人や家族の意向に沿った適切な対応がなされている。 

 

 ７ 今後の管理運営の方向性（県） 

 施設利用率については、現状を踏まえた上で利用率の増に向けて今後検討していく必要がある。 

 令和５年度以降も引き続き指定管理者と連携し、利用者の安心・安全の確保や利用者本位となる

サービスの提供に取り組んでいく。 

 当該指定管理者が指定管理委託を受ける別施設の職員による利用者への虐待があったとの報告

を受けており、福島県ばんだい荘わかばにおいても利用者の権利擁護、虐待防止の徹底に努めてい

く。 

 



【別紙６】 
指定管理者管理運営状況評価表 

施設名  

太陽の国（ひばり寮） 

指定 
管理者名 

 

社会福祉法人福島県社会福祉事業団 

指定期間  

R3.4.1 ～ R8.3.31 

担当課名  

保健福祉部障がい福祉課 

 １ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績（指定管理者） 

（１）お客様の意向を尊重した、尊厳を保つサービスの提供 

・障害者差別解消法や障害者虐待防止法を踏まえ、職員研修、虐待防止委員による相談受付の機会 

の拡大等、虐待防止体制を構築するとともに、権利擁護の推進を図るため、お客様参加のもと権利 

擁護推進委員会を毎月開催した。また、倫理綱領、職員行動規範の自己チェック及び虐待防止委員 

による聴き取り調査を行い、権利擁護の推進に努めた。 

・障害者総合支援法に基づき、お客様一人一人のさらなる支援の充実を目指し、楽しみと潤いのあ 

る日中活動と生活環境づくりを進めるとともに、地域生活移行やふるさと移行等を目指しているお 

客様に対しては、出身市町村や関係機関との連携を密にし、社会資源を掘り起こし、それらを積極 

的に活用することで、お客様の望む生活へスムーズに移行できるよう支援した。 

（２）職員の資質向上とお客様の安心と満足の追求 

・高次脳機能障がいや精神障がい、認知症等の新たな障がい福祉ニーズに対応するため、感染症

対策に配慮しながらリモート研修等の参加を含め各種専門研修に職員を派遣し、専門性の向上と

支援の強化を図った。また福祉施設における喀痰吸引等の医療的ケアについて福島県等が実施す

る研修会等に積極的に派遣し、専門技術等の向上に努めた。 

・食生活をより豊かで楽しくするために、選択食をより充実させ、各種行事（ひばり夏祭り、忘年 

会等）において特別メニューを提供し、楽しく和やかな雰囲気の中で食事ができるよう努めた。感 

染症対策を考慮しバイキング食は実施しなかった。 

・お客様一人一人の声を大切にした、潤いと楽しみのある生活環境づくりに努めるとともに、魅力 

ある日中活動（アクティビティ支援等）や各種訓練、レクリエーション等を効果的に実施できるよ 

う努めた。 

（３）必要・即応・効果の三原則による効率的な運営 

・職員自らの問題解決能力を高め、業務改善に努めた。 

・効率的な予算執行について、機会ある毎に職員への周知を図った。 

      

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目】 

（１）身体拘束等適正化指針に則った取組と検証 

（２）感染症及び自然災害発生時における業務継続計画の策定とこれに基づいた研修、訓練及び計画見 

直し 

（３）社会福祉士実習指導者の養成及び実習受入れ 

 ２ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績の評価（県） 

（１）お客様の意向を尊重した、尊厳を保つサービスの提供 

・虐待防止体制の構築及び権利擁護の推進を図るとともに、利用者の意向を尊重して地域移行へ

取り組む等、利用者の安心・安全の確保及び利用者の意向を尊重したサービスの提供に努めてい

る。 

 

（２）職員の資質向上とお客様の安心と満足の追求 

・各種研修による職員の資質向上、選択食の充実や日中活動等の効果的な取り組みにより、利用

者の安心・安全の確保及びサービスの充実が図られている。 

福島県ひばり寮

令和３年度 令和４年度

実績 実績

施設利用率（％） 88.5 86.6

使用者負担金収入（千円） 37,441 36,819

委託料（千円） 52,198 54,905



 

（３）必要・即応・効果の三原則による効率的な運営 

 ・業務改善及び予算の効率的な執行により、効率的な運営が図られている。 

 

（全般について） 

・施設利用率は、令和３年度から令和４年度にかけて１．９ポイント減少している。 

・各取組は、利用者の満足度の向上や地域福祉などの障がい者支援の目的に沿った内容である。 

・基本協定等を遵守し、誠実に業務を実施している。 

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】 
 ・感染症及び自然災害発生時における業務継続計画の策定及び計画に基づく研修、訓練を実施し、

緊急時における利用者の安全の確保に努めている。 

 ３ 管理運営のモニタリング（県） 

 

モニタリング項目 実施の有無 R3 回数 R4 回数 報告要求項目・検査目的等 

①年度事業計画 有 １ １ 管理の体制、業務の内容、管理運営目標達成のため 

に取り組む具体的内容、業務に要する経費 

②月例報告 有 １２ １２ 施設の利用状況 

③四半期報告 有 ４ ４ 施設の利用料金の収入状況 

④定期立入検査 無    

⑤不定期立入検査 無    

⑥事業報告書 有 １ １ 管理業務の実施状況及び利用状況、利用料金の収入 

の実績、管理運営目標の達成状況、業務に係る経費 

の収支状況 

⑦外部委員等評価 無    

⑧その他     

【主な改善等指示事項及びその対応状況】 

 特になし 

 ４ 令和５年度以降に予定する取組（指定管理者） 

（１）お客様の意向を尊重した、尊厳を保つサービスの提供 

・障害者虐待防止法や障害者差別解消法を踏まえ、職員研修、虐待防止委員による相談受付の 

機会の拡大等、虐待防止体制を堅持するとともに、権利擁護の推進を図るため、お客様参加の 

もと権利擁護推進委員会を毎月開催する。また、倫理綱領、職員行動規範の自己チェック及び 

虐待防止委員による聴き取り調査を行い、権利擁護の推進に努める。 

・障害者総合支援法に基づき、お客様一人一人のさらなる支援の充実を目指し、楽しみと潤い 

のある日中活動と生活環境づくりを進めるとともに、地域生活移行やふるさと移行等を目指し 

ているお客様に対しては、出身市町村や関係機関との連携を密にし、社会資源を掘り起こし、 

それらを積極的に活用することで、お客様の望む生活への移行がスムーズにできるよう支援す 

る。 

（２）職員の資質向上とお客様の安心と満足の追求 

・高次脳機能障がいや精神障がい、認知症等の新たな障がい福祉ニーズに対応するため、各種 

専門研修に積極的に職員を派遣し、専門性の向上と支援の強化を図る。また福祉施設における 

喀痰吸引等の医療的ケアについて、福島県等が実施する研修会等に積極的に派遣し専門技術等 

の向上に努める。 

・食生活をより豊かで楽しくするために、選択食やバイキング食等をより充実させ、各種行事 

（西郷さくら祭り、ひばり夏祭り、忘年会等）においては楽しく和やかな雰囲気の中で食事が 

できるよう努める。 

・お客様一人一人の声を大切にした、潤いと楽しみのある生活環境づくりに努めるとともに、 

魅力ある日中活動（アクティビティ支援等）や各種訓練、レクリエーション等を効果的に実施 

できるよう努める。 

（３）必要・即応・効果の三原則による効率的な運営 

・職員自らの問題解決能力を高め、業務改善に努める。 

・効率的な予算執行について、機会ある毎に職員への周知を図る。 

 



 ５ 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対応方針 
（県・指定管理者） 

・新型コロナウイルス感染症クラスター発生時の対応に係る支出（衛生用品の購入等）が増えてい

るため、引き続き感染症予防の徹底及び効率的な予算執行に努めていく。 

・新型コロナウイルス感染予防対策としてのリスクマネジメントと生活者としてのお客様の権利擁

護を妥当な水準で両立していくため、法人とともにサービス提供のあり方を検討していく。 

 ６ 外部有識者の意見等（県） 

 コロナ禍で一部のイベント等の開催ができなかったものの、職員への満足度調査等の結果を踏ま

え、サービスの向上に取り組んでいる。 

入所者の地域生活への移行については、コロナ禍の影響により大きく進んでいないものの、入所

者本人や家族の意向に沿った適切な対応がなされている。 

 

 ７ 今後の管理運営の方向性（県） 

課題とされている施設利用率については、今後も地域生活への移行を進める中においても利用率

の増に努める。 

 令和５年度以降も引き続き指定管理者と連携し、利用者の安心・安全の確保や利用者本位となる

サービスの提供に取り組んでいく。 

 当該指定管理者が指定管理委託を受ける別施設の職員による利用者への虐待があったとの報告

を受けており、福島県ひばり寮においても利用者の権利擁護、虐待防止の徹底に努めていく。 

 



【別紙７】 
指定管理者管理運営状況評価表 

施設名  

太陽の国（かしわ荘） 

指定 

管理者名 

 

社会福祉法人福島県社会福祉事業団 

指定期間  

R3.4.1 ～ R8.3.31 

担当課名  

保健福祉部障がい福祉課 

 １ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績（指定管理者） 

（１）お客様本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上 

・全職員によるサービスの自己評価と改善取組 

・満足度調査と目標値の設定 

・「障害者虐待防止法」及び「事業団虐待防止指針」等に基づく権利擁護の取組 

・身体拘束適正化委員会の設置による身体拘束廃止に向けた検討会の開催 

・懇談会や面談等によるご家族の意見等の汲み取りと支援への反映 

・お客様の意向を尊重し、ご家族の理解を得た地域生活移行の取組 

・安全、安心、快適なサービスと居住環境の提供 

（２）セーフティネット機能の充実 

・太陽の国クリニック（協力医療機関）、嘱託医、多職種連携による医療的ケア利用者への充

実した支援の提供 

・太陽の国各施設等と連携した、総合的、専門的支援や介護等の提供 

・短期入所（空床）の受入 

令和３年度：延人数１５１名（実人数４名） 

令和４年度：延人数５名（実人数１名） 

（３）地域との連携及び地域福祉の推進 

・共同生活援助（共同生活事業所にしごう）の運営支援 

 令和３年度グループホーム「かがやき」の設置 

・実習、視察、ボランティア等の積極的受入 

令和３年度：延人数３５名（３件） 

令和４年度：延人数４３名（６件） 

・ボランティア、市町村、福祉関連事業者等とのネットワークづくりへの参画 

・障がい者の継続雇用 

 

           
 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目】 

（１）毎月、権利擁護推進・虐待防止・身体拘束適正化委員会を開催し、身体拘束等適正化指針に則っ

た取組と検証 

（２）法人内の他の施設で実施された外部専門家によるサービスの検証結果の共有 

（３）法人の感染症対策マニュアル及び新型コロナウイルス感染症対応基準等による感染症予防と業務

継続計画（ＢＣＰ：感染症）を見直し 

（４）災害対策の構築と適切な対応を習得する訓練等の実践及び業務継続計画（ＢＣＰ：自然災害）の 

作成 

（５）新型コロナウイルス感染症によるクラスター対策の職員応援事業への登録 

 

 ２ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績の評価（県） 

（１）お客様本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上 

 ・全職員によるサービスの自己評価及び満足度調査に基づく目標値の設定等により、利用者本位

のサービス提供、利用者の満足度向上が図られている。 

福島県かしわ荘

令和３年度 令和４年度

実績 実績

施設利用率（％） 95.5 95.2

使用者負担金収入（千円） 42,642 42,309 使用者負担金収入（千円）

委託料（千円） 30,320 30,414 R3

ばんだい荘わかば

ばんだい荘あおば



 ・利用者の権利擁護のための取り組み、身体拘束適正化委員会の設置等により、利用者の安心・

安全の確保に努めている。 

 

（２）セーフティネット機能の充実 

 ・医療機関や他施設との連携、短期入所の推進等により、セーフティネット機能の充実・強化が

図られている。 

 

（３）地域との連携及び地域福祉の推進 

 ・実習、視察、ボランティア等の積極的な受入れ、障がい者の継続雇用など、地域福祉の推進の

ための取り組みを行っている。 

 

（全般について） 

・施設利用率は、高い数値を維持している。 

・各取組は、利用者の満足度の向上や地域福祉などの、障がい者支援の目的に沿った内容である。 

・基本協定等を遵守し、誠実に業務を実施している。 

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】 

・利用者の権利擁護・虐待防止のための取り組みや業務継続計画の作成・見直し等、利用者の安
心・安全の確保に努めている。 

・サービスの質の向上及び地域移行に向けた活動を積極的に実施していることは高く評価でき

る。 

 ３ 管理運営のモニタリング（県） 

 

モニタリング項目 実施の有無 R3 回数 R4 回数 報告要求項目・検査目的等 

①年度事業計画 有 １ １ 管理の体制、業務の内容、管理運営目標達成のため 

に取り組む具体的内容、業務に要する経費 

②月例報告 有 １２ １２ 施設の利用状況 

③四半期報告 有 ４ ４ 施設の利用料金の収入状況 

④定期立入検査 無    

⑤不定期立入検査 無    

⑥事業報告書 有 １ １ 管理業務の実施状況及び利用状況、利用料金の収入 

の実績、管理運営目標の達成状況、業務に係る経費 

の収支状況 

⑦外部委員等評価 無    

⑧その他     

【主な改善等指示事項及びその対応状況】 

 特になし 

 ４ 令和５年度以降に予定する取組（指定管理者） 

（１）意思決定支援の充実 

・お客様により分かりやすい情報提供と体験の機会を設けた意思形成支援 

・言葉のみならず様々な形で表出される意思を丁寧に汲み取る意思表出支援 

・お客様の意思が最大限に反映された選択を行う自己決定を尊重 

（２）権利擁護を推進する充実した組織づくり 

・施設サービス外部評価委員のモニター活動による外部評価や福祉サービス第三者評価基準によ

る施設評価をとおしてサービスの改善、向上 

・虐待防止法等関連研修への参加促進及び内部研修充実 

・身体拘束等適正化指針に則った取組と検証 

・苦情・要望等の出しやすい雰囲気、環境作りに努めるとともに意見要望を傾聴し迅速かつ適切

な対応 

（３）お客様本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上 

・お客様及びご家族を対象とした満足度調査項目の見直し 

・地域生活を意識した活動の継続 

・相談事業所等と連携した事業所見学や利用体験等の推進 

（４）安全、安心な支援と快適な居住環境の提供 



・施設リスクマネジャーの指導に基づく事故原因の検証と再発防止策の徹底 

・疾病の早期発見・早期治療と緊急時・急変時における医療機関との連携 

・法人の感染症対策マニュアル及び新型コロナウイルス感染症対応基準等による感染症予防と業

務継続計画（ＢＣＰ：感染症）の見直し 

・災害対策の構築と適切な対応を習得する訓練等の実践及び業務継続計画（ＢＣＰ）の見直し 

・高齢化・重度化等に対応した居住空間の確保 

（５）地域福祉の推進とセーフティネットの充実 

・被虐待障がい者等の緊急受入 

・新型コロナウイルス感染症によるクラスター対策の応援等の事業への職員派遣 

・地域における共生・協調のためのネットワーク化への参画 

・実習、視察、ボランティア等の積極的な受入 

（６）コスト意識の高揚と経費削減の推進 

・施設の入退所の迅速化 

・費用対効果を考慮した予算執行 

・業務改善活動の充実 

（７）新築建替移転 

・令和６年４月１日予定 

 

 ５ 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対応方針 
（県・指定管理者） 

・法人の感染症対策マニュアル及び新型コロナウイルス感染症対応基準による感染症予防の徹底に

努めている。 

・業務継続計画（BCP：感染症)をもとに、新型コロナウイルスを施設内に持ち込まないよう対応し

ている。 

・業務継続計画（BCP：自然災害）をもとに、防災訓練等をとおして災害対策の構築と適切な対応を習

得するとともに、業務継続計画の見直しを行い発生時に備えている。 

・女子入所希望者減により定員割れしているため、今後の利用者の推移については注視していくと

ともに、必要があれば利用定員の見直しを検討する等、施設利用率の向上に努める。 

 

 ６ 外部有識者の意見等（県） 

 虐待防止に関する指針及び身体拘束に係る指針を作成するとともに、感染症に対応した業務継続

計画を作成するなど、国の指針に基づいた対応がなされている。 

コロナ禍で一部のイベント等の開催ができなかったものの、職員への満足度調査等の結果を踏ま

え、サービスの向上に取り組んでいる。 

入所者の地域生活への移行については、コロナ禍の影響により大きく進んでいないものの、入所

者本人や家族の意向に沿った適切な対応がなされている。 

 

 ７ 今後の管理運営の方向性（県） 

施設利用率については高い数値を維持しているが、今後も地域生活への移行を進める中において

も利用率の維持及び向上に努める。 

令和５年度以降も引き続き指定管理者と連携し、利用者の安心・安全の確保や利用者本位となる

サービスの提供に取り組んでいく。 

当該指定管理者が指定管理委託を受ける別施設の職員による利用者への虐待があったとの報告

を受けており、福島県かしわ荘においても利用者の権利擁護、虐待防止の徹底に努めていく。 

 



【別紙８】 
指定管理者管理運営状況評価表 

施設名  

太陽の国（けやき荘） 

指定 

管理者名 

 

社会福祉法人福島県社会福祉事業団 

指定期間  

R3.4.1 ～ R8.3.31 

担当課名  

保健福祉部障がい福祉課 

 １ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績（指定管理者） 

（１）お客様本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上 

・全職員によるサービスの自己評価と改善取組 

・満足度調査と目標値の設定 

・「障害者虐待防止法」及び「事業団虐待防止指針」等に基づく権利擁護の取組 

・身体拘束適正化委員会の設置による身体拘束廃止に向けた検討会の開催 

・懇談会や面談等によるご家族の意見等の汲み取りと支援への反映 

・お客様の意向を尊重し、ご家族の理解を得た地域生活移行の取組 

・安全、安心、快適なサービスと居住環境の提供 

（２）セーフティネット機能の充実 

・太陽の国クリニック（協力医療機関）、嘱託医、多職種連携による医療的ケア利用者への充

実した支援の提供 

・太陽の国各施設等と連携した、総合的、専門的支援や介護等の提供 

・短期入所（空床）の受入 

令和３年度：延人数１２名（実人数１名） 

令和４年度：延人数２６名（実人数２名） 

（３）地域との連携及び地域福祉の推進 

・実習、視察、ボランティア等の積極的受入 

令和３年度：延人数２３名（実人数５名） 

令和４年度：延人数６名（実人数６名） 

・ボランティア、市町村、福祉関連事業者等とのネットワークづくりへの参画 

・障がい者の継続雇用 

      

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目】 

（１）毎月、権利擁護推進・虐待防止・身体拘束適正化委員会を開催し、身体拘束等適正化指針に則っ

た取組と検証 

（２）法人内の他の施設で実施された外部専門家によるサービスの検証結果の共有 

（３）ステップアップ活動の推進とし、施設内での地域生活を意識した活動（調理体験等）の実施 

（４）法人の感染症対策マニュアル及び新型コロナウイルス感染症対応基準等による感染症予防ととも

に、業務継続計画（ＢＣＰ：感染症）の見直し 

（５）災害対策の構築と適切な対応を習得する訓練等の実践とともに、業務継続計画（ＢＣＰ：自然災 

害）の作成 

（６）新型コロナウイルス感染症によるクラスター対策の職員応援事業への登録 

 

 ２ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績の評価（県） 

（１）お客様本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上 

 ・全職員によるサービスの自己評価及び満足度調査に基づく目標値の設定等により、利用者本位

のサービス提供、利用者の満足度向上が図られている。 

 ・利用者の権利擁護のための取り組み、身体拘束適正化委員会の設置等により、利用者の安心・

福島県けやき荘

令和３年度 令和４年度

実績 実績

施設利用率（％） 98.4 94.4

使用者負担金収入（千円） 41,818 41,551

委託料（千円） 28,567 29,750



安全の確保に努めている。 

 

（２）セーフティネット機能の充実 

 ・医療機関や他施設との連携、短期入所の推進等により、セーフティネット機能の充実・強化が

図られている。 

 

（３）地域との連携及び地域福祉の推進 

 ・実習、視察、ボランティア等の積極的な受入れ、障がい者の継続雇用など、地域福祉の推進の

ための取り組みを行っている。 

 

（全般について） 

 ・施設利用率は、令和３年度から令和４年度にかけて４．０ポイント減少している。 

・各取組は、利用者の満足度の向上や地域福祉などの、障がい者支援の目的に沿った内容である。 

・基本協定等を遵守し、誠実に業務を実施している。 

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】 

・利用者の権利擁護・虐待防止のための取り組みや業務継続計画の作成・見直し等、利用者の安

心・安全の確保に努めている。 

・サービスの質の向上及び地域移行に向けた活動を積極的に実施していることは高く評価でき

る。 

 ３ 管理運営のモニタリング（県） 

 

モニタリング項目 実施の有無 R3 回数 R4 回数 報告要求項目・検査目的等 

①年度事業計画 有 １ １ 管理の体制、業務の内容、管理運営目標達成のため 

に取り組む具体的内容、業務に要する経費 

②月例報告 有 １２ １２ 施設の利用状況 

③四半期報告 有 ４ ４ 施設の利用料金の収入状況 

④定期立入検査 無    

⑤不定期立入検査 無    

⑥事業報告書 有 １ １ 管理業務の実施状況及び利用状況、利用料金の収入 

の実績、管理運営目標の達成状況、業務に係る経費 

の収支状況 

⑦外部委員等評価 無    

⑧その他     

【主な改善等指示事項及びその対応状況】 

 特になし 

 ４ 令和５年度以降に予定する取組（指定管理者） 

（１）意思決定支援の充実 

・お客様により分かりやすい情報提供と体験の機会を設けた意思形成支援 

・言葉のみならず様々な形で表出される意思を丁寧に汲み取る意思表出支援 

・お客様の意思が最大限に反映された選択を行う自己決定を尊重 

（２）権利擁護を推進する充実した組織づくり 

・施設サービス外部評価委員のモニター活動による外部評価や福祉サービス第三者評価基準による施

設評価をとおしてサービスの改善、向上 

・虐待防止法等関連研修への参加促進及び内部研修充実 

・身体拘束等適正化指針に則った取組と検証 

・苦情・要望等の出しやすい雰囲気、環境作りに努めるとともに意見要望を傾聴し迅速かつ適切な 

対応 

（３）お客様本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上 

・お客様及びご家族を対象とした満足度調査項目の見直し 

・地域生活を意識した活動の継続 

・相談事業所等と連携した事業所見学や利用体験等の推進 

（４）安全、安心な支援と快適な居住環境の提供 

・施設リスクマネジャーの指導に基づく事故原因の検証と再発防止策の徹底 



・疾病の早期発見・早期治療と緊急時・急変時における医療機関との連携 

・法人における「感染症対策マニュアル」及び「新型コロナウイルス感染症対応基準」による感染症

予防と業務継続計画（ＢＣＰ）の見直し 

・災害対策の構築と適切な対応を習得する訓練等の実践及び業務継続計画（ＢＣＰ）の見直し 

・高齢化・重度化等に対応した居住空間の確保 

（５）地域福祉の推進とセーフティネットの充実 

・被虐待障がい者等の緊急受入 

・新型コロナウイルス感染症によるクラスター対策の応援等の事業への職員派遣 

・地域における共生・協調のためのネットワーク化への参画 

・実習、視察、ボランティア等の積極的な受入 

（６）コスト意識の高揚と経費削減の推進 

・施設の入退所の迅速化 

・費用対効果を考慮した予算執行 

・業務改善活動の充実 

（７）新築建替移転 

 ・令和５年６月１日 

 

 ５ 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対応方針 
（県・指定管理者） 

・法人の感染症対策マニュアル及び新型コロナウイルス感染症対応基準による感染症予防の徹底に

努めている。 

・業務継続計画（BCP：感染症)をもとに、新型コロナウイルスを施設内に持ち込まないよう対応し

ている。 

・業務継続計画（BCP：自然災害)をもとに、防災訓練を通して災害対策の構築と適切な対応を習得

するとともに、業務継続計画の見直しを行い発生時に備えている。 

 

 ６ 外部有識者の意見等（県） 

コロナ禍で一部のイベント等の開催ができなかったものの、職員への満足度調査等の結果を踏ま

え、サービスの向上に取り組んでいる。 

入所者の地域生活への移行については、コロナ禍の影響により大きく進んでいないものの、入所

者本人や家族の意向に沿った適切な対応がなされている。 

 

 ７ 今後の管理運営の方向性（県） 

施設利用率については高い数値を維持しているが、今後も地域生活への移行を進める中において

も利用率の維持に努める。 

 令和５年度以降も引き続き指定管理者と連携し、利用者の安心・安全の確保や利用者本位となる

サービスの提供に取り組んでいく。 

 令和４年９月１１日に職員による利用者への虐待があったとの報告を令和５年１２月２５日に指

定管理者より受けており、施設及び指定管理者に対する聞き取り等を通して原因究明と再発防止に

努めていく。 

 



【別紙９】 
指定管理者管理運営状況評価表 

施設名  

太陽の国（かえで荘） 

指定 
管理者名 

 

社会福祉法人福島県社会福祉事業団 

指定期間  

R3.4.1 ～ R8.3.31 

担当課名  

保健福祉部障がい福祉課 

 １ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績（指定管理者） 

（１）お客様本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上 

・全職員によるサービスの自己評価と改善取組 

・満足度調査と目標値の設定 

・「障害者虐待防止法」及び「事業団虐待防止指針」等に基づく権利擁護の取組 

・身体拘束適正化委員会の設置による身体拘束廃止に向けた検討会の開催 

・懇談会や面談等によるご家族の意見等の汲み取りと支援への反映 

・利用者の意向を尊重し、ご家族の理解を得た地域生活移行の取組 

・安全、安心、快適なサービスと居住環境の提供 

（２）セーフティネット機能の充実 

・太陽の国クリニック（協力医療機関）、嘱託医、多職種連携による医療的ケア利用者への充

実した支援の提供 

・太陽の国各施設等と連携した、総合的、専門的支援や介護等の提供 

・短期入所（空床）の受入 

令和３年度：受入なし 

令和４年度：受入なし 

（３）地域との連携及び地域福祉の推進 

・実習、視察、ボランティア等の積極的受入 

令和３年度：延人数２６名（実人数３名） 

令和４年度：延人数５９名（実人数７名） 

・ボランティア、市町村、福祉関連事業者等とのネットワークづくりへの参画 

・障がい者の継続雇用 

      

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目】 

（１）毎月、権利擁護推進・虐待防止・身体拘束適正化委員会を開催し、身体拘束等適正化指針に則っ

た取組と検証 

（２）法人内の他の施設で実施された外部専門家によるサービスの検証結果の共有 

（３）ステップアップ活動の推進とし、施設内での地域生活を意識した活動（調理体験等）の実施 

（４）法人の感染症対策マニュアル及び新型コロナウイルス感染症対応基準等による感染症予防と業務

継続計画（ＢＣＰ：感染症）を見直し 

（５）災害対策の構築と適切な対応を習得する訓練等の実践及び業務継続計画（ＢＣＰ：自然災害）の 

作成 

（６）新型コロナウイルス感染症によるクラスター対策の職員応援事業への登録 

 

 ２ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績の評価（県） 

（１）お客様本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上 

 ・全職員によるサービスの自己評価及び満足度調査に基づく目標値の設定等により、利用者本位

のサービス提供、利用者の満足度向上が図られている。 

 ・利用者の権利擁護のための取り組み、身体拘束適正化委員会の設置等により、利用者の安心・

福島県かえで荘 太陽の国（ひばり寮）

令和３年度 令和４年度 太陽の国（かしわ荘）

実績 実績 太陽の国（けやき荘）

施設利用率（％） 93.1 91.8 太陽の国（かえで荘）

使用者負担金収入（千円） 51,685 52,527

委託料（千円） 35,768 38,423



安全の確保に努めている。 

 

（２）セーフティネット機能の充実 

 ・医療機関や他施設との連携、短期入所の推進等により、セーフティネット機能の充実・強化が

図られている。 

 

（３）地域との連携及び地域福祉の推進 

 ・実習、視察、ボランティア等の積極的な受入れ、障がい者の継続雇用など、地域福祉の推進の

ための取り組みを行っている。 

 

（全般について） 

 ・施設利用率は、令和３年度から令和４年度にかけて１．３ポイント減少している。 

・各取組は、利用者の満足度の向上や地域福祉などの、障がい者支援の目的に沿った内容である。 

・基本協定等を遵守し、誠実に業務を実施している。 

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】 
 ・利用者の権利擁護・虐待防止のための取り組みや業務継続計画の作成・見直し等、利用者の安

心・安全の確保に努めている。 

・サービスの質の向上及び地域移行に向けた活動を積極的に実施していることは高く評価でき

る。 

 ３ 管理運営のモニタリング（県） 

 

モニタリング項目 実施の有無 R3 回数 R4 回数 報告要求項目・検査目的等 

①年度事業計画 有 １ １ 管理の体制、業務の内容、管理運営目標達成のため 

に取り組む具体的内容、業務に要する経費 

②月例報告 有 １２ １２ 施設の利用状況 

③四半期報告 有 ４ ４ 施設の利用料金の収入状況 

④定期立入検査 無    

⑤不定期立入検査 無    

⑥事業報告書 有 １ １ 管理業務の実施状況及び利用状況、利用料金の収入 

の実績、管理運営目標の達成状況、業務に係る経費 

の収支状況 

⑦外部委員等評価 無    

⑧その他     

【主な改善等指示事項及びその対応状況】 

 特になし 

 ４ 令和５年度以降に予定する取組（指定管理者） 

（１）意思決定支援の充実 

・お客様により分かりやすい情報提供と体験の機会を設けた意思形成支援 

・言葉のみならず様々な形で表出される意思を丁寧に汲み取る意思表出支援 

・お客様の意思が最大限に反映された選択を行う自己決定を尊重 

（２）権利擁護を推進する充実した組織づくり 

・施設サービス外部評価委員のモニター活動による外部評価や福祉サービス第三者評価基準による施

設評価をとおしてサービスの改善、向上 

・虐待防止法等関連研修への参加促進及び内部研修充実 

・身体拘束等適正化指針に則った取組と検証 

・苦情・要望等の出しやすい雰囲気、環境作りに努めるとともに意見要望を傾聴し迅速かつ適切な 

対応 

（３）お客様本位のサービスの提供と一人一人の満足度の向上 

・お客様及びご家族を対象とした満足度調査項目の見直し 

・地域生活を意識した活動の継続 

・相談事業所等と連携した事業所見学や利用体験等の推進 

（４）安全、安心な支援と快適な居住環境の提供 

・施設リスクマネジャーの指導に基づく事故原因の検証と再発防止策の徹底 



・疾病の早期発見・早期治療と緊急時・急変時における医療機関との連携 

・法人における「感染症対策マニュアル」及び「新型コロナウイルス感染症対応基準」による感染症

予防と業務継続計画（ＢＣＰ）の見直し 

・災害対策の構築と適切な対応を習得する訓練等の実践及び業務継続計画（ＢＣＰ）の見直し 

・高齢化・重度化等に対応した居住空間の確保 

（５）地域福祉の推進とセーフティネットの充実 

・被虐待障がい者等の緊急受入 

・新型コロナウイルス感染症によるクラスター対策の応援等の事業への職員派遣 

・地域における共生・協調のためのネットワーク化への参画 

・実習、視察、ボランティア等の積極的な受入 

（６）コスト意識の高揚と経費削減の推進 

・施設の入退所の迅速化 

・費用対効果を考慮した予算執行 

・業務改善活動の充実 

 

 ５ 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対応方針 
（県・指定管理者） 

・法人の感染症対策マニュアル及び新型コロナウイルス感染症対応基準等による感染症予防の徹底に

努めている。 

・業務継続計画（ＢＣＰ：感染症）をもとに、新型コロナウイルスを施設内に持ち込まないよう対応し 

ている。 

・業務継続計画（ＢＣＰ：自然災害）をもとに、防災訓練等をとおして災害対策の構築と適切な対応を 

習得するとともに、業務継続計画の見直しを行い発生時に備えている。 

 

 ６ 外部有識者の意見等（県） 

虐待防止に関する指針及び身体拘束に係る指針を作成するとともに、感染症に対応した業務継続

計画を作成するなど、国の指針に基づいた対応がなされている。 

コロナ禍で一部のイベント等の開催ができなかったものの、職員への満足度調査等の結果を踏ま

え、サービスの向上に取り組んでいる。 

入所者の地域生活への移行については、コロナ禍の影響により大きく進んでいないものの、入所

者本人や家族の意向に沿った適切な対応がなされている。 

 

 ７ 今後の管理運営の方向性（県） 

施設利用率については高い数値を維持しているが、今後も地域生活への移行を進める中において

も利用率の維持に努める。 

 令和５年度以降も引き続き指定管理者と連携し、利用者の安心・安全の確保や利用者本位となる

サービスの提供に取り組んでいく。 

 当該指定管理者が指定管理委託を受ける別施設の職員による利用者への虐待があったとの報告

を受けており、福島県かえで荘においても利用者の権利擁護、虐待防止の徹底に努めていく。 

 



【様式１０】 
指定管理者管理運営状況評価表 

施設名 ふくしま医療機器開発支援センター 指定 

管理者名 

一般財団法人ふくしま医療機器産業推

進機構 

 

指定期間 R3.4.1 ～ R8.3.31 

 

担当課名 商工労働部医療関連産業集積推進室 

 

 １ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績（指定管理者） 

 

〇 令和 3年度から第 2期指定管理をスタートさせたセンターは、生物学的及び電気・物性・化学

分析の安全性試験、マッチングやコンサルティング、各種委託事業の推進など、企業が持つ課題

に的確に応えていく「課題解決型業務」を充実させるとともに、AMED 事業を始め、アカデミアや

企業等との連携を図り、試験受託にとどまらない攻めの姿勢によって高い将来性が見込まれる先

進的な取組や新しい事業にチャレンジする「研究開発推進型業務」の 2つの柱を推し進めること

で、「国内随一の医療機器開発支援拠点」を目指している。 

 

〇 このため、初めに組織体制の強化に取り組んだ。理事長を補佐し、組織を統括する常勤ポスト

として副理事長を新たに設けるとともに、県商工労働部長を退職した者を新たに専務理事として

迎え入れた。また、センター事業の舵を切って活動する事業企画推進部長に医療関連産業の推進

に長年従事した県職員が派遣されたほか、国立医薬品食品衛生研究所や PMDA に在籍していた者

を非常勤職員として迎え入れるなど、機構組織の体制強化に取り組んだ。 

 

〇 一方、第 2期指定管理をスタートさせるにあたり、いくつかの課題も抱えていた。 

①センターが外部に全く認知されていない 

②センター内の組織、構成員が未習熟（教育・研修体制が未構築） 

③構成員が定着しない（生物試験Ｇには開設時の職員がほとんどいない） 

④平成 30 年度からの経営改善計画達成を最優先 

⑤組織内のルール整備もすべて未完の状態 

⑥GLP 試験、ISO 試験の経験を十分積むことができていない 

 

〇 そこで、令和 3 年度～4 年度は、センターの認知度向上、組織内のルールの確立、組織文化・

風土の醸成、構成員の成長によって、長期的な視点で組織及び構成員が成長し、安定化していく

ことを重点化することとした。 

  詳細は【令和 3年度、令和 4年度に新たに取り組んだ項目】に記述するが、最初に組織改編に

着手した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

令和３年４月１日現在 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理事長 

副理事長 
(兼)センター長 

信頼性保証部 事業支援部 総務部 

生物試験課 電気・物性試験課 

安全性評価部 

営業推進課 

専務理事(兼)事務局長 
(兼)副センター長 

センター長専任アドバイザー 

【菊地眞氏】 

【小林利彰氏】 【滝澤眞己氏】 

【宮村安治氏】 



 

 

主な改正点は以下のとおり。 

１ 組織の非効率化の解消 

①縦割り組織による組織間の溝、コミュニケーション不足、協働意識不足の改善 

②チーム意識の醸成による職員の知識、経験の蓄積と人材育成 

③ビジネス状況の改善 

２ 不足機能の設置 

①人事機能の明確化 

②広報機能の明確化 

 特に、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、医療機関では医療トレーニングの実施がで

きなくなったことから、そのトレーニングニーズが増加している情報をいち早くつかみ、トレー

ニング Gを設置したことで、医療トレーニングは目標額を上回る成果を上げた。 

 

〇 また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響やウクライナ情勢に起因する半導体不足など、様

々な外的要因により、安全性試験の受注件数は激減したため、令和 4年 4月 1日、センター長を

含めた幹部職員からなる経営戦略室を立ち上げ、センター運営や営業戦略を立案する営業戦略会

議を開催した。また、同年 8月には、経営戦略室の下に、営業担当者のほかに事業企画推進部、

信頼性保証部、人事・総務部等の職員を加えた横断的な組織「営業戦略室」を新たに設置して、

営業戦略の策定と営業活動を最大限強化した。 

 【生物試験の営業戦略】 

 ・大学教授、医師、開発メーカーへのアプローチに効果的なため、医工連携に積極的に取り組ん

でいる内視鏡外科学会を始め、日本バイオデザイン学会等の学会を中心に営業活動を強化。 

・日本の医療機器開発を牽引するオピニオンリーダー（KOL）である大学教授等を外部アドバイザ

ーに任命。 

【電気物性分析試験の営業戦略】 

「大手医用電気機器メーカーの獲得」「県内企業、隣接県を中心とした営業活動」「X 線診断装

置や生化学分析装置など新たな分野の受注」「医療機器分野以外の利用促進」の４つの柱を軸に

営業活動を実施した。 

 

・この結果、令和４年度の生物試験は 49 件受注することができ、前年度に比べて増加した。また、

令和 5年度上半期の生物試験は新たな試験が受注できないほど満杯となり、これまでの実績に比

べ試験受注状況は大幅に改善している。 

 

 

令和３年７月１日改編 
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理事長 

副理事長 
(兼)センター長 

信頼性保証部 人事・総務部 

生物試験G 電気物性分析試験G 

安全性評価部 

営業推進G 

専務理事(兼)事務局長 
(兼)副センター長 

【菊地眞氏】 

【小林利彰氏】 

【宮村安治氏】 

事業推進G トレーニングG 

事業企画推進部 

赤字 ：名称変更 

網掛け：Ｇの新設・移管 

今後センター利用が見込め
る医療、看護、学生等のト
レーニング事業を所管する
グループを新設 

人事機能の明確化（職員の
サポート、研修に注力） 
広報を統括する機能も。 

営業や企業支援などの渉外部
門を事業企画推進部に集約。
担当業務の重複と縦割りを解
消しサービスを充実。 

機構自ら考える企画機能
を明確化。「支援」では
なく「推進」する。 



〇 公共・管理部門である医療・看護トレーニング、技術開発室、研修室の売上額は、目標額に対

して全て上回る結果となり、特に、目標額に対してトレーニングは 152.9％、研修室は 216.0％で

あった。 

 

■令和 3 年度及び令和 4 年度の収入実績 （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■令和 3 年度及び令和 4 年度の支出実績 （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■令和 3 年度及び令和 4 年度の部門別収入・件数 （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目】 

１ 支出削減(人件費)  

①常勤役員報酬の 10％カット 

令和 3年度から、副理事長、専務理事の役員報酬の 10％カット。 

 ②有期雇用職員の諸手当見直し 

令和 4年度から、労基法を超える処遇を抜本的に見直し。 

 ③超過勤務の縮減 

④旅費制度の見直し 

令和 4年度から、国県準拠の旅費制度を廃止、原則実費支給。 

２ 支出削減(その他) 

①機器点検校正費用の一般競争入札化 

令和 3年度から、EMC 試験機器の点検校正業者を一般競争入札で選定。 

実績 計画 差額 実績 計画 差額

収益部門 363,389 479,015 ▲ 115,626 334,765 469,821 ▲ 135,056

公共管理部門 264,866 275,496 ▲ 10,630 279,329 286,274 ▲ 6,945

指定管理料 0 0 0 0 0 0

県受託事業等 318,240 447,240 ▲ 129,000 356,187 460,983 ▲ 104,796

合計 946,495 1,201,751 ▲ 255,256 970,281 1,217,078 ▲ 246,797

支出
令和３年度 令和４年度

件数 金額 件数 金額

EMC 59 29,292,869 EMC 50 24,787,660

Safety 13 5,668,025 Safety 17 13,668,077

物性 70 15,456,078 物性 62 10,437,293

分析 22 2,269,703 分析 18 2,000,822

生物試験 32 61,198,940 生物試験 49 63,088,354

小計 196 113,885,615 小計 196 113,982,206

医療 56 19,546,531 医療 20 21,399,435

看護 17 831,349 看護 31 2,423,767

小計 73 20,377,880 小計 51 23,823,202

－ 2,872,815 － 4,537,148

－ 4,906,680 － 5,132,820

－ 8,781,262 － 9,746,532

小計 － 16,560,757 小計 － 19,416,500

合計 269 150,824,252 合計 247 157,221,908

令和3年度

部門別 部門別

令和4年度

安全性試験

トレーニン

グ

研修室

技術開発室

その他

安全性試験

トレーニン

グ

研修室

技術開発室

その他

実績 計画 差額 実績 計画 差額

収益部門 113,886 198,240 ▲ 84,354 113,982 246,000 ▲ 132,018

公共管理部門 36,939 29,200 7,739 43,240 31,050 12,190

指定管理料 527,071 527,071 0 479,045 479,045 0

県受託事業等 375,178 447,240 ▲ 72,062 401,354 460,983 ▲ 59,629

合計 1,053,074 1,201,751 ▲ 148,677 1,037,621 1,217,078 ▲ 179,457

収入
令和３年度 令和４年度



 ②機器点検校正回数等の見直し 

  点検・校正の実施回数（定期的実施）も、医療機器 GLP や ISO/IEC17025 の認証との関係で注意

は必要だが、制度上問題ない範囲で、受託試験数や利用頻度を考慮した点検校正回数等の見直

しを行っていく。 

③ネット通販の活用等 

ネット通販やディスカウントショップの活用、普通郵便からレターパックへの移行、最廉価業

者からの購入等。  

④水道光熱費の削減 

令和 4 年度から生物試験を実施する Zone C エリアの SOP の改定や温湿度設定の変更を試行的

に実施。令和 5年度から本格的な運用を開始予定。 

３ 売上拡大 

①センター利用実績のある企業への営業 

これまでセンターを利用したことがある企業に営業活動を展開。 

 ②アドバイザー任命 

令和 4年度から、日本の医療機器開発を牽引するオピニオンリーダー（KOL）である大学教授等

を外部アドバイザーに任命。 

 ③福島県立医科大学への働きかけ 

外科系医師によるトレーニング、研修会の獲得のための営業活動を展開。 

 ④臨床工学技士養成校向け実習プログラムの開発 

県内の養成校等と協力しプログラムを開発。 

 ⑤医療機器関連産業以外からの試験受託 

県及び商工業関係団体の協力を得て、県内ものづくり企業にセンターの紹介活動を展開。    

 ⑥研修室利用対象者の拡大 

研修室の貸出し要件を拡大。 

 ⑦利用料金の値上げ 

  生物試験を実施している類似施設を調査し、現行の利用料金よりも 2 割～4 割増となる料金に

改定し、令和 5年 2月から運用開始した。 

なお、電気物性分析試験の値上げも検討したが、値上げによって依頼件数が減少すると判断し

て現状維持とした。 

４ 人的側面 

①職員の意識改革 

行動変革や意識改革、組織力強化のため、職員の一体感/チームワークの意識を醸成。 

・毎月 1回のセンター長講話 

・ワークショップの開催 

・外部講師による研修会の開催 

・職員全員参加による各種イベント開催等 

５ 情報面 

①広報戦略の策定・実施 

センターの認知度向上が収益部門の実績拡大へとつながるよう、積極的な広報、「伝わる」情

報発信、正しい理解、ターゲットの明確化などによる広報活動を展開している。 

・ウェブサイトの刷新 

令和 5年 3月からセンターと機構のウェブサイトを統一、スマートフォン対応も実施。 

・プロモーションビデオ 

センター開設時の PV を見直しし、４つのターゲット「医療機器開発メーカーやものづくり企

業」、「医療従事者のトレーニング」、「一般の方々」、「医療機器 GLP 試験の依頼者」に

合わせた PV を令和 4年 7月に制作、英語字幕入り PV も制作。 

・パンフレット 

センター開設時のパンフレットを見直しし、令和 4年 7月に制作。海外からの視察にも対応

(英語版)。 

・アニュアルレポート 

令和 3年度からセンターの 1年間の活動をまとめたアニュアルレポートを制作。 

・施設公開 

センターを会場にした令和 3～4 年度の体験学習型イベントなどにより、センターの認知度

向上と県内若者の医療機器及び医療産業への関心を高める機会を創出。 



・外部イベントへの積極的参加 

令和 4年度は SDGs 博、こおりやま産業博、キッザニアなどへの参加、郡山うねめまつりへの

広告掲出など、地元イベントに積極的に参加。 
６ 経済活動 
①営業戦略の策定と戦略に基づく活動 

・令和 4年度、センター長をヘッドに、組織横断的なメンバーによる営業戦略室の設置。営業

戦略会議の開催を通して、生物試験・電気物性分析試験の営業戦略の策定と同戦略に基づく

活動を展開した。 

・生物試験では、日本の医療機器開発を牽引するオピニオンリーダー（KOL）である大学教授等

を外部アドバイザーに任命、試験受注等への有効な助言が得られた。 

・大学教授、医師、開発メーカーへのアプローチに効果的なため、医工連携に積極的に取り組

んでいる内視鏡外科学会に出展。 

・医療機器の開発促進のために設立された日本バイオデザイン学会等にも積極的に出展。 

・電気物性分析試験については、4 つの柱「大手医用電気機器メーカー」「県内企業、隣接県

を中心」「X線診断装置や生化学分析装置など新たな分野」「医療機器分野以外の利用促進」

で営業強化した。 

・過去の受注実績を踏まえ、センター利用経験がある企業等へのアプローチを継続的に実施。 

②AMED 事業（地域連携自立化支援拠点事業）の活用 

・AMED 事業を通して、東北地方各自治体の事業化支援担当者、全国の地域支援機関・地域支援拠

点とのネットワークを形成。 

③国立がんセンター東病院、順天堂大学との連携 

包括連携協定を締結している関係機関との緊密な連携を実施。 

④他の CRO との連携 

国内で動物実験を行っている化合物安全性研究所との相互連携。 
 

 

 
 

 ２ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績の評価（県） 

 

第２期指定管理期間にあたり、副理事長に大手外資医療機器メーカーの事業所で責任者であった

者、国立医薬品食品衛生研究所や PMDA に在籍していた者を迎え入れるなど、安全性評価試験の受

注拡大を含めた機構運営の組織強化に取り組んできた。 

令和３年度は安全性試験の受注が令和２年度と比較して大幅に減少したため、新型コロナウイル

スの移動の制限が緩和されてきた令和４年８月に営業戦略室を新たに設置し、営業戦略を策定し、

営業活動を強化した。その成果により、令和５年度上半期の試験受注は改善しているが、継続的な

受注確保の取組を行い、更なる収支改善に取り組んでいただきたい。 

なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、医療機関でのトレーニングができなくなっ

たことを把握し、トレーニングのニーズに対応するため、トレーニング Gを設置して対応したこと

により、医療トレーニングは目標額を上回る成果を上げており、社会の変化やトレンド等の把握に

今後も努めていただき、センターの利用向上に期待したい。 

さらに、安全性試験を実施した医療機器メーカーとのマッチング等が、県内企業の売上拡大や医

療機器関連産業の新規参入などの成果に結びついており、県内の医療産業の集積に貢献している。 
 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】 

収益に関しては、人件費に関する支出削減や試験機器に関する支出削減、水道光熱費の削減に取

り組むほか、収入増のための取組として、日本の医療機器開発を牽引する大学教授等の外部アドバ

イザーによる活用や試験料金の値上げを行うなど、収支均衡を図るために取り組んだ結果、令和４

年度においては、令和３年度の売上を上回っている状況である。また、令和５年度の生物試験の受

注状況は大幅に改善している。 

さらに、AMED 事業を通して、東北地方の各自治体、全国の地域支援機関・地域支援拠点とのネッ

トワークを形成し、センターの認知度を上げる取組を実施し、試験受注拡大につなげているほか、

各地域との連携によるニーズ探索やコンサルティング、マッチングを通じて医療機器開発の支援を

行っている。また、国立がんセンター東病院、順天堂大学との連携や他の CRO との連携により、試

験受注拡大につなげている。 



その他、体験学習型イベントではセンターの認知度を上げる取組を行うとともに、県内若者の医

療機器産業への関心を高める取組を実施しており、将来を担う若者の人材育成にも貢献している。 

引き続き、支出削減や売上拡大に係る対策を講じていただくほか、職員の育成、センターの PR、

大学や他の CRO との連携に取り組んでいただき、収支均衡に努めていただきたい。 

 
 

 ３ 管理運営のモニタリング（県） 

 

モニタリング項目 実施の有無 R3 回数 R4 回数 報告要求項目・検査目的等 

①年度事業計画 ○ １ １ 管理の体制、業務の内容、管理運営目標達成の

ために取り組む具体的内容、業務に要する経費

等 

②月例報告 ○ 12 12 施設利用・予約の状況、利用料金の収入状況等 

③四半期報告 ×    

④定期立入検査 ×    

⑤不定期立入検査 ○ 随時 随時 センターの利用状況、収支状況の進捗管理 

⑥事業報告書 ○ １ １ 管理業務の実施状況及び利用状況、利用料金の

収入の実績、業務に係る経費の収支状況等 

⑦外部委員等評価 ×    

⑧その他 ×    

【主な改善等指示事項及びその対応状況】 

 

 ４ 令和５年度以降に予定する取組（指定管理者） 

 

〇令和 3～4年度に取り組んだ項目については継続的に実施する。 

 なお、一部内容が追加となった項目においては、以下のとおり追記する。 

 

①AMED 事業（地域連携自立化支援拠点事業）の活用  

AMED 事業を通して得られた全国の大学等研究機関（「和」ネットワーク 神戸大ほか 8大学等）

や地域支援拠点とのネットワークは極めて重要であり、これらの機会を最大限に生かし、利活用

促進を図っていく。 

 ②他の CRO との連携 

国内で動物実験を行っている CRO4 社（化合物安全性研究所ほか 3社）との相互連携の中で、各

社に寄せられた相談案件の一部をセンターでの受託につなげる仕組みを構築していく。 

 ③試験料金の改定 

「生物試験料金の見直し」のとおり実施することに加え、「電気物性分析試験利用料金の見直

し」も都度行っていく。 
 

〇令和 5年度以降に新規で取り組む項目は以下のとおり（予定）。 

 

１ 支出削減(人件費) 

 ①正規職員の人件費の見直し（支出削減と意欲向上の両を目指す）  

業績評価制度導入による成果・実績に応じた賞与の支給 

②正規職員の人件費の見直し（同上） 

行動評価に基づく適正・公平な昇給、昇給幅の見直し、職層ごとの基準額設定、県準拠の一律

定期昇給の廃止  

 ③正規職員の人件費の見直し（同上） 

県準拠の退職金制度から中小企業退職金共済制度への移行による機構負担の軽減、確実な全額

支給、積立額への業績反映 

２ 支出削減(その他) 

①生物試験エリアの環境管理方法の見直し 

照明、空調、換気、温湿度調整、衛生管理などの手法を、試験への影響を排除しつつ見直し経

費を節減 

 ②高額機器の点検校正費用の見直し 



血管造影 X線診断装置およびＭＲＩの点検校正費用を見直し支出を削減  

③TUV の認証取得の終了 

令和 5年度から TUV の認証をやめることを決定 

３ 人的側面 

①生物試験 2試験の同時並行実施に向けた検討 

生物試験グループを、2チーム制で試験実施が可能となる体制へと改革を進めていく。 

②EMC 試験担当者の増員に向けた検討 

現在、EMC 試験は担当者 2 名体制で試験を実施しているが、3 名体制での試験受託が可能か検

討を進める。 

４ 経済活動 

①大阪大学との連携 

令和 5年 4月から、センターが同大学大学院医学系研究科・医学部附属病院産学連携・クロス

イノベーションイニシアティブ協働機関となったため、これを生かして生物試験の受注につなげ

ていく。 

 ②日本型エコシステム構想の体現 

神戸大学医学研究科医療創成工学専攻と公益財団法人医療機器センター、一般財団法人ふくし

ま医療機器産業推進機構（センター）の 3者の連携により、三団体が有する機能を相互に補完し

あう（日本型エコシステムの構築）。 

 ③医療機器開発の海外展開 

令和 5 年 1 月に更新したタイ国立科学技術開発（NSTDA）及びタイ工業連盟医療福祉機器産業 

(MEDIC）との MOU（覚書）に基づき、タイ企業と県内ものづくり企業との連携を加速化させると

ともに、タイ企業と県内企業の連携で開発される医療機器やタイで製造される医療機器の安全性

試験をセンターで実施する。 

 ④メディカルヒルズ郡山基本構想との連携 

郡山市の「メディカルヒルズ郡山基本構想 2.0」に合致した地域づくりを進めるため、郡山市、

総合南東北病院等の関係者との意見交換に参画していく。 

⑤ISO/IEC17025 認証の政策目的としての明確化 

電気物性分析試験に関する ISO/IEC17025 の証明書機能について、その必要性を県と協議して

いく。 

 
 

 ５ 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対応方針 
（県・指定管理者） 

 

〇震災後に開所した施設であるため、特になし。 

 

〇新型コロナウイルス感染症拡大の影響等 

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響による外出自粛のため、術者の往来ができなくなり、長期

試験も含めた生物試験の受注が激減した。 

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響に加え、ウクライナ情勢に起因する半導体不足による生産

活動の停滞のため、電気物性分析試験における医療機器メーカー等からの受注が激減した。 

【対応】 

医療機関では医療トレーニングの実施ができなくなったことから、そのトレーニングニーズが増

加し、トレーニンググループを新たに設置した。 

 

〇光熱費の値上げ 

・医療機器 GLP 施設であるセンターでは、生物試験を実施する施設は、常に温湿度等を一定に保つ

ため、照明、空調、換気、温湿度調整を 24時間フル稼働しており、光熱費がこれまでと比較して 2

倍程度高騰している。 

【対応】 

・生物試験を実施する Zone C エリアの SOP の改定や温湿度設定の変更を試行的に実施。 

・生物試験の利用料金を 2割～4割増に改定。 

・GLP 試験と Non‐GLP 試験のすみわけによる運用方法の検討。 

 



〇物価や人件費の高騰 

・中央監視委託業務を始め、機器の点検・校正費や修繕費などの業務委託費が、昨年度と比較して 

全て高騰している。 

【対応】 

・機器点検校正費用の一般競争入札化を始め、機器点検校正回数等の見直しやネット通販の活用等

における支出削減。 

 

 

 ６ 外部有識者の意見等（県） 

・医療機器メーカー以外でもふくしま医療機器開発支援センターを利用できることは、あまり知ら

れておらず、幅広い広報をすべき。 

・稼働率を上げることも必要であるが、クオリティの高い試験を維持するため専門家等からのチェ

ック機能があるとよい。 

・ふくしま医療機器開発支援センターだからできることを明確にし、クオリティや成果を見える化

して、積極的にＰＲすべき。 

 

 

 ７ 今後の管理運営の方向性（県） 

今後の管理運営の方向性については、センターの機能を活用しながら県内ものづくり企業の医療

機器関連産業分野への新規参入支援や医療関連企業の支援を行い、医療機器の安全性評価を通じた

開発から事業化までの一体的な支援による県内の医療関連産業の振興に貢献できるよう県と機構

が一体となって取り組んでいく。 

 

 

 

 



【別紙１１】 
指定管理者管理運営状況評価表 

施設名 県営住宅（県北地区） 
指定 

管理者名 

特定非営利法人 

循環型社会推進センター 

指定期間 Ｒ３.４.１～Ｒ８.３.31 担当課名 土木部建築住宅課 

 １ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績（指定管理者） 

１ 県営住宅施設に関する事項 

  県営住宅（県北地区）施設の概要（令和５年４月１日現在） 

 募集時処理見込数 令和３年度 令和４年度 

一般県営住宅    

団地数 18 団地 18 団地 18 団地 

棟数 109 棟 109 棟 109 棟 

管理戸数 1,837 戸 1,837 戸 1,837 戸 

復興公営住宅    

団地数 10 団地 10 団地 10 団地 

棟数 146 棟 146 棟 146 棟 

管理戸数 878 戸 878 戸 878 戸 

 

  北信団地・笹谷団地は、通常県営住宅内に復興公営住宅が設置されているため、それぞれ１団 

 地として数えている。 

 

２ 入居及び退去に関する事項 

  入居募集及び退去手続き実績 

 募集時処理見込数 令和３年度 令和４年度 

一般県営住宅    

募集戸数 982 件 761 件 875 件 

応募者数 247 件 182 件 145 件 

入居戸数 157 件 78 件 69 件 

退去戸数 165 件 93 件 105 件 

復興公営住宅    

入居戸数  47 件 33 件 

退去戸数  59 件 49 件 

 

３ 家賃の納入指導に関する事項 

 募集時処理見込数 令和３年度 令和４年度 

家賃徴収活動    

収納件数 1,761 件 1,589 件 1,128 件 

訪問件数 566 件 536 件 319 件 

現金徴収額  30,883 千円 19,919 千円 

家賃徴収率    

  一般県営住宅 

 

卓宅 

 97.10% 96.52% 

復興公営住宅  99.34% 97.94% 

全体  97.72% 96.94% 

家賃減免 607 件 554 件 618 件 

実質人数  346 人 366 人 

民事調停申立    

選定候補者 2 件 0 件 0 件 

成立者  0 件 0 件 

不納欠損処分  0 件 0 件 

金額  0 円 0 円 

 

 家賃徴収率は、県平均（全体 令和３年度：96.23％、令和４年度：96.10％）を上回っているが、

令和４年度は令和３年度より低下した。今後は収納件数、現金徴収額が令和３年度と同程度にな

るよう取組み方を再考する。 



 

４ 高齢者等への安否確認に関する事項 

  安否確認訪問（不在時電話確認）実績 

 募集時処理見込数 令和３年度 令和４年度 

一般県営住宅  114 件 95 件 

復興公営住宅  118 件 104 件 

   計 

 

150 件 

 

232 件 199 件 

 

 

５ 県営住宅等の維持修繕及び保守管理に関する事項 

  維持修繕業務（件数）実績 

 令和３年度 

 

令和４年度 

緊急(経常)修繕 581 件 48,965,563 円 584 件 46,763,178 円 

退去(空家)修繕 

 

60 件 16,340,500 円 100 件 19,243,400 円 

   計 641 件 65,306,063 円 684 件 66,006,578 円 

 

 〇保守管理業務実績 

  エレベーター保守点検、給水施設保守点検(給水施設清掃・水質検査)、電気設備保守点検、 

  防災設備保守点検、浄化槽法廷検査、排水管清掃、樹木養生・法面除草、定期的な団地内 

の点検、令和４年度から建築基準法第 12 条点検業務を実施した。 

 

６ サービスの向上に関する事項 

 ⑴ 毎月の募集案内(団地・住戸数)を民報・民友へ掲載するとともに、ホームページで募集住戸 

  に関する位置・家賃・間取り・住棟外観写真・住戸室内写真等の情報を発信している。 

   また、入居申込の手続き等についても利用者に分かりやすい構成で掲載し、募集期間中は 

  募集住戸毎の申込者数を毎日集計し掲載している。 

 ⑵ 夜間・休日の緊急修繕、入居者緊急事態等の連絡対応は、担当者の携帯電話番号を案内する 

  ことで対応している。年末年始や連休等の長期休暇中の緊急修繕対策として「緊急修繕体制表」 

  を各団地に掲示し、入居者が直接修繕業者へ連絡し緊急修繕できる体制としている。 

 ⑶ 建築技術職員が月１回各団地を巡回し、建物や施設等の状況確認と不良個所の発見に努めて 

  いる。団地管理人や入居者、保守管理業者から不良箇所等の報告を受けた場合は、早期修繕 

  に努めることで入居者が安心・安全な生活を送れるようにしている。 

 

７ 管理経費の節減に関する事項 

  管理経費の実績（税込額）                          （円） 

項目 Ｒ３協定額 Ｒ３実績額 Ｒ４協定額 Ｒ４実績額 

人件費等 

人件費 44,291,500 39,761,806 44,291,500 43,086,113 

直接事務費 11,742,500 11,844,609 11,742,500 11,920,393 

一般管理費 10,199,200 14,635,035 10,389,500 15,910,567 

小計 66,333,200 66,241,450 66,423,500 70,917,073 

維持修繕費等 

維持修繕費 65,299,300 65,306,063 66,000,000 66,006,578 

保守管理費 63,156,500 58,382,544 82,336,400 76,845,188 

小計 128,455,800 123,688,607 148,336,400 142,851,766 

計 194,689,000 189,930,057 214,759,900 213,768,839 

 

 ⑴ 復興公営住宅については、入居手続きや家賃算定が一般県営住宅と比べ複雑であるため、対 

  応に苦慮する部分が多い。 

 ⑵ 古い年代の団地や入居経過年数の長い住戸の修繕費が高額になってきている。また、入居者 

  の意識が変化し、キズ・汚れ・老朽化に対する関心が高くなっている。 

 ⑶ 高齢者の単身入居が増えてきて、安否確認、孤独死への対応が多くなってきている。 

 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目】 
 

 ⑴ 長期空家について、令和３年度から保守管理業務である空き住戸の窓開け換気・清掃に加え、 

  内装材・設備器具等に劣化がないか等の点検をしている。 



 ⑵ 令和４年度から、保守管理業務として建築基準法第 12 条点検業務が追加されたことから、 

  建築士を１名増員して対応している。 

 ⑶ 高齢者世帯の安否確認や生活状況について、県及び立地市町の社会福祉協議会と連携を取り  

  合い、より緊密に報告・意見交換等を行えるようになってきた。 

 ⑷ 賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律の施行に伴い、賃貸管理業者の登録が義務付け 

  られたことから、法定講習の受講等登録に必要な手続きを行った。 

 

 ２ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績の評価（県） 

１ 入居及び退去に関する事項 

 入居の募集については、入居募集の告知から入居申込みの受付、入居抽選、入居説明会の開催、

敷金等の納入確認を実施するとともに、退去に当たっては、退去修繕の説明、修繕後の確認検査

及び退去に係る事務処理を適切に実施する等、入退去者のニーズに対応した業務を適切に実施し

たことは評価できる。 

 

２ 家賃の納入指導に関する事項 

 県営住宅使用料等については、令和３、４年度ともに県全体の平均を上回ったことは評価でき

るが、収納件数・訪問件数・現金徴取額全てが令和３年度と比べて減少していることから、更な

る取組みが必要である。 

 

３ 高齢者等への安否確認に関する事項 

 募集時処理見込み数を大幅に超えている点は評価できる。 

 

４ 県営住宅等の維持修繕及び保守管理に関する事項 

 維持修繕は、専門業者への発注から施行、管理、完了検査、費用支払まで適切に処理されてい

る。保守管理は、実情に応じ柔軟に実施されている。 

 

５ サービス向上に関する事項 

 ホームページについて、募集住戸の情報を写真等も交えて入居申込者にわかりやすく提供して

おり、募集期間中は応募状況を毎日更新していることは評価できる。 

 また、募集情報の新聞掲載や店頭掲載等を行い、入居者希望者増を図ったことは評価できる。

入居者に対するアンケート調査（令和５年７月実施）の結果は次のとおりとなり、指定管理者の

対応について入居者は満足していると思われる。 

 なお、修繕対応については、他の項目と比べて「不満」の割合が高いが、これは①修繕の依頼

から完了まで時間がかかる事、②修繕費の入居者負担に不満を持っている事などが主な原因と思

われる。 

 このため、修繕対応については、進捗管理を徹底して工期短縮に努めるとともに、引き続き修

繕内容や費用負担の説明、修繕完了後の確認等、入居者へ丁寧な説明をしていく必要がある。 

 

   令和５年度県営住宅入居者に対するアンケート調査（県北地区） 

                                   （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※アンケート送付戸数 500 戸、回収 288 戸（回収率 57.6%） 

 

６ 経費の節減に関する事項 

 県営住宅の経年劣化等による修繕費の上昇については、修繕の要否をしっかり見極めるととも

に予算が不足する場合は、建設事務所と相談の上、適切に対応されたい。令和５年度以降の経費

の執行にあたっては、前年度実績額を踏まえてより精査して運営していく必要がある 

項目 満足 普通 不満 無回答 計 

窓口対応 47.2% 45.5% 5.2% 2.1% 100% 

電話対応 47.6% 43.1% 7.6% 1.7% 100% 

入居手続き・家賃徴収 43.4% 45.5% 9.4% 1.7% 100% 

保守管理・点検等の周知 39.9% 50.3% 6.9% 2.8% 100% 

修繕対応 32.6% 47.9% 17.2% 2.3% 100% 



【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】 

１ 長期空家の点検について 

 保守管理業務のみならず、内装材・設備器具等の点検までしたことは評価できる。 

 

２ 高齢者世帯の安否確認について 

 社会福祉協議会と連携をとり、より緊密に報告・意見交換を行えるようになったことは評価で

きる。 

 

 ３ 管理運営のモニタリング（県） 

 

モニタリング項目 実施の有無 R3 回数 R4 回数 報告要求項目・検査目的等 

①年度事業計画 有 1 1 管理体制、事業内容、県営住宅管理業務収支明細書 

②月例報告 有 12 12 維持修繕業務 

③四半期報告 有 4 4 保守管理業務 

④定期立入検査 有 4 4 募集、家賃徴収、維持修繕、保守管理、個人情報管

理 

⑤不定期立入検査 無 0 0 － 

⑥事業報告書 有 1 1 事業報告書及び県営住宅管理業務収支明細書 

⑦外部委員等評価 無 0 0 － 

⑧その他 無 0 0 － 

 

【主な改善等指示事項及びその対応状況】 

 特になし 

 ４ 令和５年度以降に予定する取組（指定管理者） 

１ 家賃徴収率向上の取組 

 令和３年度と４年度に職員の退職による入れ替えがあり、家賃徴収額が減少したことから職員

の意識向上のため「回収目標」を設定するとともに、接遇における笑顔・親切等の基本を徹底さ

せるための標語を掲示する。 

 

２ 高齢者に対する取組 

 孤独死を可能な限り防ぐため、社会福祉協議会と連携を取り、高齢者の日常生活における問題

点等の情報を共有しながら対応していく。単身での生活が難しいと思われる方に対しては、社会

福祉協議会と協議し、施設入所等の措置を取れるよう取り組む。 

 

３ 家賃滞納の発生抑制 

 １～２ヶ月の短期滞納者に対して重点的に督促を実施する。また、滞納を繰り返す入居者に対

しては月末に注意喚起を図り、連帯保証人・緊急連絡人等へ連絡した上で民事調停等の法的措置

を検討する。 

 生活保護を受けている入居者については、入院等により住居費補助がなくなる恐れのある場

合、早期に家賃減免等により適切に対応し、滞納額を増やさないようにする。 

 

 ５ 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対応方針 
（県・指定管理者） 

１ 復興公営住宅の家賃補助額が段階的に減少することから、家賃が上昇する方が増えてきてい 

 る。収入が少ない等家賃の支払いが困難な方へは家賃減免の案内を行っていく。 

 

２ 復興公営住宅に入っている単身高齢者の方については、万一の場合の遺品等の処理について避 

 難元の市町村や社会福祉協議会等と連携協議して対処していく。 

 

３ 新型コロナウイルスによる離職・退職による減免手続き件数が増加傾向にある。訪問等により 

 事情を把握次第、速やかに減免を案内している。 

 

 

 

 

 



 ６ 外部有識者の意見等（県） 

１ 家賃徴収率の令和４年度の低下は新型コロナウイルスの影響もあるため、家賃減免の案内や訪

問把握の方針を立てており、住民の暮らしを守る取組として評価したい。 

 一方、家賃徴収率が低下した理由を精査しながら、対応策等を速やかに構築し、次年度の取組に

反映することが必要と考える。 

 

２ 高齢者の安否確認等の実績はコロナ禍でも処理見込み数を上回り、見守り意識の高さと努力が

うかがえる。また、地域の社会福祉協議会と連携をし、対応していることは評価できる。 

  一方、安否確認の訪問実績が低下した理由を精査しながら、対応策等を速やかに構築し、次年

度の取組に反映することが必要と考える。 

 

３ 維持修繕業務については、物価が上昇している中で１件当たりの修繕経費が減少している。こ

れまでの維持修繕業務の成果なのかどうか、理由等の精査が必要と考える。今後は、日常点検と

法定点検を効率的に行い、経費を一層低減すること等について検討願いたい。 

  また、令和４年度から建築基準法第 12 条点検を実施したことは評価できる。 

 

４ 令和５年度県営住宅入居者に対するアンケート調査では、「満足」と回答した比率が高く、住

民対応の取り組みは評価できる。 

  一方、入居者アンケートのうち修繕対応の不満が突出していることから、具体的な対応策等の

構築が必要と考える。 

 

５ 災害対策や避難訓練などについて記載がないが、ハザードマップの周知や避難連絡などの取組

を徹底してほしい。 

 

 ７ 今後の管理運営の方向性（県） 

１ 今後も、指定管理者制度を検証しながら、入居者が安心して生活できるよう丁寧な対応に努  

め、施設等の維持管理と整備を継続して実施する。 

 

２ 防犯・防火・防災の体制を整備するとともに、高齢者等フォローが必要な入居者については、

市町村や社会福祉協議会、民間支援団体等の関係機関と入居状況や健康状態等を情報共有し、よ

く連携して対応していく。 

 

３ 家賃滞納額を減らすため、滞納者に対する催促（電話や文書）や臨戸訪問の回数を増やし、必

要な場合は法的措置を実施することで家賃徴収率の向上に努める。 

 



【別紙１２】 
指定管理者管理運営状況評価表 

施設名 県営住宅（県中地区・県南地区） 
指定 

管理者名 
太平ビルサービス株式会社郡山支店 

指定期間 Ｒ３.４.１～Ｒ８.３.31 担当課名 土木部建築住宅課 

 １ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績（指定管理者） 

 

１ 県営住宅(県中・県南地区)施設の概要（令和５年４月１日現在） 

 

 令和３年度 令和４年度 

一般県営住宅   

      団 地 数 21 団地 21 団地 

      棟  数  118 棟  118 棟 

      管理戸数 2,638 戸 2,368 戸 

復興公営住宅   

      団 地 数 13 団地 13 団地 

      棟  数  178 棟 178 棟 

      管理戸数 720 戸 720 戸 

総管理戸数 3,088 戸 3,088 戸 
   

２ 入居及び退去に関する事項(入居募集及び退去手続き実績) 

                           

 令和３年度 令和４年度 

一般県営住宅   

      募集戸数  621 件  528 件 

      応募者数  341 件  194 件 

      入居戸数  123 件   83 件 

      退去戸数  141 件 128 件 

復興公営住宅     

      入居戸数 18 件  33 件 

      退去戸数 43 件  41 件 

     入居説明会 6 回 6 回 

 

３ 家賃等の納入指導に関する事項 

 ⑴ 家賃徴収率 

項    目 家賃徴収額 家賃徴収率 

令和３年度 750,009,885 円 95.63% 

令和４年度 751,156,953 円 95.74％ 

対 前 年 比 1,147,068 円増 0.11%増 

 

 ⑵ 県営住宅管理員活動実績 

項    目 令和３年度 令和４年度 

訪 問 件 数 2,062 件 1,277 件 

収  納 件 数 2,215 件 2,204 件 

現金徴収額 52,249,744 円 54,714,100 円 
 

４ 県営住宅等の維持修繕及び保守管理に関する事項 

 ⑴ 維持修繕業務実績額 

項 目 令和３年度 令和４年度 

緊急(経常)修繕 500 件 30,751,890 円 444 件 33,261,910 円 

退去(空家)修繕 130 件 45,191,740 円 128 件 42,664,160 円 

合 計 630 件 75,943,630 円 572 件 75,926,070 円 

 



⑵ 保守管理業務実績 

  エレベーター保守管理業務・給水施設清掃保守管理業務・避難設備保守管理業務・樹木養生

剪定業務・浄化槽保守点検業無及び時間外における水道管凍結による漏水対策を実施した。 

 

５ 高齢者等に対する安否確認 

   高齢者等の安否確認については、「気づく・つなぐ・守る運動へのご協力のお願い」を各団地

へ周知徹底を図り対応するとともに、毎年ごと見守り活動の趣旨を説明し見守りの希望者に対し

安否確認を実施した。 

    

   令和３年度 見守り活動対象者 382 名 
   令和４年度 見守り活動対象者 604 名 

 

６ サービスの向上に関する事項 

 ⑴ 毎月の募集住戸の情報(位置、家賃、間取り等)及び入居申込の手続き等について、ホームペー 

ジに掲載して情報を発信している。 

 ⑵ 入居者からの要望、意見及び苦情等を入手した場合は、対応簿等に記載するとともに、現場

対応を基本として対応している。 

 ⑶ 新年度に、団地ごとに団地管理人研修会を開催し、団地管理人同士の意思疎通を図っている。 

 ⑷ 業務時間外(休日や夜間)の事件、事故及び緊急修繕等の対応は、太平ビルサービス(株)郡山支

店ガードセンターから管理室責任者や担当者へ連絡し、抜けの無い対応に努めている。 

 ⑸ 団地内の共用部の通路、階段、踊り場等を定期的に巡回し、団地通路の安全確保及び美化に

努めている。 

 
７ 管理経費に関する事項 

 

  管理経費の実績（税込額）                          （円） 

項目 Ｒ３協定額 Ｒ３実績額 Ｒ４協定額 Ｒ４実績額 

人件費等 

人件費 52,559,100 47,714,842 53,054,100 48,636,668 

直接事務費 13,528,900 12,078,165 13,528,900 12,672,348 

一般管理費 13,574,000 12,740,006 13,680,700 12,924,374 

小計 79,662,000 72,533,013 80,263,700 74,233,390 

維持修繕費等 

維持修繕費 75,900,000 75,943,630 75,900,000 75,926,070 

保守管理費 54,120,000 54,306,186 76,386,000 65,634,206 

小計 130,020,000 130,249,816 152,286,000 141,560,276 

計 209,682,000 202,782,829 232,549,700 215,793,666 

  保守管理は、仕様書の点検業務内容に基づき実施した。 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目】 
 

１ 独居高齢者世帯の緊急時対策 

 平成 17 年６月以前に入居している住戸については、県中地区県営住宅管理室には予備カギが
保管されておらず、緊急の安否確認等で救急隊や警察が緊急立ち入りする際、玄関ドアキーを破
壊またはガラス戸を破壊して救助していた。寸刻を争う救急活動に対応するため、当管理室に予
備カギが保管されていない 576 世帯に対し、当管理室での予備カギ保管の要否の意向調査を実施
し、保管を希望した 432 世帯の管理室保管用の予備カギを作成した。 

    

 ２ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績の評価（県） 

 

１ 入居及び退去に関する事項 

 入居の募集については、入居募集の告知から入居申込みの受付、入居抽選、入居説明会の開催、

敷金等の納入確認を実施するとともに、退去に当たっては、退去修繕の説明、修繕後の確認検査

及び退去に係る事務処理を適切に実施する等、入退去者のニーズに対応した業務を適切に実施し

たことは評価できる。 

 

 



 

２ 家賃の納入指導に関する事項 

 県営住宅使用料等については、令和４年度の家賃徴収額及び徴収率が令和３年度よりも上昇し

たことは評価できる。 

 

３ 県営住宅等の維持修繕及び保守管理に関する事項 

 維持修繕は、専門業者への発注から施行、管理、完了検査、費用支払まで適切に処理されてい

る。保守管理は、実情に応じ柔軟に実施されている。 

 

４ 高齢者等への安否確認に関する事項 

 見守り対象者が大幅に増加していることは評価できる。 

 

５ サービスの向上に関する事項について 

  入居者からの要望について、現場対応を基本とし、入居者に寄り添っている点は評価できる。 

 また、入居者に対するアンケート調査（令和５年７月実施）の結果は次のとおりとなり、指定

管理者の対応について入居者は満足していると思われる。 

 なお、修繕対応については、他の項目と比べて「不満」の割合が高いが、これは①修繕の依頼

から完了まで時間がかかる事、②修繕費の入居者負担に不満を持っている事などが主な原因と思

われる。 

 このため、修繕対応については、進捗管理を徹底して工期短縮に努めるとともに、引き続き修

繕内容や費用負担の説明、修繕完了後の確認等、入居者へ丁寧な説明をしていく必要がある。 

 

   令和５年度県営住宅入居者に対するアンケート調査（県中・県南地区） 

                                   （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 管理経費に関する事項 

 保守管理は、仕様書の点検業務内容に基づき、適切に実施されている。 

 令和５年度以降の経費の執行にあたっては、前年度実績額を踏まえてより精査して運営してい

く必要がある。 

 

項目 満足 普通 不満 無回答 計 

窓口対応 40.4% 49.2% 8.5% 1.9% 100% 

電話対応 36.6% 51.4% 8.5% 3.5% 100% 

入居手続き・家賃徴収 36.0% 54.6% 7.9% 1.6% 100% 

保守管理・点検等の周知 28.7% 55.8% 9.8% 5.7% 100% 

修繕対応 20.8% 48.6% 25.0% 5.6% 100% 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】 
 

 独居高齢者世帯の緊急時対策について 

 迅速な救助活動のため、予備カギを作成したことは評価できる。今後は、希望しなかった世帯に

も予備カギ保管の趣旨を丁寧に説明し、継続して協力を呼び掛けてほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ３ 管理運営のモニタリング（県） 

 

モニタリング項目 実施の有無 R3 回数 R4 回数 報告要求項目・検査目的等 

①年度事業計画 有 1 1 管理体制、事業内容、県営住宅管理業務収支明細書 

②月例報告 有 12 12 維持修繕業務 

③四半期報告 有 4 4 保守管理業務 

④定期立入検査 有 4 4 募集、家賃徴収、維持修繕、保守管理、個人情報管

理 

⑤不定期立入検査 無 0 0 － 

⑥事業報告書 有 1 1 事業報告書及び県営住宅管理業務収支明細書 

⑦外部委員等評価 無 0 0 － 

⑧その他 無 0 0 － 

 

【主な改善等指示事項及びその対応状況】 

 特になし 

 

 ４ 令和５年度以降に予定する取組（指定管理者） 

 

１ 家賃誤算定に伴う再発防止の徹底 

 担当、副担当及び担当課長よるトリプルチェックを徹底する。 

 また、新年度の家賃決定通知の際に、前年度から家賃に変動があった者については、要因の再

確認を徹底する。 

 

２ 職員の業務遂行能力の向上 

 例年実施している各種研修の内容をより充実させ、更なる職員の能力向上を図る。 

また、研修やミーティング等あらゆる機会を捉え、職員相互に情報共有することで報告・連絡

相談体制を強化する。 

 

３ 収入申告書の現地回収 

例年実施する家賃算定のための収入申告書回収について、復興公営住宅は高齢の入居者が多い

ことから、管理室職員が団地集会所で直接回収業務を行う。  

 

 

 ５ 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対応方針 
（県・指定管理者） 

 課題 

 

１ 東日本大震災 

 復興公営住宅の家賃の算定が複雑であることから、家賃算定のチェックで事務負担が増してい

る。 

 また、避難指示の解除等により退去者が増加し、空室率が上昇している。 

 さらに家賃補助額の減少により入居者の家賃負担額が上昇しているとともに、入居率の低い団

地では、共益費も上昇している。 

 

２ 新型コロナウイルス感染症 

 これまで新型コロナ感染症対策として、書面開催で行っていた団地管理人の研修会について、

十分対策を講じた上で、対面での研修を実施予定である。 

 

 対応方針 

 

１ 東日本大震災 

 家賃の誤算定の対策として、総務担当を含め研修会を実施しており職員の能力向上を図ってい

る退去者対策としては、入居希望者がスムーズに入居できるよう必要な手続きや修繕を迅速に行

うよう心がけている。 

 また、家賃滞納の場合も滞納金額が多額にならないように早期に声掛けをし、必要があれば家

賃減免を行うなど滞納による退去が発生しないよう努めている。 



  

２ 新型コロナウイルス感染症 

 原則、マスクの着用は自己判断としているが、管理室での勤務時間中については、管理室の機

能維持とウイルスの伝播防止との観点から行政の判断を仰ぎながら当面の間は維持していく予

定である。 

 また、換気や手洗い推奨もこれまで通りとし保健所や県の判断を仰ぎながら対応していく。 

 

 ６ 外部有識者の意見等（県） 

１ 家賃徴収率が増加したことは評価できる一方で、県営住宅管理員の活動実績が低下しているこ

とから、理由を精査し、評価できる部分と改善すべき部分をより明確にすることが必要と考える。  

  入居者間の公平のためにも、徴収率は 100％を目指してほしい。 

 

２ 高齢者等に対する安否確認見守り活動対象者が令和４年度に増加しており、取組が評価できる。

高齢者独居世帯が増えるなか、見守り活動対象者を把握したうえで、高齢者安否確認を実施して

いることは非常に評価できる。 

 

３ 維持修繕業務の件数が前年度から減少している一方で、費用は前年度と同規模であり、物価上

昇が影響しているものと思料される。一定の予算の中で、効率的かつ経済的に維持修繕業務を行

うための対応策等を検討することが必要と考える。  

 

４ 業務時間外対応について、太平ビルサービス(株)の事業規模、事業内容を活かし、郡山支店ガー

ドセンターと連携した迅速な対応ができていることは評価できる。 

 

５ 保守管理費の協定額が大幅に増額となっているが、実績が１千万円以上下振れしている。次回

の協定時に見直しを行う必要があると考える。 

 

６ 高齢者の孤立を防ぐため、社会福祉協議会、民間団体との連携し情報を共有するという対応方

針について、今後も進めて欲しい。 

 

７ 独居高齢者世帯の緊急時対策として、予備鍵のない世帯の鍵作成・管理室保管は評価できるも

のであり、今後も継続してほしい。 

 

８ 令和５年度県営住宅入居者に対するアンケート調査では、どの項目でも「満足」と回答した比

率が他の地区・指定管理者に比べて低い。平成 28 年度も同様に指摘されており、改善されている

のか疑問だ。引き続き住民に寄り添う窓口対応を心掛けて欲しい。他地区の同じ指定管理会社は

満足度が高いため、住民対応向上のため共有できる点がないか検討してほしい。 

  また、修繕対応について、依頼から完了までの時間がかかっている原因を調査し、改善につな

げてほしい。 

 

９ 新型コロナウイルス感染対策を取りながら、団地管理人の研修会を対面で実施予定とのことで

あり、実施を期待したい。 

 

 ７ 今後の管理運営の方向性（県） 

１ 今後も、指定管理者制度を検証しながら、入居者が安心して生活できるよう丁寧な対応に努  

め、施設等の維持管理と整備を継続して実施する。 

 

２ 防犯・防火・防災の体制を整備するとともに、高齢者等フォローが必要な入居者については、

市町村や社会福祉協議会、民間支援団体等の関係機関と入居状況や健康状態等を情報共有し、よ

く連携して対応していく。 

 

３ 家賃滞納額を減らすため、滞納者に対する催促（電話や文書）や臨戸訪問の回数を増やし、必

要な場合は法的措置を実施することで家賃徴収率の向上に努める。 

 

 



【別紙１３】 
指定管理者管理運営状況評価表 

施設名 県営住宅（相双地区） 
指定 

管理者名 
太平ビルサービス株式会社郡山支店 

指定期間 Ｒ３.４.１～Ｒ８.３.31 担当課名 土木部建築住宅課 

 １ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績（指定管理者） 

１ 県営住宅(相双地区)施設の概要（令和５年４月１日現在） 

 

 令和３年度 令和４年度 

一般県営住宅   

      団 地 数 ６団地 ６団地 

      棟  数 12 棟 12 棟 

      管理戸数 196 戸 196 戸 

復興公営住宅   

      団 地 数 ６団地 ６団地 

      棟  数 80 棟 80 棟 

      管理戸数 985 戸 985 戸 

総管理戸数 1,181 戸 1,181 戸 
   

２ 入居及び退去に関する事項(入居募集及び退去手続き実績) 

                           

 令和３年度 令和４年度 

一般県営住宅   

      募集戸数 181 件 122 件 

      応募者数 7 件 17 件 

      入居戸数 6 件 10 件 

      退去戸数 10 件 13 件 

復興公営住宅     

      入居戸数 42 件  61 件 

    退去戸数   87 件  63 件 

     入居説明会  ６回    ６回 

 

３ 家賃等の納入指導に関する事項 

 ⑴ 家賃徴収率 

項    目 家賃徴収額 家賃徴収率 

令和３年度 240,725 千円 98.76％ 

令和４年度 247,620 千円 97.44％ 

対 前 年 比 6,896 千円増 1.32％減 

 

 ⑵ 県営住宅管理員活動実績 

項    目 令和３年度 令和４年度 

訪 問 件 数 221 件 291 件 

収 納 件 数 109 件  179 件 

現金徴収額 1,822,695 円 2,892,608 円 
 

４ 県営住宅等の維持修繕及び保守管理に関する事項 

 ⑴ 維持修繕業務実績額 

項 目 令和３年度 令和４年度 

緊急(経常)修繕 207 件 20,162,230 円 175 件 19,674,270 円 

退去(空家)修繕 106 件 13,112,770 円 80 件 12,320,550 円 

合 計 313 件 33,275,000 円 255 件 31,994,820 円 
 



⑵ 保守管理業務実績 

  エレベーター保守管理業務・給水施設清掃保守管理業務・避難設備保守管理業務・樹木養生

剪定業務・浄化槽保守点検業無及び時間外における水道管凍結による漏水対策を実施した。 

 

５ 高齢者等に対する安否確認 

 高齢者等の安否確認については、「気づく・つなぐ・守る運動へのご協力のお願い」を各団地

へ周知徹底を図り対応するとともに、毎年ごと見守り活動の趣旨を説明し見守りの希望者に対し

安否確認を実施した。 

   令和３年度 見守り活動対象者 168 名 

   令和４年度 見守り活動対象者 191 名 

 

６ サービスの向上に関する事項 

 ⑴ 毎月の募集住戸の情報(位置、家賃、間取り等)及び入居申込の手続き等について、ホームペー 

ジに掲載して情報を発信している。 

 ⑵ 入居者からの要望、意見及び苦情等を入手した場合は、対応簿等に記載するとともに、現場

対応を基本として対応している。 

 ⑶ 新年度に、団地ごとに団地管理人研修会を開催し、団地管理人同士の意思疎通を図っている。 

 ⑷ 業務時間外(休日や夜間)の事件、事故及び緊急修繕等の対応は、太平ビルサービス(株)郡山支

店ガードセンターから管理室責任者や担当者へ連絡し、抜けの無い対応に努めている。 

 ⑸ 団地内の共用部の通路、階段、踊り場等を定期的に巡回し、団地通路の安全確保及び美化に

努めている。 

 

７ 管理経費に関する事項 

 

  管理経費の実績（税込額）                          （円） 

項目 Ｒ３協定額 Ｒ３実績額 Ｒ４協定額 Ｒ４実績額 

人件費等 

人件費 28,682,500 36,124,353 28,967,400 27,236,486 

直接事務費 6,166,600 4,750,101 6,166,600 4,934,615 

一般管理費 9,142,100 8,697,551 9,213,600 6,878,177 

小計 43,991,200 49,572,005 44,347,600 39,049,278 

維持修繕費等 

維持修繕費 33,275,000 33,275,000 33,275,000 31,994,820 

保守管理費 24,596,000 22,955,900 32,907,000 28,497,700 

小計 57,871,000 56,230,900 66,182,000 60,492,520 

計 101,862,200 105,802,905 110,529,600 99,541,798 

 ⑴ 保守管理は、仕様書の点検業務内容に基づき、実施した。 

 ⑵ 令和３年実績額の人件費については、職員の入れ替えにより担当が新人だったことから、職

員を１名増員したため、増額となった。 

   

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目】 
 

１ 入居者提出書類の確実な確認をすべく、「入居者提出書類チェックリスト」を作成し提出書類 

 の遺漏防止に努めた。 

 

２ 作業マニュアルを相双地区住宅管理室独自に作成し担当者が代わっても、係員が誤りなく対応 

 を出来る体制を確立した。  

 

３ 修繕・保守管理の円滑を期すため不具合受付書を作成し情報共有化を図り円滑な作業を実施し 

 た。 

 

４ 社会福祉協議会及び生活支援相談員等と入居者の健康状態、悩みごと等の情報を共有し、高齢

者等の孤立防止を図った。 

 

５ 避難訓練については、より一層の現実化を図り避難伝達のあり方、避難方法及び高齢者の避難 

 について、消防の指導を仰ぎ、より現実に則した内容で実施した 

 



 ２ 令和３年度、令和４年度の管理運営実績の評価（県） 
 

１ 入居及び退去に関する事項 

 入居の募集については、入居募集の告知から入居申込みの受付、入居抽選、入居説明会の開催、

敷金等の納入確認を実施するとともに、退去に当たっては、退去修繕の説明、修繕後の確認検査

及び退去に係る事務処理を適切に実施する等、入退去者のニーズに対応した業務を適切に実施し

たことは評価できる。 

 

２ 家賃の納入指導に関する事項 

 県営住宅管理員活動実績において、収納件数及び現金徴収額が増加したことは評価できる。 

 一方、家賃徴収率は減少していることから、より一層の取組が必要である。 

 

３ 県営住宅等の維持修繕及び保守管理に関する事項 

 維持修繕は、専門業者への発注から施行、管理、完了検査、費用支払まで適切に処理されてい

る。保守管理は、実情に応じ柔軟に実施されている。 

 

４ 高齢者等への安否確認に関する事項 

 見守り対象者数が増加したことは評価できる。 

 

５ サービスの向上に関する事項について 

  入居者からの要望について、現場対応を基本とし、入居者に寄り添っている点は評価できる。 

 また、入居者に対するアンケート調査（令和５年７月実施）の結果は次のとおりとなり、指定

管理者の対応について入居者は満足していると思われる。 

 なお、入居手続き・家賃徴収については、他の項目と比べて「不満」の割合が高いが、これは

滞納家賃を支払うよう求められることへの抵抗感が主な原因と思われる。 

 このため、家賃の徴収にあたっては、早期の声掛けを徹底し、入居者の滞納家賃支払いに対す

る抵抗感・負担感を軽減するとともに、分納の提案など丁寧に対応していく必要がある。 

 

   令和５年度県営住宅入居者に対するアンケート調査（相双地区） 

                                   （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 管理経費に関する事項 

 保守管理は、仕様書の点検業務内容に基づき、適切に実施されている。 

 令和５年度以降の経費の執行にあたっては、前年度実績額を踏まえてより精査して運営してい

く必要がある。 

 

項目 満足 普通 不満 無回答 計 

窓口対応 43.8% 50.5% 3.1% 2.6% 100% 

電話対応 47.9% 47.9% 3.1% 1.0% 100% 

入居手続き・家賃徴収 38.7% 50.0% 10.3% 1.0% 100% 

保守管理・点検等の周知 43.8% 46.4% 5.7% 4.1% 100% 

修繕対応 42.6% 44.9% 7.4% 5.1% 100% 

【令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目の評価】 
 

１ 入居者提出書類チェックリストの作成について 

  チェックリストを作成し、事務処理ミス防止を図ったことは評価できる。 

  他の地区の指定管理者とも共有し、業務遂行能力の底上げをしてほしい。 

 

２ 作業マニュアルの作成について 

 業務に習熟していない職員でも、迅速に業務ができるよう作業マニュアルを独自に作成したこ

とは評価できる。他の地区の指定管理者とも共有し、業務遂行能力の底上げをしてほしい。 

 

 



３ 不具合受付書の作成について 

 円滑な維持・修繕業務のため、不具合受付書を作成し職員間で情報共有を図ったことは評価で

きる。 

 他の地区の指定管理者とも共有し、業務遂行能力の底上げをしてほしい。 

 

４ 高齢者世帯の孤立防止対策について 

  社会福祉協議会等と情報共有し、高齢者の孤立防止を図ったことは評価できる。 

 

５ 避難訓練について 

  適切な避難ができるよう消防署に指導を仰ぎ、より現実的な訓練を実施したことは評価できる。 

 

 ３ 管理運営のモニタリング（県） 

 

モニタリング項目 実施の有無 R3 回数 R4 回数 報告要求項目・検査目的等 

①年度事業計画 有 1 1 管理体制、事業内容、県営住宅管理業務収支明細書 

②月例報告 有 12 12 維持修繕業務 

③四半期報告 有 4 4 保守管理業務 

④定期立入検査 有 4 4 募集、家賃徴収、維持修繕、保守管理、個人情報管

理 

⑤不定期立入検査 無 0 0 － 

⑥事業報告書 有 1 1 事業報告書及び県営住宅管理業務収支明細書 

⑦外部委員等評価 無 0 0 － 

⑧その他 無 0 0 － 

 

【主な改善等指示事項及びその対応状況】 

 特になし 

 ４ 令和５年度以降に予定する取組（指定管理者） 

 

１ 家賃誤算定に伴う再発防止の徹底 

  担当、副担当及び担当課長よるトリプルチェックを徹底する。 

 また、新年度の家賃決定通知の際に、前年度から家賃に変動があった者については、要因の再

確認を徹底する。 

 

２ 生活保護受給者に対しての代理納付の推進 

  市役所社会福祉課と連携を図り、代理納付を推進し、確実な家賃収納を図る。  

 

３ 高齢者等に対する見守り活動の推進 

 高齢入居者が多くなっていることから、より緊密に社会福祉協議会等と連携し、入居者の安全

・安心に寄与する。 

 

４ 避難訓練の実施 

 避難訓練については、図上、講話のみの訓練から実地訓練とする。また、年毎に実施する団地

を増やしていく。 

 

５ 収入申告書の現地回収 

 例年実施する家賃算定のための収入申告書回収について、復興公営住宅は高齢の入居者が多い

ことから、管理室職員が団地集会所で直接回収業務を行う。 

 

 ５ 東日本大震災、新型コロナウイルス感染症等による運営上の課題及び対応方針 
（県・指定管理者） 

  課題 

 

１ 東日本大震災 

 復興公営住宅の家賃の算定が複雑であることから、家賃算定のチェックで事務量負担が増して

いる。 

 また、避難指示解除により退去者が増加し空室率があがっている。 



 さらに家賃補助額減少により入居者の家賃負担額が上昇しているとともに、入居率の低い団地

では、共益費も上昇している。 

 

２ 新型コロナウイルス感染症対策 

 これまで新型コロナ感染症対策として、書面開催で行っていた団地管理人の研修会について、

十分対策を講じた上で、対面での研修を実施予定である。 

 

 対応方針 

 

１ 東日本大震災 

 家賃の誤算定の対策として、総務担当を含め研修会を実施しており職員の能力向上を図ってい

る。退去者対策としては、入居希望者がスムーズに入居できるよう必要な手続きや修繕を迅速に

行うよう心がけている。 

 また、家賃滞納の場合も滞納金額が多額にならないように早期に声掛けをし、必要があれば家

賃減免を行うなど滞納による退去が発生しないよう努めている。 

  

２ 新型コロナウイルス感染症対策 

 原則、マスクの着用は自己判断としているが、管理室での勤務時間中については、管理室の機

能の維持とウイルスの伝播の防止との観点から行政の判断を仰ぎながら当面の間は維持してい

く予定である。 

 また、換気や手洗い推奨もこれまで通りとし、保健所や県の判断を仰ぎながら対応していく。 

 

 

 ６ 外部有識者の意見等（県） 

１ 家賃徴収率が低下した理由を精査しながら、対応策等を速やかに構築し、次年度の取組に反映

することが必要と考える。 

  入居者間の公平のためにも、徴収率は 100％を目指してほしい。 

 

２ 維持修繕業務の件数が前年度から減少している一方で、費用は前年度と同規模であり、物価上

昇が影響しているものと思料される。一定の予算の中で、効率的かつ経済的に維持修繕業務を行

うための対応策等を検討することが必要と考える。 

 

３ 高齢者独居世帯が増えるなか、見守り活動対象者を把握した上で、高齢者安否確認を実施して

いることは評価できる。 

  また、高齢者等に対する安否確認の対象者が令和４年度に増加している点も評価できる。見守

りを希望しない住民に対して、孤立しないための取組についても検討してほしい。 

 

４ 業務時間外対応は、太平ビルサービス(株)の事業規模、事業内容を活かし、一定程度迅速な対応

ができていることは評価できる。 

 

５ 令和３年度、令和４年度に新たに取り組んだ項目として、社会福祉協議会との連携を進めてい

る点は評価できる。 

 

６ 避難訓練において、避難伝達や、避難方法及び高齢者の避難について現実的な分かりやすい内

容に変えた点は評価できる。 

  また、本年度以降は実地訓練も予定しているとあり、取組が期待できる。 

 

７ 令和５年度県営住宅入居者に対するアンケート調査では、「満足」と回答した比率が高く、住

民対応の取組は評価できる。 

  特に修繕対応に係るアンケート結果が他の地区に比べてよい。特有の取組等を行った結果であ

れば、他の地区に横展開することも考えられる。 

 

８ 令和５年度以降に予定する取組にある家賃誤算定に伴う再発防止の徹底については、容易に算

定するためのフォーム等を作成する方法も考えられる。 

 

 



９ 新型コロナウイルス感染対策を取りながら、団地管理人の研修会を対面で実施予定であると書

かれており実施を期待したい。 

 

10 令和５年度以降の高齢者の安全を守る取組や、高齢者に分かりやすい収入申告書回収の工夫を

評価したい。 

 

 ７ 今後の管理運営の方向性（県） 

１ 今後も、指定管理者制度を検証しながら、入居者が安心して生活できるよう丁寧な対応に努  

め、施設等の維持管理と整備を継続して実施する。 

 

２ 防犯・防火・防災の体制を整備するとともに、高齢者等フォローが必要な入居者については、

市町村や社会福祉協議会、民間支援団体等の関係機関と入居状況や健康状態等を情報共有し、よ

く連携して対応していく。 

 

３ 家賃滞納額を減らすため、滞納者に対する催促（電話や文書）や臨戸訪問の回数を増やし、必

要な場合は法的措置を実施することで家賃徴収率の向上に努める。 

 

 

 


